
美浜発電所 添付 1-4/31 

 

主蒸気系隔離状態の確認 

１．主蒸気系隔離作動信号が発信されれば、当該信号により自動作動する弁が正規の

状態となることを確認する。なお、正規の状態にならなければ回復を試みる。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動信号の確認 

１．原子炉格納容器圧力が上昇し、原子炉格納容器スプレイ系作動信号が発信すれば、

『原子炉格納容器スプレイ系作動』も確認する。 

 

原子炉冷却系の状況確認 

１．各パラメータの確認を行う。 

・加圧器圧力および水位 

・１次冷却材圧力および温度 

・蒸気発生器圧力および水位 

・原子炉格納容器圧力およびサンプ水位 

・各非常用炉心冷却系流量 

・放射線モニタ 

 

事象判別 

１．以下の徴候がある場合は、原子炉格納容器内での 1次冷却材喪失事象と判断し、

『１次冷却材喪失事象収束操作』へ移行する。 

・原子炉格納容器圧力の上昇 

・原子炉格納容器内放射線モニタの指示上昇 

・原子炉格納容器サンプ水位の上昇 

２．以下の徴候がある場合は、原子炉格納容器外での余熱除去系からの１次冷却材喪

失事象と判断し、『１次冷却材喪失事象収束操作【原子炉格納容器外で余熱除去系

からの漏えいが発生した場合】』へ移行する。 

・加圧器水位の低下 

・加圧器圧力の低下 

・原子炉格納容器外での漏えい確認、または補助建屋内放射線モニタの指示上昇 

・復水器空気抽出器ガスモニタ、蒸気発生器ブローダウン水モニタおよび高感度型

主蒸気管モニタの指示に有意な変化がない。 

・余熱除去ポンプ出口圧力上昇 
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美浜発電所 添付 1-6/31 

表－３ 

事象ベース運転操作基準 

２．非常用炉心冷却系作動 

（１）１次冷却材喪失事象収束操作 

① 目 的 

・１次冷却材喪失事象発生時に原子炉を安全に停止し冷却する。 

② 主な監視操作内容 

【原子炉格納容器内での１次冷却材喪失事象】 

非常用炉心冷却系の停止条件の確認 

１．以下の非常用炉心冷却系の停止条件を確認し、全て満足していれば、非常用炉心

冷却系作動機器を停止する。 

・１次冷却材温度が１次冷却材圧力に対する飽和温度以下 

・加圧器水位が下端以上 

・電動補助給水ポンプ１台分の注水、または１基の蒸気発生器水位が蒸気発生器伝

熱管上端以上 

２．非常用炉心冷却系の停止条件を満足せず、燃料取替用水タンク水位が、再循環切

替水位となれば、〔非常用炉心冷却系再循環切替〕へ移行する。 

 

モード５（低温停止）への移行 

１．ほう酸による負の反応度を添加し、停止余裕を確保した後、モ－ド５（低温停止）

に移行する。 

 

〔非常用炉心冷却系再循環切替〕 

１．低圧注入系および高圧注入系の水源を、燃料取替用水タンクから格納容器再循環

サンプに切替える。 

・非常用炉心冷却系の格納容器再循環サンプ切替が不能となった場合は、〔非常用炉

心冷却系再循環切替不能〕へ移行する。 

２．格納容器再循環サンプを水源として長期的な冷却を継続する。 

・非常用炉心冷却系の格納容器再循環サンプ切替後に、原子炉補機冷却水系および

原子炉補機冷却海水系が設計どおり作動していなければ、〔非常用炉心冷却系再循

環切替後の原子炉補機冷却機能喪失〕へ移行する。 
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〔非常用炉心冷却系再循環切替不能〕 

１．非常用炉心冷却系の格納容器再循環サンプへの切替を試みる。 

２．燃料取替用水タンク水の消費を減らすため、燃料取替用水タンクを水源とするポ

ンプは、高圧注入系１系統のみとする。 

３．主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を促進させ、

破断流を減少させる。 

４．１次冷却系への注水を長期間続けるために、燃料取替用水タンクに水を補給する。 

５．原子炉格納容器スプレイ系と低圧注入系との接続による非常用炉心冷却系の代替

再循環を開始する。 

６．燃料取替用水タンク水位が、水位異常低以下となれば、燃料取替用水タンクを水

源としている全てのポンプを停止し、水位が回復すれば、運転を再開する。 

７．非常用炉心冷却系の再循環切替が成功すれば、非常用炉心冷却系の代替再循環を

停止する。 

 

〔非常用炉心冷却系再循環切替後の原子炉補機冷却機能喪失〕 

１．原子炉補機冷却水が供給されている機器を停止する。 

２．１次系冷却水ポンプおよび海水ポンプの運転台数に合わせた系統構成に組み合わ

せ、〔非常用炉心冷却系再循環切替〕に戻る。 

３．１次系冷却水ポンプ全台停止中の場合は、低圧注入系の冷却のため空調用冷水系

により代替補機冷却を開始する。 

・空調用冷水系による代替補機冷却ができない場合は、大容量ポンプを用いた海水

通水による代替補機冷却を行い、低圧または高圧再循環運転を実施する。 

４．代替補機冷却を開始した低圧注入系を起動する。 
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表－７ 

事象ベース運転操作基準 

３．原子炉格納容器スプレイ系作動 

① 目 的 

・原子炉格納容器の健全性を確保する。 

② 導入条件 

・原子炉格納容器スプレイ系作動設定値に達した場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉格納容器スプレイ系警報の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動、格納容器隔離作動の警報発信を確認する。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動信号の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信していることを確

認する。なお、原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信す

る設定値になっても発信しない場合には、手動にて発信させる。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動機器の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号により、自動作動する弁、

ダンパおよび機器が正規の状態になることを確認する。なお、正規の状態になら

なければ回復を試みる。 

・原子炉格納容器スプレイ系不作動の場合は、『安全機能ベース運転操作基準「原子

炉格納容器健全性の確保」』へ移行する。 

２．原子炉格納容器圧力が通常圧力に低下すれば、原子炉格納容器スプレイ系を停止

する。 

３．燃料取替用水タンク水位が、再循環切替水位となれば、原子炉格納容器スプレイ

系の水源を、燃料取替用水タンクから格納容器再循環サンプに切替える。 

・原子炉格納容器スプレイ系の格納容器再循環サンプ切替が不能となった場合は、

〔原子炉格納容器スプレイ系再循環切替不能〕へ移行する。 

 

 

  

5

8

資料2-103



美浜発電所 添付 1-16/31 

表－８ 

事象ベース運転操作基準 

４．サポート系の確保 

（１）全交流動力電源喪失 

① 目 的 

・全ての交流動力電源が喪失した状態でプラントを安定させ、早期に電源を回復させる。 

② 導入条件 

・全ての非常用母線および常用母線の電圧が零ボルト 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの確認を行う。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービントリップ、発電機トリップの確認を行う。 

 

補助給水流量の確認 

１．補助給水流量により補助給水機能が健全であることを確認する。 

 

全交流動力電源喪失判断 

１．外部電源喪失、ディーゼル発電機起動不能等により所内電源が喪失したことを確

認する。 

２．交流動力電源の早期回復不能を判断し、全交流動力電源喪失時の措置を開始する。 

 

代替電源からの受電 

１．代替電源（非常用発電機等）から受電したことを確認する。 

 

代替炉心注水他準備 

１．代替炉心注水の準備、アニュラス循環系、中央制御室空調系の準備、原子炉格納

容器内自然対流冷却の準備、燃料取替用水タンクの保有水確保準備および蒸気発

生器、使用済燃料ピットへの注水準備を行う。 

 

１次冷却系からの漏えいの有無の確認 

１．１次冷却材漏えいの有無を確認する。 

 

蒸気発生器２次側による１次冷却系の強制冷却 

１．補助給水機能が確保されていれば、主蒸気逃がし弁を現場手動にて全開とし、１

次冷却系の強制冷却を行う。 

２．１次冷却系の減圧により、蓄圧注入系が動作していることを確認する。 
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恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、原子炉への注水がＡ余熱除去クー

ラ出口流量等にて確認できない場合 

 

２．代替再循環運転 

(1) Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替再循

環運転 

当直課長は、非常用炉心冷却設備である余熱除去ポンプまたは余熱除去クーラ

の故障等により格納容器再循環サンプ水を原子炉へ注水する機能が喪失した場合

に、Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）およびＡ内部

スプレクーラにより格納容器再循環サンプ水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

余熱除去ポンプの故障等により、再循環運転による原子炉への注水が余熱除

去クーラ出口流量等にて確認できない場合に、再循環運転をするために必要な

格納容器再循環サンプの水位が確保されている場合 

 

(2) 格納容器再循環サンプスクリーン閉塞の兆候が見られた場合の手順 

当直課長は、再循環運転中に格納容器再循環サンプスクリーン閉塞の兆候が見

られた場合は、炉心の著しい損傷を防止するために余熱除去ポンプ 1 台運転とし

流量を低下させ再循環運転を継続する。再循環運転できない場合は、燃料取替用

水タンクを水源とし充てん／高圧注入ポンプ 1 台により原子炉への注水を行う。

燃料取替用水タンクへの補給に成功している場合は、充てん／高圧注入ポンプに

よる炉心注水または恒設代替低圧注水ポンプ等による代替炉心注水により原子炉

への注水を行う。 

また、格納容器の圧力上昇緩和のため、主蒸気逃がし弁を開操作し蒸気発生器

２次側による炉心冷却および原子炉補機冷却水を使用し格納容器循環冷暖房ユニ

ットによる格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器内の冷却を行う。 

原子炉への注水は、格納容器内水位が格納容器循環冷暖房ユニットによる格納

容器内自然対流冷却に影響しない上限の高さとなれば停止する。 

ａ．手順着手の判断基準 

余熱除去ポンプ、充てん／高圧注入ポンプおよび内部スプレポンプによる再

循環運転で原子炉へ注水を行っている場合に、格納容器再循環サンプ水位の低

下、ポンプの流量低下、ポンプ出口圧力の変動または低下等により格納容器再

循環サンプスクリーン閉塞の兆候を確認した場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

代替炉心注水に使用する補機の優先順位は、準備時間の短いＡ、Ｂ内部スプレポ

ンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）を優先し、次に恒設代替低圧注水ポンプ

を使用する。可搬式代替低圧注水ポンプは使用準備に時間を要することから、あら

かじめ可搬式代替低圧注水ポンプ等の準備を開始するとともに、使用可能であれば

多様性拡張設備である電動消火ポンプ等による代替注水手段を使用する。可搬式代

替低圧注水ポンプ等の使用準備が完了し多様性拡張設備を含む他の注水手段がなけ
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美浜発電所 添付 1-2/31 

表－１ 

事象ベース運転操作基準 

１．原子炉トリップ 

① 目 的 

・原子炉を停止し、未臨界を維持する。 

・原子炉停止後の炉心崩壊熱を除去し、モ－ド３（高温停止）を確立する。 

② 導入条件 

・原子炉トリップ設定値に達した場合 

・原子炉トリップ設定値に達する前に原子炉を手動トリップした場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの警報発信を確認する。 

２．制御棒が全挿入し原子炉がトリップしたことを、以下により確認する。なお、原

子炉が自動トリップする設定値になっても、自動トリップしない場合には、手動

によりトリップを行う。 

・原子炉トリップしゃ断器の開放表示 

・制御棒炉底位置表示の点灯 

・中性子束出力指示値の低下 

３．自動または手動による原子炉トリップに成功しなければ、『安全機能ベース運転操

作基準「未臨界の維持」』へ移行する。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービンがトリップし、引き続き発電機がトリップしたことを確認する。なお、

自動トリップしなければ、手動によりトリップを行う。 

 

蒸気発生器による除熱確認 

１．タービンバイパス弁または主蒸気逃がし弁の制御状態を確認し、モ－ド３（高温

停止）となることを、１次冷却材温度により確認する。 

２．蒸気発生器水位異常低信号の発信により、補助給水ポンプが起動し、蒸気発生器

へ注水されることを確認する。 

３．補助給水系により蒸気発生器水位の調整を行う。 

 

加圧器圧力・水位の整定 

１．加圧器逃がし弁が閉止しており、加圧器圧力が正常であることを確認する。 

２．加圧器水位が正常であることを確認する。 

 

 

1
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美浜発電所 添付 1-3/31 

表－２ 

事象ベース運転操作基準 

２．非常用炉心冷却系作動 

① 目 的 

・１次冷却材喪失事象、２次冷却材喪失事象、蒸気発生器伝熱管破損事象等の事故時に、

炉心の冷却および負の反応度添加を行う。 

② 導入条件 

・非常用炉心冷却系作動設定値に達した場合 

③ 主な監視操作内容 

非常用炉心冷却系警報の確認 

１．非常用炉心冷却系作動の警報発信を確認する。 

 

非常用炉心冷却系作動信号の確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号が発信していることを確認する。なお、非常用炉心冷

却系作動信号が発信する設定値になっても発信しない場合には、手動にて信号を

発信させる。 

 

原子炉トリップの確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号による原子炉トリップを確認する。 

 

非常用炉心冷却系作動機器の確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号、格納容器隔離信号により、自動作動する弁、ダンパ

および機器が正規の状態になることを確認する。なお、正規の状態にならなけれ

ば回復を試みる。 

２．ディ－ゼル発電機が自動起動することを確認する。なお、自動起動していなけれ

ば手動にて起動を試みる。 

３．非常用炉心冷却系作動シーケンスにより、非常用炉心冷却系作動機器が、自動作

動することを確認する。なお、自動作動していない機器があれば手動にて起動を

試みる。 

 

主給水系隔離状態の確認 

１．主給水系の隔離状態を確認する。なお、隔離できていなければ手動にて隔離を試

みる。 

 

中央制御室換気系隔離状態の確認 

１．中央制御室換気系隔離状態を確認する。なお、隔離できていなければ手動にて隔

離を試みる。 

 

 

  

2

2
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美浜発電所 添付 1-4/31 

 

主蒸気系隔離状態の確認 

１．主蒸気系隔離作動信号が発信されれば、当該信号により自動作動する弁が正規の

状態となることを確認する。なお、正規の状態にならなければ回復を試みる。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動信号の確認 

１．原子炉格納容器圧力が上昇し、原子炉格納容器スプレイ系作動信号が発信すれば、

『原子炉格納容器スプレイ系作動』も確認する。 

 

原子炉冷却系の状況確認 

１．各パラメータの確認を行う。 

・加圧器圧力および水位 

・１次冷却材圧力および温度 

・蒸気発生器圧力および水位 

・原子炉格納容器圧力およびサンプ水位 

・各非常用炉心冷却系流量 

・放射線モニタ 

 

事象判別 

１．以下の徴候がある場合は、原子炉格納容器内での 1次冷却材喪失事象と判断し、

『１次冷却材喪失事象収束操作』へ移行する。 

・原子炉格納容器圧力の上昇 

・原子炉格納容器内放射線モニタの指示上昇 

・原子炉格納容器サンプ水位の上昇 

２．以下の徴候がある場合は、原子炉格納容器外での余熱除去系からの１次冷却材喪

失事象と判断し、『１次冷却材喪失事象収束操作【原子炉格納容器外で余熱除去系

からの漏えいが発生した場合】』へ移行する。 

・加圧器水位の低下 

・加圧器圧力の低下 

・原子炉格納容器外での漏えい確認、または補助建屋内放射線モニタの指示上昇 

・復水器空気抽出器ガスモニタ、蒸気発生器ブローダウン水モニタおよび高感度型

主蒸気管モニタの指示に有意な変化がない。 

・余熱除去ポンプ出口圧力上昇 
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美浜発電所 添付 1-8/31 

 

【原子炉格納容器外で余熱除去系からの漏えいが発生した場合】 

１．燃料取替用水タンク水が、破断点から流出するのを防止するため、余熱除去系を

燃料取替用水タンクより隔離する。 

２．１次冷却材圧力が低下傾向で、炉心出口温度が１次冷却系最高使用圧力に対する

飽和温度以上に達すれば、主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次

冷却系の冷却を促進させる。 

３．余熱除去系を１次冷却系より隔離する。 

・隔離できていなければ〔破断点が隔離できない場合〕へ移行する。 

４．余熱除去系の系統分離を行い、破断系統を確認する。 

５．モ－ド５（低温停止）に移行する。 

 

〔破断点が隔離できない場合〕 

１．燃料取替用水タンク水の消費を減らすため、燃料取替用水タンクを水源とするポ

ンプは、高圧注入系１系統のみとする。 

２．１次冷却系への注水を長期間続けるために、燃料取替用水タンクに水を補給する。 

３．主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を促進させる。 

４．非常用炉心冷却系の停止条件を確認し、満足している場合は、高圧注入系を充て

ん系に切替える。 

・満足していない場合には、充てん系による崩壊熱除去が可能となった時点で、高

圧注入系を充てん系に切替える。 

５．余熱除去系の系統分離を行い、健全側余熱除去系による１次冷却系の冷却を行う。 

・余熱除去系による１次冷却系の冷却ができなければ、加圧器逃がし弁を強制開と

し、非常用炉心冷却系再循環運転に必要な水量を確保する。 

６．非常用炉心冷却系再循環運転を行う。 

７．健全側余熱除去系が確認できない場合は、蒸気発生器２次側による１次冷却系の

冷却を行う。 
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美浜発電所 添付 1-16/31 

表－８ 

事象ベース運転操作基準 

４．サポート系の確保 

（１）全交流動力電源喪失 

① 目 的 

・全ての交流動力電源が喪失した状態でプラントを安定させ、早期に電源を回復させる。 

② 導入条件 

・全ての非常用母線および常用母線の電圧が零ボルト 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの確認を行う。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービントリップ、発電機トリップの確認を行う。 

 

補助給水流量の確認 

１．補助給水流量により補助給水機能が健全であることを確認する。 

 

全交流動力電源喪失判断 

１．外部電源喪失、ディーゼル発電機起動不能等により所内電源が喪失したことを確

認する。 

２．交流動力電源の早期回復不能を判断し、全交流動力電源喪失時の措置を開始する。 

 

代替電源からの受電 

１．代替電源（非常用発電機等）から受電したことを確認する。 

 

代替炉心注水他準備 

１．代替炉心注水の準備、アニュラス循環系、中央制御室空調系の準備、原子炉格納

容器内自然対流冷却の準備、燃料取替用水タンクの保有水確保準備および蒸気発

生器、使用済燃料ピットへの注水準備を行う。 

 

１次冷却系からの漏えいの有無の確認 

１．１次冷却材漏えいの有無を確認する。 

 

蒸気発生器２次側による１次冷却系の強制冷却 

１．補助給水機能が確保されていれば、主蒸気逃がし弁を現場手動にて全開とし、１

次冷却系の強制冷却を行う。 

２．１次冷却系の減圧により、蓄圧注入系が動作していることを確認する。 
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美浜発電所 添付 3-27/144 

表－３ 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

① 方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において、設計基準事故対処設備が有する

発電用原子炉（以下、「原子炉」という。）の減圧機能が喪失した場合においても炉心の

著しい損傷および原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）の破損を防止するため、

１次冷却系のフィードアンドブリード、蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水、蒸気

放出）により原子炉を減圧することを目的とする。 

また、炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において、高

圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱による格納容器破損を防止するため、１次

冷却系を減圧することを目的とする。 

さらに、蒸気発生器伝熱管破損またはインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時にお

いて、炉心の著しい損傷を防止するため、１次冷却系を減圧することを目的とする。 

 

② 対応手段等 

フロントライン系機能喪失時 

１．１次冷却系のフィードアンドブリード 

当直課長は、補助給水ポンプの故障等による蒸気発生器への注水機能の喪失によ

って蒸気発生器水位が低下し、全ての蒸気発生器が除熱を期待できない水位になり、

蒸気発生器２次側による炉心冷却を用いた１次冷却系の減圧機能が喪失した場合、

加圧器逃がし弁を用いた１次冷却系のフィードアンドブリードにより１次冷却系を

減圧する。燃料取替用水タンク水を充てん／高圧注入ポンプにより原子炉へ注水し、

原子炉の冷却を確保してから加圧器逃がし弁を開操作する。燃料取替用水タンク水

位および格納容器再循環サンプ水位を確認し、再循環切替可能水位となれば中央制

御室で再循環運転に切り替える。 

蒸気発生器２次側による原子炉の冷却機能が回復した場合は、蒸気発生器２次側

による炉心冷却を開始し、アキュムレータ出口電動弁を閉止後、１次冷却系のフィ

ードアンドブリードを停止する。その後、余熱除去系が健全である場合、余熱除去

系による原子炉の冷却操作により低温停止状態とする。余熱除去系が使用できない

場合は、使用可能であれば多様性拡張設備である消防ポンプにより海水を注水し蒸

気発生器２次側のフィードアンドブリードを行い、低温停止状態とする。 

蒸気発生器２次側による原子炉の冷却機能が回復しない場合は、余熱除去系によ

る原子炉の冷却を開始し、アキュムレータ出口電動弁を閉止後、１次冷却系のフィ

ードアンドブリードを停止する。その後、余熱除去系による原子炉の冷却により低

温停止状態とする。余熱除去系が使用できない場合は、余熱除去系または蒸気発生

器２次側による原子炉の冷却機能が使用可能となるまで再循環運転による１次冷却

系のフィードアンドブリードを継続する。 

(1) 手順着手の判断基準 

補助給水ポンプの故障等による蒸気発生器への注水機能の喪失によって蒸気発

生器水位が低下し、全ての蒸気発生器が除熱を期待できない水位になった場合に、

原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンクの水位が確保されている場合 

9
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美浜発電所 添付 3-33/144 

④ 炉心損傷時における高圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱を防止する対応

手段 

高圧溶融物放出および格納容器内雰囲気直接加熱防止 

１．当直課長は、炉心損傷時、１次冷却材圧力が 2.0MPa〔gage〕以上である場合、高

圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱による格納容器破損を防止するため、

加圧器逃がし弁により１次冷却系を減圧する。 

(1) 手順の判断基準 

炉心損傷時、１次冷却材圧力が 2.0MPa〔gage〕以上の場合 

 

⑤ 蒸気発生器伝熱管破損発生時減圧継続の手順 

蒸気発生器伝熱管破損 

１．当直課長は、蒸気発生器伝熱管破損が発生した場合、原子炉の自動停止および非

常用炉心冷却設備作動信号による高圧注入系、低圧注入系、電動補助給水ポンプ等

の動作を確認する。 

破損側蒸気発生器を１次冷却材圧力、蒸気発生器の圧力、水位および高感度型主

蒸気管モニタ等の指示値から判断し、破損側蒸気発生器を隔離する。破損側蒸気発

生器の隔離完了後に破損側蒸気発生器の圧力の低下が継続し破損側蒸気発生器の隔

離失敗と判断した場合、健全側蒸気発生器の主蒸気逃がし弁による冷却、減圧操作

と加圧器逃がし弁による減圧操作で１次冷却系を減圧することにより１次冷却材の

蒸気発生器２次側への漏えいを抑制する。 

１次冷却系を減圧後、充てん／高圧注入ポンプによる原子炉への注水を安全注入

から充てんに切り替え、余熱除去系により炉心を冷却する。 

(1) 手順着手の判断基準 

１次冷却材圧力の低下、破損側蒸気発生器水位、圧力の上昇等により蒸気発生

器伝熱管破損発生と判断した場合 

また、破損側蒸気発生器の隔離完了後に破損側蒸気発生器の主蒸気圧力の低下

が継続していることにより破損側蒸気発生器の隔離失敗と判断した場合 

 

⑥ インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の手順 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

１．当直課長は、インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生した場合、原子炉の自動

停止および非常用炉心冷却設備作動信号による高圧注入系、低圧注入系、電動補助

給水ポンプ等の動作を確認する。 

１次冷却材圧力、加圧器水位の低下、余熱除去ポンプ出口圧力上昇等によりイン

ターフェイスシステムＬＯＣＡの発生を判断し、格納容器外への１次冷却材の漏え

いを停止するため破損箇所を早期に発見し隔離する。 

破損箇所を隔離できない場合、主蒸気逃がし弁による冷却、減圧操作と加圧器逃

がし弁により１次冷却系を減圧することにより１次冷却材の格納容器外への漏えい

を抑制する。低温停止状態に移行するにあたり、余熱除去系による原子炉の冷却が

困難な場合、使用可能であれば多様性拡張設備である消防ポンプにより海水を注水

し蒸気発生器２次側のフィードアンドブリードにより原子炉を冷却する。 

(1) 手順着手の判断基準 

表-3
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１次冷却材圧力、加圧器水位の低下、余熱除去ポンプ出口圧力上昇等により余

熱除去系への漏えいによるインターフェイスシステムＬＯＣＡの発生を判断した

場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ インターフェイスシステムＬＯＣＡ時の漏えい箇所について 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの漏えい箇所の特定は、原子炉補助建屋内の

各部屋が分離されているため、漏水検知器、監視カメラおよび火災報知器等により

行う。 

 

  

5,6,
8,11,
12
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 原
子
炉
トリ
ップ

 「
原
子
炉
トリ
ップ
の
確
認
」「
ター
ビン
・発
電
機
トリ
ップ
の
確
認
」

制
御
棒
が
全
挿
入
し原
子
炉
が
トリ
ップ
した
こと
を
確
認
す
る
。
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ビン
が
トリ
ップ
し、
引
き
続
き
発
電
機
が
トリ
ップ
した
こと
を
確
認
す
る。
な
お
、自
動
トリ
ップ
しな
け
れ

 
 手
動

 
 

  
  

 
 ⾏

  

－
事
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時
操
作
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子
炉
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」
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流
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損
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⾏
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逃

 
 弁
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」

９．格納容器バイパス「蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発生器隔離失敗」
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表－１ 

事象ベース運転操作基準 

１．原子炉トリップ 

① 目 的 

・原子炉を停止し、未臨界を維持する。 

・原子炉停止後の炉心崩壊熱を除去し、モ－ド３（高温停止）を確立する。 

② 導入条件 

・原子炉トリップ設定値に達した場合 

・原子炉トリップ設定値に達する前に原子炉を手動トリップした場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの警報発信を確認する。 

２．制御棒が全挿入し原子炉がトリップしたことを、以下により確認する。なお、原

子炉が自動トリップする設定値になっても、自動トリップしない場合には、手動

によりトリップを行う。 

・原子炉トリップしゃ断器の開放表示 

・制御棒炉底位置表示の点灯 

・中性子束出力指示値の低下 

３．自動または手動による原子炉トリップに成功しなければ、『安全機能ベース運転操

作基準「未臨界の維持」』へ移行する。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービンがトリップし、引き続き発電機がトリップしたことを確認する。なお、

自動トリップしなければ、手動によりトリップを行う。 

 

蒸気発生器による除熱確認 

１．タービンバイパス弁または主蒸気逃がし弁の制御状態を確認し、モ－ド３（高温

停止）となることを、１次冷却材温度により確認する。 

２．蒸気発生器水位異常低信号の発信により、補助給水ポンプが起動し、蒸気発生器

へ注水されることを確認する。 

３．補助給水系により蒸気発生器水位の調整を行う。 

 

加圧器圧力・水位の整定 

１．加圧器逃がし弁が閉止しており、加圧器圧力が正常であることを確認する。 

２．加圧器水位が正常であることを確認する。 

 

 

1

1

5
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表－２ 

事象ベース運転操作基準 

２．非常用炉心冷却系作動 

① 目 的 

・１次冷却材喪失事象、２次冷却材喪失事象、蒸気発生器伝熱管破損事象等の事故時に、

炉心の冷却および負の反応度添加を行う。 

② 導入条件 

・非常用炉心冷却系作動設定値に達した場合 

③ 主な監視操作内容 

非常用炉心冷却系警報の確認 

１．非常用炉心冷却系作動の警報発信を確認する。 

 

非常用炉心冷却系作動信号の確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号が発信していることを確認する。なお、非常用炉心冷

却系作動信号が発信する設定値になっても発信しない場合には、手動にて信号を

発信させる。 

 

原子炉トリップの確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号による原子炉トリップを確認する。 

 

非常用炉心冷却系作動機器の確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号、格納容器隔離信号により、自動作動する弁、ダンパ

および機器が正規の状態になることを確認する。なお、正規の状態にならなけれ

ば回復を試みる。 

２．ディ－ゼル発電機が自動起動することを確認する。なお、自動起動していなけれ

ば手動にて起動を試みる。 

３．非常用炉心冷却系作動シーケンスにより、非常用炉心冷却系作動機器が、自動作

動することを確認する。なお、自動作動していない機器があれば手動にて起動を

試みる。 

 

主給水系隔離状態の確認 

１．主給水系の隔離状態を確認する。なお、隔離できていなければ手動にて隔離を試

みる。 

 

中央制御室換気系隔離状態の確認 

１．中央制御室換気系隔離状態を確認する。なお、隔離できていなければ手動にて隔

離を試みる。 

 

 

  

2

2

2

資料2-121



美浜発電所 添付 1-5/31 

 

３．以下の徴候がある場合は、２次冷却材喪失事象と判断し、『２次冷却材喪失事象収

束操作』へ移行する。 

・１次冷却材温度が連続して低下 

・１基または全ての蒸気発生器の２次側圧力および水位が異常に低下 

・１基または全ての蒸気発生器の蒸気流量が異常に増加 

４．以下の徴候がある場合は、蒸気発生器伝熱管破損事象と判断し、『蒸気発生器伝熱

管破損事象収束操作』へ移行する。 

・復水器空気抽出器ガスモニタ、蒸気発生器ブローダウン水モニタおよび高感度型

主蒸気管モニタの指示が上昇 

・破損蒸気発生器水位および圧力の上昇 

５．以下の場合は、非常用炉心冷却系作動信号の誤作動であると判断し、『非常用炉心

冷却系誤作動収束操作』へ移行する。 

・原子炉格納容器内での１次冷却材喪失事象、原子炉格納容器外での余熱除去系か

らの１次冷却材喪失事象、２次冷却材喪失事象および蒸気発生器伝熱管破損事象

に該当する徴候がみられない。 

 

 

表-2
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表－５ 

事象ベース運転操作基準 

２．非常用炉心冷却系作動 

（３）蒸気発生器伝熱管破損事象収束操作 

① 目 的 

・蒸気発生器伝熱管破損事象発生時に原子炉を安全に停止し冷却する。 

② 主な監視操作内容 

破損蒸気発生器の隔離 

１．破損蒸気発生器を隔離する。 

・当該蒸気発生器２次側圧力の低下が継続する場合は、〔蒸気発生器伝熱管破損時破

損蒸気発生器減圧継続〕へ移行する。 

 

２次冷却系からの汚染拡大防止措置 

１．復水器の排気が隔離されていることを確認する。 

２．２次冷却材の系外への排水を停止する。 

 

１次冷却系の減圧 

１．破損蒸気発生器２次側圧力の飽和温度を目標に、健全側蒸気発生器の主蒸気逃が

し弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を行う。 

２．健全側の１次冷却材高温側温度が破損蒸気発生器２次側圧力の飽和温度未満にな

れば、１次冷却材圧力を破損蒸気発生器２次側圧力まで減圧する。 

・１次冷却系の減圧ができなければ、〔蒸気発生器伝熱管破損時減圧操作不能〕へ移

行する。 

 

非常用炉心冷却系の停止条件の確認 

１．以下の非常用炉心冷却系の停止条件を確認し、全て満足していれば、非常用炉心

冷却系作動機器を停止する。 

・１次冷却材温度が１次冷却材圧力に対する飽和温度以下 

・加圧器水位が下端以上 

・１次冷却材圧力が減圧操作停止後に安定または上昇 

 

モード５（低温停止）への移行 

１．ほう酸による負の反応度を添加し、停止余裕を確保した後、モ－ド５（低温停止）

に移行する。 
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〔蒸気発生器伝熱管破損時破損蒸気発生器減圧継続〕 

１．破損蒸気発生器の隔離を確認する。 

・隔離に成功し、破損蒸気発生器２次側圧力の低下が停止すれば、１次冷却系の減

圧に戻る。 

２．健全側蒸気発生器の主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系

の冷却を促進させる。 

３．１次冷却系への注水を長期間続けるため、燃料取替用水タンクへ水を補給する。 

４．破損蒸気発生器２次側への漏えいを低減するため、サブクールを確保できる範囲

で１次冷却系を減圧する。 

５．以下の非常用炉心冷却系の停止条件を確認し、全て満足していれば、非常用炉心

冷却系作動機器を停止する。 

・１次冷却材温度が１次冷却材圧力に対する飽和温度以下 

・加圧器水位が下端以上 

・電動補助給水ポンプ１台分の注水、または１基の蒸気発生器水位が蒸気発生器伝

熱管上端以上 

６．余熱除去系による１次冷却系の冷却を行い、モード５（低温停止）に移行する。

余熱除去系による１次冷却系の冷却ができなければ、加圧器逃がし弁を強制開と

し、非常用炉心冷却系再循環運転に必要な水量を満足する水量を確保する。 

７．非常用炉心冷却系再循環運転を行う。 

 

〔蒸気発生器伝熱管破損時減圧操作不能〕 

１．１次冷却系の減圧機能の回復を試みる。 

・１次冷却系の減圧機能が回復すれば、１次冷却系の減圧に戻る。 

２．破損蒸気発生器水位が、水位異常高以上の場合、または加圧器水位が下端以上に

回復した場合は、高圧注入系を充てん系に切替える。 

３．健全側の１次冷却系ループのサブクールを確保するため、健全側の主蒸気逃がし

弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を行う。 

・１次冷却系の減圧機能が回復されるまで、１次冷却系の冷却を継続し、減圧機能

が回復すれば、１次冷却系の減圧に戻る。 

 

 

表-5
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表－８ 

事象ベース運転操作基準 

４．サポート系の確保 

（１）全交流動力電源喪失 

① 目 的 

・全ての交流動力電源が喪失した状態でプラントを安定させ、早期に電源を回復させる。 

② 導入条件 

・全ての非常用母線および常用母線の電圧が零ボルト 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの確認を行う。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービントリップ、発電機トリップの確認を行う。 

 

補助給水流量の確認 

１．補助給水流量により補助給水機能が健全であることを確認する。 

 

全交流動力電源喪失判断 

１．外部電源喪失、ディーゼル発電機起動不能等により所内電源が喪失したことを確

認する。 

２．交流動力電源の早期回復不能を判断し、全交流動力電源喪失時の措置を開始する。 

 

代替電源からの受電 

１．代替電源（非常用発電機等）から受電したことを確認する。 

 

代替炉心注水他準備 

１．代替炉心注水の準備、アニュラス循環系、中央制御室空調系の準備、原子炉格納

容器内自然対流冷却の準備、燃料取替用水タンクの保有水確保準備および蒸気発

生器、使用済燃料ピットへの注水準備を行う。 

 

１次冷却系からの漏えいの有無の確認 

１．１次冷却材漏えいの有無を確認する。 

 

蒸気発生器２次側による１次冷却系の強制冷却 

１．補助給水機能が確保されていれば、主蒸気逃がし弁を現場手動にて全開とし、１

次冷却系の強制冷却を行う。 

２．１次冷却系の減圧により、蓄圧注入系が動作していることを確認する。 
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表－３ 

操作手順 

３．原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

① 方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において、設計基準事故対処設備が有する

発電用原子炉（以下、「原子炉」という。）の減圧機能が喪失した場合においても炉心の

著しい損傷および原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）の破損を防止するため、

１次冷却系のフィードアンドブリード、蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水、蒸気

放出）により原子炉を減圧することを目的とする。 

また、炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において、高

圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱による格納容器破損を防止するため、１次

冷却系を減圧することを目的とする。 

さらに、蒸気発生器伝熱管破損またはインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時にお

いて、炉心の著しい損傷を防止するため、１次冷却系を減圧することを目的とする。 

 

② 対応手段等 

フロントライン系機能喪失時 

１．１次冷却系のフィードアンドブリード 

当直課長は、補助給水ポンプの故障等による蒸気発生器への注水機能の喪失によ

って蒸気発生器水位が低下し、全ての蒸気発生器が除熱を期待できない水位になり、

蒸気発生器２次側による炉心冷却を用いた１次冷却系の減圧機能が喪失した場合、

加圧器逃がし弁を用いた１次冷却系のフィードアンドブリードにより１次冷却系を

減圧する。燃料取替用水タンク水を充てん／高圧注入ポンプにより原子炉へ注水し、

原子炉の冷却を確保してから加圧器逃がし弁を開操作する。燃料取替用水タンク水

位および格納容器再循環サンプ水位を確認し、再循環切替可能水位となれば中央制

御室で再循環運転に切り替える。 

蒸気発生器２次側による原子炉の冷却機能が回復した場合は、蒸気発生器２次側

による炉心冷却を開始し、アキュムレータ出口電動弁を閉止後、１次冷却系のフィ

ードアンドブリードを停止する。その後、余熱除去系が健全である場合、余熱除去

系による原子炉の冷却操作により低温停止状態とする。余熱除去系が使用できない

場合は、使用可能であれば多様性拡張設備である消防ポンプにより海水を注水し蒸

気発生器２次側のフィードアンドブリードを行い、低温停止状態とする。 

蒸気発生器２次側による原子炉の冷却機能が回復しない場合は、余熱除去系によ

る原子炉の冷却を開始し、アキュムレータ出口電動弁を閉止後、１次冷却系のフィ

ードアンドブリードを停止する。その後、余熱除去系による原子炉の冷却により低

温停止状態とする。余熱除去系が使用できない場合は、余熱除去系または蒸気発生

器２次側による原子炉の冷却機能が使用可能となるまで再循環運転による１次冷却

系のフィードアンドブリードを継続する。 

(1) 手順着手の判断基準 

補助給水ポンプの故障等による蒸気発生器への注水機能の喪失によって蒸気発

生器水位が低下し、全ての蒸気発生器が除熱を期待できない水位になった場合に、

原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンクの水位が確保されている場合 

10
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④ 炉心損傷時における高圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱を防止する対応

手段 

高圧溶融物放出および格納容器内雰囲気直接加熱防止 

１．当直課長は、炉心損傷時、１次冷却材圧力が 2.0MPa〔gage〕以上である場合、高

圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱による格納容器破損を防止するため、

加圧器逃がし弁により１次冷却系を減圧する。 

(1) 手順の判断基準 

炉心損傷時、１次冷却材圧力が 2.0MPa〔gage〕以上の場合 

 

⑤ 蒸気発生器伝熱管破損発生時減圧継続の手順 

蒸気発生器伝熱管破損 

１．当直課長は、蒸気発生器伝熱管破損が発生した場合、原子炉の自動停止および非

常用炉心冷却設備作動信号による高圧注入系、低圧注入系、電動補助給水ポンプ等

の動作を確認する。 

破損側蒸気発生器を１次冷却材圧力、蒸気発生器の圧力、水位および高感度型主

蒸気管モニタ等の指示値から判断し、破損側蒸気発生器を隔離する。破損側蒸気発

生器の隔離完了後に破損側蒸気発生器の圧力の低下が継続し破損側蒸気発生器の隔

離失敗と判断した場合、健全側蒸気発生器の主蒸気逃がし弁による冷却、減圧操作

と加圧器逃がし弁による減圧操作で１次冷却系を減圧することにより１次冷却材の

蒸気発生器２次側への漏えいを抑制する。 

１次冷却系を減圧後、充てん／高圧注入ポンプによる原子炉への注水を安全注入

から充てんに切り替え、余熱除去系により炉心を冷却する。 

(1) 手順着手の判断基準 

１次冷却材圧力の低下、破損側蒸気発生器水位、圧力の上昇等により蒸気発生

器伝熱管破損発生と判断した場合 

また、破損側蒸気発生器の隔離完了後に破損側蒸気発生器の主蒸気圧力の低下

が継続していることにより破損側蒸気発生器の隔離失敗と判断した場合 

 

⑥ インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の手順 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

１．当直課長は、インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生した場合、原子炉の自動

停止および非常用炉心冷却設備作動信号による高圧注入系、低圧注入系、電動補助

給水ポンプ等の動作を確認する。 

１次冷却材圧力、加圧器水位の低下、余熱除去ポンプ出口圧力上昇等によりイン

ターフェイスシステムＬＯＣＡの発生を判断し、格納容器外への１次冷却材の漏え

いを停止するため破損箇所を早期に発見し隔離する。 

破損箇所を隔離できない場合、主蒸気逃がし弁による冷却、減圧操作と加圧器逃

がし弁により１次冷却系を減圧することにより１次冷却材の格納容器外への漏えい

を抑制する。低温停止状態に移行するにあたり、余熱除去系による原子炉の冷却が

困難な場合、使用可能であれば多様性拡張設備である消防ポンプにより海水を注水

し蒸気発生器２次側のフィードアンドブリードにより原子炉を冷却する。 

(1) 手順着手の判断基準 

表-3
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ド

1,
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3,
4 

[余
熱
除

去
運
転
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外
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事
故
時
操
作
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則
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三
部

6

添
付

3 
1.
重
大
事
故
等
対
策

1.
3 

 手
順
書
の
整
備

 炉
心
の
著
しい
損
傷
お
よ
び
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
を防
止
す
る
事
項
に
よる
対
応
で
、事
故

収
束
せ
ず
炉
心
損
傷
に
至
った
場
合
は
、炉
心
の
著
しい
損
傷
が
発
生
した
場
合
に
対
処
す
る
事
項
に

移
⾏

 対
応
処
置

 
実
施

 
 

 

－
事
故
時
操
作
所
則

第
三
部

7

添
付

1 
表
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 全
交
流
動
⼒
電
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喪
失

「代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

添
付

3 
表
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 原
子
炉
格
納
容
器
下
部

 
溶
融
炉
心

 冷
却

 
 

 
 

 
手
順
等

 原
子
炉
格
納
容
器
下
部

 
落
下

  
溶
融
炉
心

 
冷
却

 全
交
流
動
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電
源

  
 
原
子
炉
補

機
冷
却
機
能

 喪
失

  代
替
格
納
容
器

 
  

  
 炉
心

 
著

  
損
傷

 
発
生

  
場
合

 
 

 
 

 格
納
容
器

 
 

 
  

 
 

 
 

 
必
要

 
燃
料

取
替
用
水

  
 等

 
水
位

 
確
保

  
 

 
 
場
合

 恒
設
代
替
低
圧
注
水

 
  

 
 

 燃
料
取

替
用
水
タン
ク水
を
格
納
容
器
へ
ス
プ
レイ
す
る
。

－

事
故
時
操
作
所
則

第
二
部

 全
交
流
電
源
喪
失

(原
子
炉
運
転
モー
ド

1,
2,

3,
4 

[余
熱
除

去
運
転
中
以
外

])
」

事
故
時
操
作
所
則

第
三
部
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添
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3 
表
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 原
子
炉
格
納
容
器
下
部

 
溶
融
炉
心

 冷
却

 
 

 
 

 
手
順
等

 原
子
炉
格
納
容
器
下
部

 
落
下

  
溶
融
炉
心

 
冷
却

 全
交
流
動
⼒
電
源

  
 
原
子
炉
補

機
冷
却
機
能

 喪
失

 原
子
炉
下
部

 
  

 
 注
水

 
 炉
心
の
著
しい
損
傷
が
発
生
した
場
合
に
お
い
て
、原
子
炉
下
部
キ
ャビ
テ
ィへ
直
接
注
水
す
る
た
め

 
必
要

 
燃
料
取
替
用
水

  
 等

 
水
位

 
確
保

  
 

 
 
場
合

 原
子
炉
下
部

 
  

 
 注

水
 

  
 

  
燃
料
取
替
用
水

  
 水

 原
子
炉
下
部

 
  

 
  
直
接
注
水

 
 

 

－

事
故
時
操
作
所
則

第
三
部社
内
規
定

添
 付

 資
 料

保
 安

 規
 定

事
故
時
操
作
所
則

「原
子
炉
トリ
ップ
」

事
故
時
操
作
所
則

第
二
部

 全
交
流
電
源
喪
失

(原
子
炉
運
転
モー
ド

1,
2,

3,
4 

[余
熱
除

去
運
転
中
以
外

])
」

１０．雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）
「大破断ＬＯＣＡ時に低圧注入機能、高圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故」
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替
手
段

 
  
燃
料
取
替
用
水
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事
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た
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替
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冷
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常
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電
後

 速
 

 
 
原
子
炉
格
納
容

器
水
素
燃
焼
装
置
を
起
動
す
る
。ま
た
、原
子
炉
格
納
容
器
水
素
燃
焼
装
置
の
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作
状
況
を
、原
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炉
格
納
容
器
水
素
燃
焼
装
置
温
度
監
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温
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美浜発電所 添付 1-2/31 

表－１ 

事象ベース運転操作基準 

１．原子炉トリップ 

① 目 的 

・原子炉を停止し、未臨界を維持する。 

・原子炉停止後の炉心崩壊熱を除去し、モ－ド３（高温停止）を確立する。 

② 導入条件 

・原子炉トリップ設定値に達した場合 

・原子炉トリップ設定値に達する前に原子炉を手動トリップした場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの警報発信を確認する。 

２．制御棒が全挿入し原子炉がトリップしたことを、以下により確認する。なお、原

子炉が自動トリップする設定値になっても、自動トリップしない場合には、手動

によりトリップを行う。 

・原子炉トリップしゃ断器の開放表示 

・制御棒炉底位置表示の点灯 

・中性子束出力指示値の低下 

３．自動または手動による原子炉トリップに成功しなければ、『安全機能ベース運転操

作基準「未臨界の維持」』へ移行する。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービンがトリップし、引き続き発電機がトリップしたことを確認する。なお、

自動トリップしなければ、手動によりトリップを行う。 

 

蒸気発生器による除熱確認 

１．タービンバイパス弁または主蒸気逃がし弁の制御状態を確認し、モ－ド３（高温

停止）となることを、１次冷却材温度により確認する。 

２．蒸気発生器水位異常低信号の発信により、補助給水ポンプが起動し、蒸気発生器

へ注水されることを確認する。 

３．補助給水系により蒸気発生器水位の調整を行う。 

 

加圧器圧力・水位の整定 

１．加圧器逃がし弁が閉止しており、加圧器圧力が正常であることを確認する。 

２．加圧器水位が正常であることを確認する。 

 

 

1

1

2
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美浜発電所 添付 1-16/31 

表－８ 

事象ベース運転操作基準 

４．サポート系の確保 

（１）全交流動力電源喪失 

① 目 的 

・全ての交流動力電源が喪失した状態でプラントを安定させ、早期に電源を回復させる。 

② 導入条件 

・全ての非常用母線および常用母線の電圧が零ボルト 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの確認を行う。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービントリップ、発電機トリップの確認を行う。 

 

補助給水流量の確認 

１．補助給水流量により補助給水機能が健全であることを確認する。 

 

全交流動力電源喪失判断 

１．外部電源喪失、ディーゼル発電機起動不能等により所内電源が喪失したことを確

認する。 

２．交流動力電源の早期回復不能を判断し、全交流動力電源喪失時の措置を開始する。 

 

代替電源からの受電 

１．代替電源（非常用発電機等）から受電したことを確認する。 

 

代替炉心注水他準備 

１．代替炉心注水の準備、アニュラス循環系、中央制御室空調系の準備、原子炉格納

容器内自然対流冷却の準備、燃料取替用水タンクの保有水確保準備および蒸気発

生器、使用済燃料ピットへの注水準備を行う。 

 

１次冷却系からの漏えいの有無の確認 

１．１次冷却材漏えいの有無を確認する。 

 

蒸気発生器２次側による１次冷却系の強制冷却 

１．補助給水機能が確保されていれば、主蒸気逃がし弁を現場手動にて全開とし、１

次冷却系の強制冷却を行う。 

２．１次冷却系の減圧により、蓄圧注入系が動作していることを確認する。 

 

 

  

3

3

11

7,9
10,12
13,15
16

4

資料2-133



美浜発電所 添付 3-16/144 

を的確に移行できるよう、移行基準を明確に定める。 

ａ 故障および設計基準事故に対処する事項により事故判別ならびに初期対応を

行う。 

ｂ 多重故障等により設計基準事故を超えた場合は、炉心の著しい損傷および原

子炉格納容器破損を防止する事項（事象ベース）に移行する。 

ｃ 事象の判別ならびに初期対応を行っている場合または事象ベースの事項にて

事故対応操作中は、安全機能パラメータを常に監視し、あらかじめ定めた適用

条件が成立すれば、炉心の著しい損傷および原子炉格納容器の破損を防止する

事項の、安全機能ベースの事項に移行する。 

ｄ 原因が明確で、かつその原因除去あるいは対策が優先されるべき場合は、安

全機能ベースの事項には移行せず、その原因に対する事象ベースの事項を優先

する。 

ｅ 多重故障が解消され安全機能が回復すれば、故障および設計基準事故に対処

する事項に戻り処置を行う。 

ｆ 炉心の著しい損傷および原子炉格納容器の破損を防止する事項による対応で、

事故収束せず炉心損傷に至った場合は、炉心の著しい損傷が発生した場合に対

処する事項に移行し対応処置を実施する。 

カ 安全・防災室長および発電室長は、重大事故等対策実施の判断基準として確認さ

れる水位、圧力および温度等の計測可能なパラメータを整理し、社内標準に定める

とともに、以下の重大事故等に対処するための事項についても定める。 

具体的な手順については、表－１５「事故時の計装に関する手順等」参照。 

(ｱ) 監視することが必要なパラメータをあらかじめ選定し、重要な監視パラメータ

と有効な監視パラメータに位置づけること。 

(ｲ) 通常使用するパラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータに

て当該パラメータを推定する方法に関すること。 

(ｳ) 記録が必要なパラメータおよび直流電源が喪失しても可搬型計測器により計測

可能なパラメータをあらかじめ選定すること。 

(ｴ) パラメータ挙動予測、影響評価すべき項目および監視パラメータ等に関するこ

と。 

また、有効性評価等にて整理した有効な情報について、運転員が監視すべきパラ

メータの選定、状況の把握および進展予測ならびに対応処置の参考情報とし、社内

標準に定める。 

キ 安全・防災室長は、緊急時対策本部要員が運転操作を支援するためのパラメータ

挙動予測や影響評価のための判断情報を社内標準に定める。 

ク 各課（室）長は、前兆事象として把握ができるか、重大事故を引き起こす可能性

があるかを考慮して、設備の安全機能の維持および事故の未然防止対策をあらかじ

め検討しておき、前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制および手順を

社内標準に定める。 

(ｱ) 安全・防災室長および発電室長は、大津波警報が発令された場合、原則として

原子炉の停止および冷却操作を行う手順、また、所員の高台への避難および水密

扉の閉止を行い、津波監視カメラおよび潮位計による津波の継続監視を行う手順

を社内標準に定める。 

1.3 手順書の整備
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(1) 大容量ポンプを用いたＡ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対

流冷却 

当直課長は、全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能

が喪失した場合、大容量ポンプを配置、接続し、Ａ格納容器循環冷暖房ユニット

冷却状態監視のための可搬型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循環冷暖房ユ

ニットに海水を通水することにより格納容器内自然対流冷却を行う。海水通水後、

可搬型温度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温度

差、格納容器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状態であるこ

とを確認する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が発生した場合 

 

４．大容量ポンプによる代替補機冷却 

(1) 大容量ポンプによる補機冷却水（海水）通水 

当直課長は、全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能

が喪失した場合、大容量ポンプによりＢ 充てん／高圧注入ポンプおよびＢ余熱除

去ポンプに補機冷却水（海水）を通水し、各補機の機能回復を図る。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が発生した場合 

 

フロントライン系機能喪失時・サポート系機能喪失時 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

補助給水ポンプについては、電動補助給水ポンプを優先して使用し、電動補助給

水ポンプが使用できなければ、タービン動補助給水ポンプを使用する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、空冷式非常用発電装置の燃料消費量削減の観

点から、タービン動補助給水ポンプを使用できる間は、電動補助給水ポンプは起動

せず後備の設備として待機させる。 

 

○ 作業性 

大容量ポンプによる格納容器内自然対流冷却に係る可搬型ホース等の接続につい

ては速やかに作業ができるように大容量ポンプの保管場所に使用工具および可搬型

ホースを配備する。また、原子炉補機冷却水系と海水系を接続するディスタンスピ

ース取替えについても速やかに作業ができるよう、作業場所近傍に使用工具を配備

する。 

主蒸気逃がし弁は、現場において専用工具を用いて容易に操作できる。専用工具

については速やかに操作ができるよう操作場所近傍に配備する。 

 

○ 主蒸気逃がし弁現場操作時の環境条件 

蒸気発生器伝熱管破損または主蒸気、主給水配管破断等により現場の環境が悪化

した場合において、現場での主蒸気逃がし弁操作を行う必要がある場合、初動対応

としては現場にて確実に主蒸気逃がし弁を開操作し、以降は運転員等の負担軽減を

表-5
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等により格納容器へのスプレイができない場合および格納容器内自然対流冷却に

より格納容器圧力が低下しない場合、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用

水タンク水を格納容器へスプレイする。燃料取替用水タンクが使用できない場合

は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器圧力が最高使用圧力(261kPa〔gage〕)以上かつ、内部スプレポンプ

の故障等により格納容器へのスプレイが内部スプレクーラ出口流量等にて確認

できない場合および格納容器内自然対流冷却により格納容器圧力が低下しない

場合に、格納容器へスプレイするために必要な燃料取替用水タンク等の水位が

確保されている場合 

 

(2) 原子炉下部キャビティ注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、原子炉下部キャビティ直接注水に使用していないことを確認して

原子炉下部キャビティ注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を格納容器へスプ

レイする。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、格納容器へのスプレイをＡ内部ス

プレクーラ出口流量等で確認できない場合に、格納容器へスプレイするために

必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保され、原子炉下部キャビティ注水ポ

ンプを原子炉下部キャビティ直接注水に使用していない場合 

 

全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

１．格納容器内自然対流冷却 

(1) 大容量ポンプを用いたＡ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対

流冷却 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪失

または原子炉補機冷却機能喪失時に、格納容器内の圧力および温度を低下させる

ために、大容量ポンプを配置、接続し、Ａ格納容器循環冷暖房ユニット冷却状態

監視のため可搬型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに海

水を通水することにより格納容器内自然対流冷却を行う。海水通水後、可搬型温

度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温度差、格納容

器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状態であることを確認す

る。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源または原子炉補機冷却機能が喪失している場合に、原子炉補

機冷却機能が喪失し、原子炉補機冷却水の通水を、１次系冷却水クーラ出口ヘ

ッダ流量等にて確認できない場合 

 

２．代替格納容器スプレイ 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪失または原子炉補

機冷却機能喪失時に、格納容器内の圧力および温度を低下させるために、以下の手

順により燃料取替用水タンク水を格納容器へスプレイする。 

表-7
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(a) 手順着手の判断基準 

格納容器再循環サンプ水位（広域）が 65%未満もしくは原子炉下部キャビティ

水位計により水位が確認できない、かつ、内部スプレポンプ 3 台以上の故障等

により、必要な格納容器へのスプレイ流量が内部スプレクーラ出口流量等にて

確認できない場合、または、原子炉下部キャビティ注水完了後に原子炉下部キ

ャビティ水位計により水位が確認できない場合に、原子炉下部キャビティへ直

接注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場合 

 

(2) 代替格納容器スプレイ 

ａ．恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合において、内部スプレポンプ

全台の故障等により格納容器内への注水機能が喪失し、溶融炉心を冠水するた

めに十分な水位がない場合、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タン

ク水を格納容器へスプレイする。溶融炉心を冠水するために十分な水位が確保

された場合は、恒設代替低圧注水ポンプを停止し、その後は水位を維持する。

燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

(a) 手順着手の判断基準 

格納容器再循環サンプ水位（広域）が 65%未満で、かつ、内部スプレポンプ全

台の故障等により、格納容器へのスプレイが内部スプレクーラ出口流量等にて

確認できない場合に、格納容器へスプレイするために必要な燃料取替用水タン

ク等の水位が確保されている場合 

 

全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

１．原子炉下部キャビティ注水 

(1) 原子炉下部キャビティ直接注水 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪失または原子炉

補機冷却機能喪失時に、格納容器下部に落下した溶融炉心を冠水するために十分

な水位がない場合、以下の手順により原子炉下部キャビティへ直接注水する。 

ａ．原子炉下部キャビティ注水ポンプによる原子炉下部キャビティ直接注水 

当直課長は、空冷式非常用発電装置により受電した原子炉下部キャビティ注

水ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉下部キャビティへ直接注水す

る。溶融炉心を冠水するために十分な水位が確保された場合は、原子炉下部キ

ャビティ注水ポンプを停止する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、

復水タンクを使用する。 

注水完了後に、原子炉下部キャビティの水位が確認できない場合は、原子炉

下部キャビティへの直接注水を再開する。 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心が損傷し、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、溶

融炉心を冠水するために十分な水位がない場合（格納容器再循環サンプ水位（広

域）65%未満もしくは原子炉下部キャビティ水位計により水位が確認できない）

または、原子炉下部キャビティ注水完了後に原子炉下部キャビティ水位計によ

り水位が確認できない場合に、原子炉下部キャビティへ直接注水するために必

表-8
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要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場合 

 

(2) 代替格納容器スプレイ 

ａ．恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪

失または原子炉補機冷却機能喪失時に、格納容器下部に落下した溶融炉心を冠

水するために十分な水位がない場合、空冷式非常用発電装置により受電した恒

設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を格納容器へスプレイす

る。溶融炉心を冠水するために十分な水位が確保された場合は、恒設代替低圧

注水ポンプを停止し、その後は水位を維持する。燃料取替用水タンクが使用で

きない場合は、復水タンクを使用する。 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心が損傷し、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、溶

融炉心を冠水するために十分な水位がない場合（格納容器再循環サンプ水位（広

域）65%未満）に、格納容器へスプレイするために必要な燃料取替用水タンク等

の水位が確保されている場合 

 

原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全・全交流動力電源または原子炉補機冷却

機能 喪失 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

(1) 交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能が健全な場合、格納容器下部に落下し

た溶融炉心を冷却する手段の優先順位は、内部スプレポンプを使用する格納容器

スプレイを優先し、次に原子炉下部キャビティ注水ポンプによる原子炉下部キャ

ビティ直接注水および恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイを使

用する。 

 

(2) 全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、格納容器下部に落下

した溶融炉心を冷却するため原子炉下部キャビティ直接注水および代替格納容器

スプレイを行う。 

 

○ 原子炉下部キャビティの水位監視 

溶融炉心冷却のための原子炉下部キャビティ水位を監視するため、格納容器への

スプレイおよび原子炉下部キャビティ直接注水時は原子炉下部キャビティ水位計に

より確認する。 

 

○ 原子炉下部キャビティ注水ポンプの注水先について 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能健全または全交流動力電源もしくは原子

炉補機冷却機能喪失時に炉心の著しい損傷が発生した場合、格納容器下部に落下し

8
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全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

１．代替炉心注水 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪失ま

たは原子炉補機冷却機能喪失時に、溶融炉心の格納容器下部への落下を遅延または

防止するため、以下の手順により燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注水する。 

(1) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、代替格納容器スプレイに使用していないことを確認して空冷式非

常用発電装置により受電した恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク

水を原子炉へ注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンク

を使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

炉心が損傷し、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、原

子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保され、恒設代

替低圧注水ポンプを代替格納容器スプレイに使用していない場合 

 

(2) Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）による代替炉心注水 

当直課長は、Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）により燃料取替用水タン

ク水を原子炉へ注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タン

クを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時において、原子炉へ注

水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場合 

 

溶融炉心の格納容器下部への落下遅延・防止 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全・全交流動力電源または原子炉補機冷

却機能 喪失 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

(1) 交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能が健全な場合、溶融炉心の格納容器下

部への落下を遅延または防止する手段の優先順位は、中央制御室操作により早期

に運転可能な充てん／ 高圧注入ポンプまたは余熱除去ポンプによる高圧または

低圧注入ラインを用いた原子炉への注水を優先する。次にＡ、Ｂ内部スプレポン

プ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替炉心注水、充てん／高圧注入

ポンプによる充てんラインを用いた炉心注水、恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水とする。 

 

(2) 全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

代替炉心注水に使用する補機の優先順位は、恒設代替低圧注水ポンプによる代

替格納容器スプレイを行っていなければ恒設代替低圧注水ポンプを優先する。次

にＣ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）を使用する。 

 

表-8 
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表－９ 

操作手順 

９．水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合に、ジルコニウム－水反応および水の放射線分解に

よる水素が、原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）内に放出された場合におい

ても水素爆発による格納容器の破損を防止するために必要な水素濃度低減および水素濃

度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素濃度低減 

１．静的触媒式水素再結合装置 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合、格納容器内の水素濃度を低減さ

せるために設置している静的触媒式水素再結合装置の動作状況を、静的触媒式水素

再結合装置温度監視装置の温度指示上昇により確認する。 

常設直流電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、

静的触媒式水素再結合装置温度監視装置の指示値を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度 350℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の

指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合 

 

２．原子炉格納容器水素燃焼装置 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合、原子炉格納容器水素

燃焼装置の自動起動を確認する。全交流動力電源が喪失した場合は、代替電源設備

である空冷式非常用発電装置からの給電後、速やかに原子炉格納容器水素燃焼装置

を起動する。また、原子炉格納容器水素燃焼装置の動作状況を、原子炉格納容器水

素燃焼装置温度監視装置の温度指示の上昇により確認する。常設直流電源が喪失し

た場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、原子炉格納容器水素燃

焼装置温度監視装置の指示値を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

原子炉格納容器水素燃焼装置の自動起動確認は、事故時における非常用炉心冷

却設備作動信号発信後に実施する。 

 

水素濃度監視 

１．可搬型格納容器内水素濃度計測装置 

当直課長は、炉心出口温度が 350℃以上または格納容器内高レンジエリアモニ

タ（高レンジ）の指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合、可搬型格納容器内水素

濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型格納容器ガス試料圧縮装置を起動し、可

搬型格納容器内水素濃度計測装置を起動後、格納容器内の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失および原子炉補機冷却機能喪失時は、空冷式

非常用発電装置からの給電操作および可搬型格納容器内水素濃度計測装置の系統

14

5

資料2-140



美浜発電所 添付 3-78/144 

構成を行い、可搬型原子炉補機冷却水循環ポンプおよび可搬型格納容器ガス試料

圧縮装置を起動し、可搬型格納容器内水素濃度計測装置を起動後、格納容器内の

水素濃度を確認する。 

常設直流電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認

後、格納容器内水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度 350℃以上または格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の

指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合 

 

水素濃度低減・水素濃度監視 

（配慮すべき事項） 

○ 電源確保 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合、代替電源設備により水素濃

度低減に使用する設備および水素濃度監視に使用する設備に給電する。代替電源設

備により給電する手順は、表－１４「電源の確保に関する手順等」参照。 

 

○原子炉格納容器水素燃焼装置の起動条件 

炉心損傷の判断後に、電源の回復が炉心出口温度 350℃到達後 60分を経過した場

合および炉心損傷の判断に係るパラメータの確認ができない状況では、発電所対策

本部においてプラント情報等により、水素爆轟による原子炉格納容器破損の可能性

を判断するとともに、原子炉格納容器水素燃焼装置起動による原子炉格納容器の健

全性への影響を判断して起動可否を決定する。 

表-9 
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表－１０ 

操作手順 

１０．水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素が原子炉格納容器（以下、「格納容器」

という。）内に放出され、格納容器から格納容器周囲のアニュラスに漏えいした場合にも、

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため、アニュラス内の水素排出および水

素濃度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素排出 

１．アニュラス空気再循環設備による水素排出 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合に、アニュラス循環フ

ァンが起動し、アニュラス内の水素を含むガスがアニュラスからアニュラス循環フ

ィルタユニットを通して屋外へ排出されていることを、アニュラス内圧力の低下に

て確認する。 

当直課長は、全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合は、Ｂアニュラ

ス循環系のダンパに窒素ボンベ（アニュラス循環系ダンパ作動用）から代替制御用

空気を供給するための系統構成を行い、代替電源設備から給電した後、Ｂアニュラ

ス循環ファンを運転する。 

(1) 交流動力電源および直流電源が健全である場合 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

 

(2) 全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

 

水素濃度監視 

１．可搬型アニュラス内水素濃度計測装置による水素濃度測定 

当直課長は、炉心の損傷を判断した場合、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置

の系統構成を行い、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内

の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失時は、空冷式非常用発電装置からの給電操作お

よび可搬型アニュラス内水素濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型アニュラス内

水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内の水素濃度を確認する。また、常設直流

電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、アニュラ

ス内の水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度が 350 ℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レン

ジ）の指示値が 1×105 mSv/h以上の場合 

 

12
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○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃

等を行う。 

 

格納容器スプレイのための代替手段および燃料取替用水タンクへの供給 

１．燃料取替用水タンクへの供給ができない場合の代替手段 

(1) 燃料取替用水タンクから復水タンクへの水源切替 

当直課長は、重大事故等の発生により、格納容器スプレイの水源となる燃料

取替用水タンクの枯渇、破損等が発生し水源として使用不可能な場合、復水タ

ンクを水源として恒設代替低圧注水ポンプまたは原子炉下部キャビティ注水ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイにより格納容器へスプレイする。 

また、送水車により復水タンクに海水を補給する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器スプレイ中に燃料取替用水タンクの枯渇または破損を水位異常低警

報等により判断した際に、復水タンクの水位が確保され、使用できることを確

認できた場合 

 

２．燃料取替用水タンクへの補給 

(1) 復水タンクから燃料取替用水タンクへの補給 

当直課長は、重大事故等の発生時において、格納容器スプレイ中に燃料取替

用水タンクの水位が低下し補給が必要な場合、復水タンクから燃料取替用水タ

ンクへ補給する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器スプレイ中の再循環運転不能時において、１次系純水タンクまたは

ほう酸タンク水位異常低警報等により燃料取替用水タンクへの補給機能喪失を

判断した際に、復水タンクの水位が確保され、使用できることを確認できた場

合、もしくは、１次系純水タンクおよびほう酸タンクから燃料取替用水タンク

への補給を開始後、復水タンクの水位が確保され、使用できることを確認でき

た場合 

また、全交流動力電源が喪失した場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

燃料取替用水タンクへの補給の優先順位は、あらかじめ復水タンクから燃料取

替用水タンクへの補給準備を開始し、使用可能であれば多様性拡張設備であるが

ほう酸水であり早期に使用可能な１次系純水タンクおよびほう酸タンク等を優先

して使用し、準備が整えば復水タンクを使用する。 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃

表-13 
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表－１４ 

操作手順 

１４．電源の確保に関する手順等 

① 方針目的 

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合、炉心の著しい損傷、原子炉

格納容器の破損、使用済燃料ピット内燃料体等の著しい損傷および運転停止中におけ

る原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため代替電源（交流）、代替電源（直流）、代

替所内電気設備から給電を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

代替電源（交流）の給電 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合は、以下の手段により非常用高圧母線

へ代替電源（交流）から給電し、電圧計により受電したことを確認する。 

１．空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 

当直課長は、空冷式非常用発電装置から受電準備を行った後、空冷式非常用発

電装置により給電する。 

(1) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に、外部電源受電操作およびディーゼル発電機の起動

操作を実施しても、非常用高圧母線の電圧等が確立しない場合 

 

２．電源車による代替電源（交流）からの受電 

発電所対策本部は、電源車から受電準備を行った後、電源車を起動し給電する。 

(1) 手順着手の判断基準 

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号機間融通によ

る代替電源（交流）からの給電が非常用高圧母線の電圧等にて確認できない場

合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

代替電源（交流）による給電手順の優先順位は、空冷式非常用発電装置、電源車

の順で使用する。 

 

代替電源（直流）による給電 

１．蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合は、蓄電池（安全防護系用）によ

り非常用直流母線へ給電する。あわせて、全交流動力電源喪失発生後１時間を目

安に中央制御室で不要直流負荷の切り離しを行う。 

また、非常用高圧母線の電圧が確認できた場合、計器用電源（無停電電源装置）

の負荷である運転コンソールを復旧する。 

(1) 手順着手の判断基準 
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表－１６ 

操作手順 

１６．中央制御室の居住性に関する手順等 

① 方針目的 

重大事故等が発生した場合において、運転員が中央制御室にとどまるために必要な対

処設備および資機材を活用した居住性の確保、汚染の持ち込み防止、放射性物質の濃

度低減を図ることを目的とする。 

 

② 対応手段等 

居住性の確保 

当直課長は、重大事故等が発生した場合において、中央制御室にとどまる運転員の

被ばく線量を７日間で 100 mSvを超えないよう、中央制御室遮蔽および中央制御室換

気設備の外気を遮断した状態で閉回路循環運転（以下、「中央制御室換気隔離モード」

という。）により、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等を

防護するとともにマネジメント（マスク等）による放射線防護措置等にて被ばくを低

減し、以下の手順等で中央制御室の居住性を確保する。 

１．中央制御室換気設備の運転手順等 

当直課長は、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等

を防護するため、中央制御室換気隔離モードでの運転を行い、中央制御室非常用

循環フィルタユニットに内蔵されたよう素フィルタおよび微粒子フィルタにより

放射性物質を除去する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、手動による系統構成を行い、代替交流電源

設備により受電し中央制御室換気設備を運転する。 

(1) 交流動力電源が正常な場合 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号の発信または中央制御室エリアモ

ニタ指示値上昇による中央制御室換気隔離信号の発信を確認した場合、中央制

御室換気設備が中央制御室換気隔離モードで運転中であることを確認する。 

また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号発信による中央制御室換気隔離信号または中

央制御室エリアモニタ指示値上昇により中央制御室換気隔離信号の発信を確

認した場合 

 

(2) 全交流動力電源が喪失した場合 

当直課長は、全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備が中央制御室

換気隔離モードにできない場合は、手動によるダンパの開操作により中央制御

室換気隔離モードの系統構成を行い、代替交流電源設備による給電後、中央制

御室換気設備を運転する。 
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また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備を中央制御室換気系隔離

モードにできない場合 

 

２．中央制御室の照明を確保する手順 

当直課長は、全交流動力電源喪失時に、中央制御室の照明が使用できない場合、

可搬型照明（ＳＡ）の内蔵蓄電池による照明を確保し、代替交流電源設備による

給電後、可搬型照明（ＳＡ）を可搬型照明用電源に接続し中央制御室の照明を引

き続き確保する。 

(1) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に、中央制御室非常用照明が使用できない場合 

 

３．中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定手順 

当直課長は、中央制御室換気設備が中央制御室換気系隔離モードとなった場合、

中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を行う。 

(1) 手順着手の判断基準 

中央制御室換気設備が中央制御室換気系隔離モードとなった場合 

 

４．その他の放射線防護措置等に関する手順等 

(1) 重大事故等時の全面マスクの着用手順 

当直課長は、炉内温度等により炉心損傷が予想される事態となった場合、炉

心損傷の兆候が見られた場合または発電所対策本部長が必要と判断した場合

は、運転員等の内部被ばくを低減するため、全面マスクの着用を指示する。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等が発生し、炉内温度等により炉心損傷が予想される事態となっ

た場合または炉心損傷の兆候が見られた場合 

または、発電所対策本部長が運転員等および緊急安全対策要員のマスク着

用が必要と判断した場合 

 

(2) 重大事故等時の運転員等の被ばく低減および被ばく線量の平準化 

当直課長は、運転員等の被ばく低減および被ばく線量の平準化のため、発電

所対策本部長等と協議の上、長期的な保安の観点から運転員等の交代要員体制

を確立する。 

また、交代要員は運転員等の交代に伴う移動時の放射線防護措置やチェンジ

ングエリア等の各境界における汚染管理を行うことで被ばくの低減を図る。 

 

 

表-16 
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美浜発電所 添付 3-124/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（２／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

４ 

可搬式代替低圧注水ポンプによる

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

8.5時間 

緊急安全対策要員 18 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 

90分 

緊急安全対策要員 3 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる蒸気放出 

No.３にて整備する。 

(主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸

気逃がし弁の機能回復と同様） 

アキュムレータによる炉心注水※１ 
運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

電源車（可搬式代替低圧注水ポン

プ用）への燃料補給 
緊急安全対策要員 2 2.3時間 

大容量ポンプへ

の燃料補給 

タンクローリー

（EL 5.5m 燃料

油取出口を使

用）※１ 

緊急安全対策要員 2 2.3時間 

タンクローリー

および燃料油移

送ポンプ使用時

（EL 32.0m燃料

油取出口を使

用） 

緊急安全対策要員 4 3.1時間 

送水車への燃料補給※１ 緊急安全対策要員 2 75分 

５ 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

大容量ポンプによる補機冷却水

（海水）通水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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美浜発電所 添付 3-125/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（３／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

６ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却 
No.７にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

７ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

90分 

緊急安全対策要員 2 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

８ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

No.４にて整備する。 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水 
No.４にて整備する。 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水 
No.４にて整備する。 

９ 
可搬型格納容器内水素濃度計測装

置による水素濃度監視※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 50分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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美浜発電所 添付 3-126/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（４／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１０ 

水素排出（アニュラス空気再循環

設備） 

全交流動力電源または常設直流電

源が喪失した場合の操作手順※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

可搬型アニュラス内水素濃度計測

装置による水素濃度測定※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

50分 

緊急安全対策要員 1 

１１ 

海水から使用済燃料ピットへの注

水※１ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

送水車による使用済燃料ピットへ

のスプレイ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による使用済燃料ピットへ

の放水 

No.１２にて整備する。 

（大容量ポンプ（放水砲用）および放水砲に

よる大気への拡散抑制と同様） 

可搬型設備による使用済燃料ピッ

トの状態監視※１ 
緊急安全対策要員 4 2時間 

１２ 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 12 3.5時間 

シルトフェンスによる海洋への拡

散抑制 
緊急安全対策要員 6 4時間 

送水車およびスプレイヘッダによ

る大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲

および泡混合器による航空機燃料

火災への泡消火 

緊急安全対策要員 12 3.5時間 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  

12

資料2-149



美浜発電所 添付 3-127/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（５／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１３ 

復水タンクから海水への水源切替

（送水車を用いたタービン動補助

給水ポンプ直接供給） 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

2.1時間 

緊急安全対策要員 5 

海水を用いた復水タンクへの補給
※１ 

緊急安全対策要員 5 2時間 

燃料取替用水タンクから復水タン

クへの水源切替（炉心注水時） 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

2.5時間 

緊急安全対策要員 3 

海水を用いた復水タンクへの補給

（水源切替後） 
海水を用いた復水タンクへの補給と同様。 

燃料取替用水タンクから海水への

水源切替（炉心注水時） 

No.４にて整備する。 

（可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉

心注水と同様） 

燃料取替用水タンクから復水タン

クへの水源切替（格納容器スプレ

イ時）※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

2.5時間 

緊急安全対策要員 3 

復水タンクから燃料取替用水タン

クへの補給 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

2.2時間 

緊急安全対策要員 3 

海水から使用済燃料ピットへの注

水 
No.１１にて整備する。 

送水車による使用済燃料ピットま

たは原子炉補助建屋（貯蔵槽内燃

料体等）へのスプレイ 

No.１１、１２にて整備する。 

（送水車による使用済燃料ピットへのスプ

レイ、送水車およびスプレイヘッダによる大

気への拡散抑制と同様） 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による原子炉補助建屋（貯

蔵槽内燃料体等）への放水 

No.１１、１２にて整備する。 

（大容量ポンプ（放水砲用）および放水砲に

よる原子炉補助建屋（貯蔵槽内燃料体等）へ

の放水、大容量ポンプ（放水砲用）および放

水砲による大気への拡散抑制と同様） 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による格納容器およびアニ

ュラス部への放水 

No.１２にて整備する。 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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美浜発電所 添付 3-128/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（６／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１４ 

空冷式非常用発電装置による代替

電源（交流）からの給電※１ 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
4 19分 

電源車による代替電源（交流）か

らの給電 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
3 

2.8時間 

緊急安全対策要員 2 

蓄電池（安全防

護系用）による

代替電源（直流）

からの給電※１ 

不要直流負荷切

離し 

運転員等 

(中央制御室) 
1 10分 

運転コンソール

復旧 
緊急安全対策要員 2 40分 

可搬式整流器に

よる代替電源

（直流）からの

給電 

可搬式整流器接

続 
運転員等（現場） 1 2.2時間 

運転コンソール

復旧 
緊急安全対策要員 2 40分 

代替所内電気設備による交流およ

び直流の給電（空冷式非常用発電

装置） 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
2 

3.8時間 

緊急安全対策要員 2 

可搬式オイルポンプによる空冷式

非常用発電装置への燃料（重油）

補給※１ 

緊急安全対策要員 4 2時間 

タンクローリー

による電源車等

への燃料（重油）

補給 

EL 5.5m 燃料油

取出口を使用時 
緊急安全対策要員 2 2.3時間 

EL 32.0m燃料油

取出口を使用時 
緊急安全対策要員 4 3.1時間 

１５ 
可搬型計測器によるパラメータ計

測または監視※１ 
緊急安全対策要員 2 30分 

１６ 

中央制御室換気設備の運転手順等

（全交流動力電源が喪失した場

合）※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

70分 

緊急安全対策要員 2 

アニュラス空気再循環設備の運転

手順等（全交流動力電源または常

設直流電源が喪失した場合）※１ 

No.１０にて整備する。 

（水素排出（アニュラス空気再循環設備） 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失

した場合の操作手順と同様） 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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 ⾏
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１１．雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）
「外部電源喪失時に非常用所内交流電源が喪失し、補助給水機能が喪失する事故」
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格
納
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器
下
部
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融
炉
心
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手
順
等

 原
子
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格
納
容
器
下
部

 
落
下

  
溶
融
炉
心

 
冷
却

 全
交
流
動
⼒
電
源

  
 
原
子
炉
補

機
冷
却
機
能

 喪
失

 原
子
炉
下
部

 
  

 
 注
水

 
 炉
心

 
著

  
損
傷

 
発
生

  
場
合

 
 

 
 

 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

  
 
原
子
炉
補
機

冷
却
機
能
喪
失
時

 
 格
納
容
器
下
部

 
落
下

  
溶
融
炉
心

 冠
水

 
 

 
 

 
十
分

 
水
位

 
 

 
場
合

 空
冷
式
非
常
用
発
電
装
置

 
  
受
電

  
原
子
炉
下
部

 
  

 
 注
水

 
  

 
  

燃
料
取
替
用
水

  
 水

 原
子
炉
下
部

 
  

 
  
直
接
注
水

 
 

 溶
融
炉
心

 
冠
水

 
 

 
め
に
十
分
な
水
位
が
確
保
され
た
場
合
は
、原
子
炉
下
部
キ
ャビ
ティ
注
水
ポ
ンプ
を
停
止
す
る
。注
水

完
了
後

 
 原
子
炉
下
部

 
  

 
  
水
位

 
確
認

 
  

 
場
合

 
 原
子
炉
下
部

 
  

 
  

の
直
接
注
水
を再
開
す
る
。

－

事
故
時
操
作
所
則

第
三
部

9

添
付

1 
表

-8
 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

「代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

代
替
炉
心
注
水

 
準
備

 ⾏
  

添
付
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表
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 原
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炉
格
納
容
器
下
部
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融
炉
心
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却

 
 

 
 

 
手
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等
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子
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納
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器
下
部

 
落
下

  
溶
融
炉
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冷
却

 全
交
流
動
⼒
電
源

  
 
原
子
炉
補

機
冷
却
機
能
喪
失

 代
替
格
納
容
器

  
  

 
炉
心

 
著

  
損
傷

 
発
生

  
場
合

 
 

 
 

 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

  
 
原
子
炉
補
機
冷

却
機
能
喪
失
時

 
 格
納
容
器
下
部

 
落
下

  
溶
融
炉
心

 冠
水

 
 

 
 

 
十
分

 
水
位

 
 

 
場
合

 空
冷
式
非
常
用
発
電
装
置

 
  
受
電

  
恒
設
代
替
低
圧
注
水

 
  

 
  
燃
料
取

替
用
水
タン
ク水
を格
納
容
器
へ
スプ
レイ
す
る
。溶
融
炉
心
を冠
水
す
るた
め
に
十
分
な
水
位
が
確
保

され
た
場
合
は
、恒
設
代
替
低
圧
注
水
ポ
ンプ
を停
止
し、
その
後
は
水
位
を
維
持
す
る
。

－

事
故
時
操
作
所
則

第
二
部

 全
交
流
電
源
喪
失

(原
子
炉
運
転
モー
ド

1,
2,

3,
4 

[余
熱
除

去
運
転
中
以
外

])
」

10

添
付
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表
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 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

「代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

添
付

3 
表

-1
3 
重
大
事
故
等
の
収
束
に
必
要
とな
る
水
の
供
給
手
順
等

 格
納
容
器

  
 

  
 

 
 
代
替
手
段

 
  
燃
料
取
替
用
水

  
  

 
供
給

 燃
料
取
替
用

水
  

  
 復
水

  
  

 
水
源
切
替

 
 復
水

  
  
水
源

  
 
恒
設
代
替
低
圧
注
水

 
  

 用
 

 
代
替
格
納
容
器

 
  

  
  

格
納
容
器

 
 

  
  

 
  

 
 送
水
⾞

 
  
復
水

  
  
海
水

 補
給

 
 

 

6人
2.

5時
間
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添
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1 
表
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 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

「代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

添
付

3 
表
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 最
終
ヒー
トシ
ンク
へ
熱
を輸

送
す
る
た
め
の
手
順
等

添
付

3 
表

-6
 原
子
炉
格
納
容
器
内

 
冷
却
等

 
 

 
 
手
順
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 炉
心
損
傷
後

  
 

 
 系
機
能
喪
失
時

 格
納
容
器
内
自
然
対
流
冷
却

 
炉
心

 
著

  
損
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発
生

  
場
合

 
全
交
流
動
⼒
電
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喪
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原
子
炉
補
機
冷
却
機
能

喪
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発
生

  
格
納
容
器
内

 
冷
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機
能

 
喪
失

  
場
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 大
容
量

 
  

 配
置

 接
続

  
Ａ
格
納
容
器
循
環
冷
暖
房

 
  

  
海
水

 通
水

 
 

  
 

  
格
納
容
器
内
自
然
対
流
冷
却

 
⾏
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人

6時
間
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添
付

1 
表

-8
 全
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源
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る
手
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電
源
（
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流
）

 
給
電

 
全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失
時

 
 外
部
電
源
受
電
操
作

 
  

 
  

 
 
発
電
機

 
起
動
操
作

 実
施

  
 

 非
常
用
高
圧
⺟
線

 
電
圧
等

 
確
⽴

  
 
場
合

 空
冷
式
非
常
用
発
電
装
置

 
 受

電
準
備

 ⾏
  
後

 空
冷
式
非
常
用
発
電
装
置

 
  
給
電

 
  

4人 19
分

事
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時
操
作
所
則

第
二
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統
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電
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す
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美浜発電所 添付 1-2/31 

表－１ 

事象ベース運転操作基準 

１．原子炉トリップ 

① 目 的 

・原子炉を停止し、未臨界を維持する。 

・原子炉停止後の炉心崩壊熱を除去し、モ－ド３（高温停止）を確立する。 

② 導入条件 

・原子炉トリップ設定値に達した場合 

・原子炉トリップ設定値に達する前に原子炉を手動トリップした場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの警報発信を確認する。 

２．制御棒が全挿入し原子炉がトリップしたことを、以下により確認する。なお、原

子炉が自動トリップする設定値になっても、自動トリップしない場合には、手動

によりトリップを行う。 

・原子炉トリップしゃ断器の開放表示 

・制御棒炉底位置表示の点灯 

・中性子束出力指示値の低下 

３．自動または手動による原子炉トリップに成功しなければ、『安全機能ベース運転操

作基準「未臨界の維持」』へ移行する。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービンがトリップし、引き続き発電機がトリップしたことを確認する。なお、

自動トリップしなければ、手動によりトリップを行う。 

 

蒸気発生器による除熱確認 

１．タービンバイパス弁または主蒸気逃がし弁の制御状態を確認し、モ－ド３（高温

停止）となることを、１次冷却材温度により確認する。 

２．蒸気発生器水位異常低信号の発信により、補助給水ポンプが起動し、蒸気発生器

へ注水されることを確認する。 

３．補助給水系により蒸気発生器水位の調整を行う。 

 

加圧器圧力・水位の整定 

１．加圧器逃がし弁が閉止しており、加圧器圧力が正常であることを確認する。 

２．加圧器水位が正常であることを確認する。 

 

 

1

1

2
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美浜発電所 添付 1-16/31 

表－８ 

事象ベース運転操作基準 

４．サポート系の確保 

（１）全交流動力電源喪失 

① 目 的 

・全ての交流動力電源が喪失した状態でプラントを安定させ、早期に電源を回復させる。 

② 導入条件 

・全ての非常用母線および常用母線の電圧が零ボルト 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの確認を行う。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービントリップ、発電機トリップの確認を行う。 

 

補助給水流量の確認 

１．補助給水流量により補助給水機能が健全であることを確認する。 

 

全交流動力電源喪失判断 

１．外部電源喪失、ディーゼル発電機起動不能等により所内電源が喪失したことを確

認する。 

２．交流動力電源の早期回復不能を判断し、全交流動力電源喪失時の措置を開始する。 

 

代替電源からの受電 

１．代替電源（非常用発電機等）から受電したことを確認する。 

 

代替炉心注水他準備 

１．代替炉心注水の準備、アニュラス循環系、中央制御室空調系の準備、原子炉格納

容器内自然対流冷却の準備、燃料取替用水タンクの保有水確保準備および蒸気発

生器、使用済燃料ピットへの注水準備を行う。 

 

１次冷却系からの漏えいの有無の確認 

１．１次冷却材漏えいの有無を確認する。 

 

蒸気発生器２次側による１次冷却系の強制冷却 

１．補助給水機能が確保されていれば、主蒸気逃がし弁を現場手動にて全開とし、１

次冷却系の強制冷却を行う。 

２．１次冷却系の減圧により、蓄圧注入系が動作していることを確認する。 

 

 

  

3

3

12

9,10,
11,13,
14,16,
17
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美浜発電所 添付 1-27/31 

表－１２ 

安全機能ベース運転操作基準 

３．蒸気発生器除熱機能の維持 

① 目 的 

・蒸気発生器２次側の保有水を回復し、蒸気放出経路を確保するための適切な運転操作

を行い蒸気発生器除熱機能を維持する。 

② 導入条件 ④ 脱出条件 

・全蒸気発生器狭域水位が下端以下および

補助給水流量が電動補助給水ポンプ１台

分の注水流量未満 

・１次冷却材圧力が健全蒸気発生器圧力よ

り低い場合 

または 

・余熱除去系による除熱ができる場合 

または 

・補助給水流量が電動補助給水ポンプ１台

分の注水流量以上、またはいずれかの蒸

気発生器狭域水位が下端以上 

・いずれかの蒸気発生器圧力が主蒸気安全

弁作動設定値圧力以上で上昇継続 

③ 主な監視操作内容 

蒸気発生器蒸気放出経路の確保 

１．主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁による蒸気放出経路の回復を図る。 

 

蒸気発生器注水の確保 

１．補助給水系による蒸気発生器の注水回復を図る。 

・回復できなければ主給水系または蒸気発生器水張り系により、蒸気発生器への注

水を回復させる。 

・蒸気発生器への注水が回復せず、全蒸気発生器広域水位が可視範囲以下となれば、

１次冷却系のフィードアンドブリード運転へ移行する。 

 

１次冷却系のフィードアンドブリード運転 

１．非常用炉心冷却系作動信号を手動にて発信させる。 

２．加圧器逃がし弁を強制開とし１次冷却系のフィードアンドブリード運転を開始す

る。 

１次冷却系のフィードアンドブリード停止 

１．蒸気発生器２次側による除熱機能が回復すれば、蒸気発生器２次側による１次冷

却系の冷却を行い、１次冷却系フィードアンドブリード運転を停止する。 

・回復できなければ、余熱除去系による１次冷却系の冷却を行い、１次冷却系フィ

ードアンドブリード運転を停止する。 

２．蒸気発生器２次側による１次冷却系の冷却後、余熱除去系による冷却を行う。 

 

 

2
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を的確に移行できるよう、移行基準を明確に定める。 

ａ 故障および設計基準事故に対処する事項により事故判別ならびに初期対応を

行う。 

ｂ 多重故障等により設計基準事故を超えた場合は、炉心の著しい損傷および原

子炉格納容器破損を防止する事項（事象ベース）に移行する。 

ｃ 事象の判別ならびに初期対応を行っている場合または事象ベースの事項にて

事故対応操作中は、安全機能パラメータを常に監視し、あらかじめ定めた適用

条件が成立すれば、炉心の著しい損傷および原子炉格納容器の破損を防止する

事項の、安全機能ベースの事項に移行する。 

ｄ 原因が明確で、かつその原因除去あるいは対策が優先されるべき場合は、安

全機能ベースの事項には移行せず、その原因に対する事象ベースの事項を優先

する。 

ｅ 多重故障が解消され安全機能が回復すれば、故障および設計基準事故に対処

する事項に戻り処置を行う。 

ｆ 炉心の著しい損傷および原子炉格納容器の破損を防止する事項による対応で、

事故収束せず炉心損傷に至った場合は、炉心の著しい損傷が発生した場合に対

処する事項に移行し対応処置を実施する。 

カ 安全・防災室長および発電室長は、重大事故等対策実施の判断基準として確認さ

れる水位、圧力および温度等の計測可能なパラメータを整理し、社内標準に定める

とともに、以下の重大事故等に対処するための事項についても定める。 

具体的な手順については、表－１５「事故時の計装に関する手順等」参照。 

(ｱ) 監視することが必要なパラメータをあらかじめ選定し、重要な監視パラメータ

と有効な監視パラメータに位置づけること。 

(ｲ) 通常使用するパラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータに

て当該パラメータを推定する方法に関すること。 

(ｳ) 記録が必要なパラメータおよび直流電源が喪失しても可搬型計測器により計測

可能なパラメータをあらかじめ選定すること。 

(ｴ) パラメータ挙動予測、影響評価すべき項目および監視パラメータ等に関するこ

と。 

また、有効性評価等にて整理した有効な情報について、運転員が監視すべきパラ

メータの選定、状況の把握および進展予測ならびに対応処置の参考情報とし、社内

標準に定める。 

キ 安全・防災室長は、緊急時対策本部要員が運転操作を支援するためのパラメータ

挙動予測や影響評価のための判断情報を社内標準に定める。 

ク 各課（室）長は、前兆事象として把握ができるか、重大事故を引き起こす可能性

があるかを考慮して、設備の安全機能の維持および事故の未然防止対策をあらかじ

め検討しておき、前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制および手順を

社内標準に定める。 

(ｱ) 安全・防災室長および発電室長は、大津波警報が発令された場合、原則として

原子炉の停止および冷却操作を行う手順、また、所員の高台への避難および水密

扉の閉止を行い、津波監視カメラおよび潮位計による津波の継続監視を行う手順

を社内標準に定める。 

1.3 手順書の整備
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④ 炉心損傷時における高圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱を防止する対応

手段 

高圧溶融物放出および格納容器内雰囲気直接加熱防止 

１．当直課長は、炉心損傷時、１次冷却材圧力が 2.0MPa〔gage〕以上である場合、高

圧溶融物放出および格納容器雰囲気直接加熱による格納容器破損を防止するため、

加圧器逃がし弁により１次冷却系を減圧する。 

(1) 手順の判断基準 

炉心損傷時、１次冷却材圧力が 2.0MPa〔gage〕以上の場合 

 

⑤ 蒸気発生器伝熱管破損発生時減圧継続の手順 

蒸気発生器伝熱管破損 

１．当直課長は、蒸気発生器伝熱管破損が発生した場合、原子炉の自動停止および非

常用炉心冷却設備作動信号による高圧注入系、低圧注入系、電動補助給水ポンプ等

の動作を確認する。 

破損側蒸気発生器を１次冷却材圧力、蒸気発生器の圧力、水位および高感度型主

蒸気管モニタ等の指示値から判断し、破損側蒸気発生器を隔離する。破損側蒸気発

生器の隔離完了後に破損側蒸気発生器の圧力の低下が継続し破損側蒸気発生器の隔

離失敗と判断した場合、健全側蒸気発生器の主蒸気逃がし弁による冷却、減圧操作

と加圧器逃がし弁による減圧操作で１次冷却系を減圧することにより１次冷却材の

蒸気発生器２次側への漏えいを抑制する。 

１次冷却系を減圧後、充てん／高圧注入ポンプによる原子炉への注水を安全注入

から充てんに切り替え、余熱除去系により炉心を冷却する。 

(1) 手順着手の判断基準 

１次冷却材圧力の低下、破損側蒸気発生器水位、圧力の上昇等により蒸気発生

器伝熱管破損発生と判断した場合 

また、破損側蒸気発生器の隔離完了後に破損側蒸気発生器の主蒸気圧力の低下

が継続していることにより破損側蒸気発生器の隔離失敗と判断した場合 

 

⑥ インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の手順 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

１．当直課長は、インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生した場合、原子炉の自動

停止および非常用炉心冷却設備作動信号による高圧注入系、低圧注入系、電動補助

給水ポンプ等の動作を確認する。 

１次冷却材圧力、加圧器水位の低下、余熱除去ポンプ出口圧力上昇等によりイン

ターフェイスシステムＬＯＣＡの発生を判断し、格納容器外への１次冷却材の漏え

いを停止するため破損箇所を早期に発見し隔離する。 

破損箇所を隔離できない場合、主蒸気逃がし弁による冷却、減圧操作と加圧器逃

がし弁により１次冷却系を減圧することにより１次冷却材の格納容器外への漏えい

を抑制する。低温停止状態に移行するにあたり、余熱除去系による原子炉の冷却が

困難な場合、使用可能であれば多様性拡張設備である消防ポンプにより海水を注水

し蒸気発生器２次側のフィードアンドブリードにより原子炉を冷却する。 

(1) 手順着手の判断基準 

表-3
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(1) 大容量ポンプを用いたＡ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対

流冷却 

当直課長は、全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能

が喪失した場合、大容量ポンプを配置、接続し、Ａ格納容器循環冷暖房ユニット

冷却状態監視のための可搬型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循環冷暖房ユ

ニットに海水を通水することにより格納容器内自然対流冷却を行う。海水通水後、

可搬型温度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温度

差、格納容器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状態であるこ

とを確認する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が発生した場合 

 

４．大容量ポンプによる代替補機冷却 

(1) 大容量ポンプによる補機冷却水（海水）通水 

当直課長は、全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能

が喪失した場合、大容量ポンプによりＢ 充てん／高圧注入ポンプおよびＢ余熱除

去ポンプに補機冷却水（海水）を通水し、各補機の機能回復を図る。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が発生した場合 

 

フロントライン系機能喪失時・サポート系機能喪失時 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

補助給水ポンプについては、電動補助給水ポンプを優先して使用し、電動補助給

水ポンプが使用できなければ、タービン動補助給水ポンプを使用する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、空冷式非常用発電装置の燃料消費量削減の観

点から、タービン動補助給水ポンプを使用できる間は、電動補助給水ポンプは起動

せず後備の設備として待機させる。 

 

○ 作業性 

大容量ポンプによる格納容器内自然対流冷却に係る可搬型ホース等の接続につい

ては速やかに作業ができるように大容量ポンプの保管場所に使用工具および可搬型

ホースを配備する。また、原子炉補機冷却水系と海水系を接続するディスタンスピ

ース取替えについても速やかに作業ができるよう、作業場所近傍に使用工具を配備

する。 

主蒸気逃がし弁は、現場において専用工具を用いて容易に操作できる。専用工具

については速やかに操作ができるよう操作場所近傍に配備する。 

 

○ 主蒸気逃がし弁現場操作時の環境条件 

蒸気発生器伝熱管破損または主蒸気、主給水配管破断等により現場の環境が悪化

した場合において、現場での主蒸気逃がし弁操作を行う必要がある場合、初動対応

としては現場にて確実に主蒸気逃がし弁を開操作し、以降は運転員等の負担軽減を

表-5
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必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保され、原子炉下部キャビティ注水ポ

ンプを原子炉下部キャビティ直接注水に使用していない場合。 

 

炉心損傷後 

サポート系機能喪失時 

１．代替格納容器スプレイ 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合に全交流動力電源または原子炉補

機冷却機能が喪失による格納容器内の冷却機能が喪失した場合、以下の手順により

燃料取替用水タンク水を格納容器へスプレイする。 

(1) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、格納容器圧力が最高使用圧力以上となった場合、空冷式非常用発

電装置により受電した恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を格

納容器へスプレイする。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンク

を使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、原子炉補機冷却機

能が喪失し、原子炉補機冷却水の通水を１次系冷却水クーラ出口ヘッダ流量等

にて確認できない場合に、格納容器圧力が最高使用圧力（261kPa〔gage〕）以上

で、格納容器にスプレイするために必要な燃料取替用水タンクの水位が確保さ

れている場合 

 

（2) 原子炉下部キャビティ注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、原子炉下部キャビティ直接注水に使用していないことを確認して

空冷式非常用発電装置により受電した原子炉下部キャビティ注水ポンプにより燃

料取替用水タンク水を格納容器ヘスプレイする。燃料取替用水タンクが使用でき

ない場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により、格納容器へのスプレイをＡ内部ス

プレクーラ出口流量等で確認できない場合に、格納容器へスプレイするために

必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保され、原子炉下部キャビティ注水ポ

ンプを原子炉下部キャビティ直接注水に使用していない場合 

 

２．格納容器内自然対流冷却 

(1) 大容量ポンプを用いたＡ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対

流冷却 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合に全交流動力電源喪失または原

子炉補機冷却機能喪失が発生し、格納容器内の冷却機能が喪失した場合、大容量

ポンプを配置、接続し、Ａ格納容器循環冷暖房ユニット冷却状態監視のため可搬

型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに海水を通水するこ

とにより格納容器内自然対流冷却を行う。海水通水後、可搬型温度計測装置等に

よりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温度差、格納容器圧力および温

度指示の低下等により、格納容器が冷却状態であることを確認する。 

表-6
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ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失が発生した場合に、原子

炉補機冷却機能が喪失し、原子炉補機冷却水の通水を、１次系冷却水クーラ出

口ヘッダ流量等にて確認できない場合 

 

炉心損傷前 フロントライン系機能喪失時・炉心損傷前 サポート系機能喪失時・ 

炉心損傷後 フロントライン系機能喪失時・炉心損傷後 サポート系機能喪失時 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

炉心損傷前および炉心損傷後のフロントライン系機能喪失時は、継続的な冷却実

施の観点および格納容器内の重要機器の水没を未然に防止する観点から、代替格納

容器スプレイよりも格納容器内自然対流冷却を優先する。ただし、サポート系機能

喪失時の格納容器内自然対流冷却では大容量ポンプを使用するため準備に時間を要

することから、使用を開始するまでの間に格納容器圧力が最高使用圧力以上となる

場合は代替格納容器スプレイを使用する。 

代替格納容器スプレイに使用する補機の優先順位は、恒設代替低圧注水ポンプを

優先し、次に原子炉下部キャビティ注水ポンプを使用する。 

 

○ 恒設代替低圧注水ポンプの注水先について 

(1) 炉心損傷前 

フロントライン系機能喪失時またはサポート系機能喪失時に、格納容器内の冷

却機能が喪失した場合、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を

格納容器ヘスプレイする。 

炉心損傷前に恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイを実施して

いた場合に、代替炉心注水が必要と判断すれば、恒設代替低圧注水ポンプの注水

先を格納容器から原子炉へ切り替える。 

 

(2) 炉心損傷後 

フロントライン系機能喪失時またはサポート系機能喪失時に、格納容器内の冷

却機能が喪失した場合、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を

格納容器ヘスプレイする。 

炉心損傷後に恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水（落下遅延・防止）

を実施していた場合に、代替格納容器スプレイが必要と判断すれば恒設代替低圧

注水ポンプの注水先を原子炉から格納容器へ切り替え、代替格納容器スプレイを

行う。 

 

○ 原子炉下部キャビティ注水ポンプの注水先について 

(1) 炉心損傷前 

フロントライン系機能喪失時またはサポート系機能喪失時に、格納容器内の冷

却機能が喪失した場合、原子炉下部キャビティ注水ポンプにより燃料取替用水タ

ンク水を格納容器ヘスプレイする。 

炉心損傷前に原子炉下部キャビティ注水ポンプによる代替格納容器スプレイを

表-6
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(a) 手順着手の判断基準 

格納容器再循環サンプ水位（広域）が 65%未満もしくは原子炉下部キャビティ

水位計により水位が確認できない、かつ、内部スプレポンプ 3 台以上の故障等

により、必要な格納容器へのスプレイ流量が内部スプレクーラ出口流量等にて

確認できない場合、または、原子炉下部キャビティ注水完了後に原子炉下部キ

ャビティ水位計により水位が確認できない場合に、原子炉下部キャビティへ直

接注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場合 

 

(2) 代替格納容器スプレイ 

ａ．恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合において、内部スプレポンプ

全台の故障等により格納容器内への注水機能が喪失し、溶融炉心を冠水するた

めに十分な水位がない場合、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タン

ク水を格納容器へスプレイする。溶融炉心を冠水するために十分な水位が確保

された場合は、恒設代替低圧注水ポンプを停止し、その後は水位を維持する。

燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

(a) 手順着手の判断基準 

格納容器再循環サンプ水位（広域）が 65%未満で、かつ、内部スプレポンプ全

台の故障等により、格納容器へのスプレイが内部スプレクーラ出口流量等にて

確認できない場合に、格納容器へスプレイするために必要な燃料取替用水タン

ク等の水位が確保されている場合 

 

全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

１．原子炉下部キャビティ注水 

(1) 原子炉下部キャビティ直接注水 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪失または原子炉

補機冷却機能喪失時に、格納容器下部に落下した溶融炉心を冠水するために十分

な水位がない場合、以下の手順により原子炉下部キャビティへ直接注水する。 

ａ．原子炉下部キャビティ注水ポンプによる原子炉下部キャビティ直接注水 

当直課長は、空冷式非常用発電装置により受電した原子炉下部キャビティ注

水ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉下部キャビティへ直接注水す

る。溶融炉心を冠水するために十分な水位が確保された場合は、原子炉下部キ

ャビティ注水ポンプを停止する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、

復水タンクを使用する。 

注水完了後に、原子炉下部キャビティの水位が確認できない場合は、原子炉

下部キャビティへの直接注水を再開する。 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心が損傷し、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、溶

融炉心を冠水するために十分な水位がない場合（格納容器再循環サンプ水位（広

域）65%未満もしくは原子炉下部キャビティ水位計により水位が確認できない）

または、原子炉下部キャビティ注水完了後に原子炉下部キャビティ水位計によ

り水位が確認できない場合に、原子炉下部キャビティへ直接注水するために必

表-8
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要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場合 

 

(2) 代替格納容器スプレイ 

ａ．恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪

失または原子炉補機冷却機能喪失時に、格納容器下部に落下した溶融炉心を冠

水するために十分な水位がない場合、空冷式非常用発電装置により受電した恒

設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を格納容器へスプレイす

る。溶融炉心を冠水するために十分な水位が確保された場合は、恒設代替低圧

注水ポンプを停止し、その後は水位を維持する。燃料取替用水タンクが使用で

きない場合は、復水タンクを使用する。 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心が損傷し、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、溶

融炉心を冠水するために十分な水位がない場合（格納容器再循環サンプ水位（広

域）65%未満）に、格納容器へスプレイするために必要な燃料取替用水タンク等

の水位が確保されている場合 

 

原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全・全交流動力電源または原子炉補機冷却

機能 喪失 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

(1) 交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能が健全な場合、格納容器下部に落下し

た溶融炉心を冷却する手段の優先順位は、内部スプレポンプを使用する格納容器

スプレイを優先し、次に原子炉下部キャビティ注水ポンプによる原子炉下部キャ

ビティ直接注水および恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイを使

用する。 

 

(2) 全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、格納容器下部に落下

した溶融炉心を冷却するため原子炉下部キャビティ直接注水および代替格納容器

スプレイを行う。 

 

○ 原子炉下部キャビティの水位監視 

溶融炉心冷却のための原子炉下部キャビティ水位を監視するため、格納容器への

スプレイおよび原子炉下部キャビティ直接注水時は原子炉下部キャビティ水位計に

より確認する。 

 

○ 原子炉下部キャビティ注水ポンプの注水先について 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能健全または全交流動力電源もしくは原子

炉補機冷却機能喪失時に炉心の著しい損傷が発生した場合、格納容器下部に落下し

8
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全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

１．代替炉心注水 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合において、全交流動力電源喪失ま

たは原子炉補機冷却機能喪失時に、溶融炉心の格納容器下部への落下を遅延または

防止するため、以下の手順により燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注水する。 

(1) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、代替格納容器スプレイに使用していないことを確認して空冷式非

常用発電装置により受電した恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク

水を原子炉へ注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンク

を使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

炉心が損傷し、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、原

子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保され、恒設代

替低圧注水ポンプを代替格納容器スプレイに使用していない場合 

 

(2) Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）による代替炉心注水 

当直課長は、Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）により燃料取替用水タン

ク水を原子炉へ注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タン

クを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時において、原子炉へ注

水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場合 

 

溶融炉心の格納容器下部への落下遅延・防止 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全・全交流動力電源または原子炉補機冷

却機能 喪失 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

(1) 交流動力電源および原子炉補機冷却機能 健全 

交流動力電源および原子炉補機冷却機能が健全な場合、溶融炉心の格納容器下

部への落下を遅延または防止する手段の優先順位は、中央制御室操作により早期

に運転可能な充てん／ 高圧注入ポンプまたは余熱除去ポンプによる高圧または

低圧注入ラインを用いた原子炉への注水を優先する。次にＡ、Ｂ内部スプレポン

プ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替炉心注水、充てん／高圧注入

ポンプによる充てんラインを用いた炉心注水、恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水とする。 

 

(2) 全交流動力電源または原子炉補機冷却機能 喪失 

代替炉心注水に使用する補機の優先順位は、恒設代替低圧注水ポンプによる代

替格納容器スプレイを行っていなければ恒設代替低圧注水ポンプを優先する。次

にＣ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）を使用する。 

 

表-8 
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表－９ 

操作手順 

９．水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合に、ジルコニウム－水反応および水の放射線分解に

よる水素が、原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）内に放出された場合におい

ても水素爆発による格納容器の破損を防止するために必要な水素濃度低減および水素濃

度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素濃度低減 

１．静的触媒式水素再結合装置 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合、格納容器内の水素濃度を低減さ

せるために設置している静的触媒式水素再結合装置の動作状況を、静的触媒式水素

再結合装置温度監視装置の温度指示上昇により確認する。 

常設直流電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、

静的触媒式水素再結合装置温度監視装置の指示値を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度 350℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の

指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合 

 

２．原子炉格納容器水素燃焼装置 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合、原子炉格納容器水素

燃焼装置の自動起動を確認する。全交流動力電源が喪失した場合は、代替電源設備

である空冷式非常用発電装置からの給電後、速やかに原子炉格納容器水素燃焼装置

を起動する。また、原子炉格納容器水素燃焼装置の動作状況を、原子炉格納容器水

素燃焼装置温度監視装置の温度指示の上昇により確認する。常設直流電源が喪失し

た場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、原子炉格納容器水素燃

焼装置温度監視装置の指示値を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

原子炉格納容器水素燃焼装置の自動起動確認は、事故時における非常用炉心冷

却設備作動信号発信後に実施する。 

 

水素濃度監視 

１．可搬型格納容器内水素濃度計測装置 

当直課長は、炉心出口温度が 350℃以上または格納容器内高レンジエリアモニ

タ（高レンジ）の指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合、可搬型格納容器内水素

濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型格納容器ガス試料圧縮装置を起動し、可

搬型格納容器内水素濃度計測装置を起動後、格納容器内の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失および原子炉補機冷却機能喪失時は、空冷式

非常用発電装置からの給電操作および可搬型格納容器内水素濃度計測装置の系統

15
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構成を行い、可搬型原子炉補機冷却水循環ポンプおよび可搬型格納容器ガス試料

圧縮装置を起動し、可搬型格納容器内水素濃度計測装置を起動後、格納容器内の

水素濃度を確認する。 

常設直流電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認

後、格納容器内水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度 350℃以上または格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の

指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合 

 

水素濃度低減・水素濃度監視 

（配慮すべき事項） 

○ 電源確保 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合、代替電源設備により水素濃

度低減に使用する設備および水素濃度監視に使用する設備に給電する。代替電源設

備により給電する手順は、表－１４「電源の確保に関する手順等」参照。 

 

○原子炉格納容器水素燃焼装置の起動条件 

炉心損傷の判断後に、電源の回復が炉心出口温度 350℃到達後 60分を経過した場

合および炉心損傷の判断に係るパラメータの確認ができない状況では、発電所対策

本部においてプラント情報等により、水素爆轟による原子炉格納容器破損の可能性

を判断するとともに、原子炉格納容器水素燃焼装置起動による原子炉格納容器の健

全性への影響を判断して起動可否を決定する。 

表-9 
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表－１０ 

操作手順 

１０．水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素が原子炉格納容器（以下、「格納容器」

という。）内に放出され、格納容器から格納容器周囲のアニュラスに漏えいした場合にも、

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため、アニュラス内の水素排出および水

素濃度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素排出 

１．アニュラス空気再循環設備による水素排出 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合に、アニュラス循環フ

ァンが起動し、アニュラス内の水素を含むガスがアニュラスからアニュラス循環フ

ィルタユニットを通して屋外へ排出されていることを、アニュラス内圧力の低下に

て確認する。 

当直課長は、全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合は、Ｂアニュラ

ス循環系のダンパに窒素ボンベ（アニュラス循環系ダンパ作動用）から代替制御用

空気を供給するための系統構成を行い、代替電源設備から給電した後、Ｂアニュラ

ス循環ファンを運転する。 

(1) 交流動力電源および直流電源が健全である場合 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

 

(2) 全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

 

水素濃度監視 

１．可搬型アニュラス内水素濃度計測装置による水素濃度測定 

当直課長は、炉心の損傷を判断した場合、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置

の系統構成を行い、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内

の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失時は、空冷式非常用発電装置からの給電操作お

よび可搬型アニュラス内水素濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型アニュラス内

水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内の水素濃度を確認する。また、常設直流

電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、アニュラ

ス内の水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度が 350 ℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レン

ジ）の指示値が 1×105 mSv/h以上の場合 
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○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃

等を行う。 

 

格納容器スプレイのための代替手段および燃料取替用水タンクへの供給 

１．燃料取替用水タンクへの供給ができない場合の代替手段 

(1) 燃料取替用水タンクから復水タンクへの水源切替 

当直課長は、重大事故等の発生により、格納容器スプレイの水源となる燃料

取替用水タンクの枯渇、破損等が発生し水源として使用不可能な場合、復水タ

ンクを水源として恒設代替低圧注水ポンプまたは原子炉下部キャビティ注水ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイにより格納容器へスプレイする。 

また、送水車により復水タンクに海水を補給する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器スプレイ中に燃料取替用水タンクの枯渇または破損を水位異常低警

報等により判断した際に、復水タンクの水位が確保され、使用できることを確

認できた場合 

 

２．燃料取替用水タンクへの補給 

(1) 復水タンクから燃料取替用水タンクへの補給 

当直課長は、重大事故等の発生時において、格納容器スプレイ中に燃料取替

用水タンクの水位が低下し補給が必要な場合、復水タンクから燃料取替用水タ

ンクへ補給する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器スプレイ中の再循環運転不能時において、１次系純水タンクまたは

ほう酸タンク水位異常低警報等により燃料取替用水タンクへの補給機能喪失を

判断した際に、復水タンクの水位が確保され、使用できることを確認できた場

合、もしくは、１次系純水タンクおよびほう酸タンクから燃料取替用水タンク

への補給を開始後、復水タンクの水位が確保され、使用できることを確認でき

た場合 

また、全交流動力電源が喪失した場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

燃料取替用水タンクへの補給の優先順位は、あらかじめ復水タンクから燃料取

替用水タンクへの補給準備を開始し、使用可能であれば多様性拡張設備であるが

ほう酸水であり早期に使用可能な１次系純水タンクおよびほう酸タンク等を優先

して使用し、準備が整えば復水タンクを使用する。 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃

表-13 
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表－１４ 

操作手順 

１４．電源の確保に関する手順等 

① 方針目的 

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合、炉心の著しい損傷、原子炉

格納容器の破損、使用済燃料ピット内燃料体等の著しい損傷および運転停止中におけ

る原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため代替電源（交流）、代替電源（直流）、代

替所内電気設備から給電を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

代替電源（交流）の給電 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合は、以下の手段により非常用高圧母線

へ代替電源（交流）から給電し、電圧計により受電したことを確認する。 

１．空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 

当直課長は、空冷式非常用発電装置から受電準備を行った後、空冷式非常用発

電装置により給電する。 

(1) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に、外部電源受電操作およびディーゼル発電機の起動

操作を実施しても、非常用高圧母線の電圧等が確立しない場合 

 

２．電源車による代替電源（交流）からの受電 

発電所対策本部は、電源車から受電準備を行った後、電源車を起動し給電する。 

(1) 手順着手の判断基準 

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号機間融通によ

る代替電源（交流）からの給電が非常用高圧母線の電圧等にて確認できない場

合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

代替電源（交流）による給電手順の優先順位は、空冷式非常用発電装置、電源車

の順で使用する。 

 

代替電源（直流）による給電 

１．蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合は、蓄電池（安全防護系用）によ

り非常用直流母線へ給電する。あわせて、全交流動力電源喪失発生後１時間を目

安に中央制御室で不要直流負荷の切り離しを行う。 

また、非常用高圧母線の電圧が確認できた場合、計器用電源（無停電電源装置）

の負荷である運転コンソールを復旧する。 

(1) 手順着手の判断基準 

12
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表－１６ 

操作手順 

１６．中央制御室の居住性に関する手順等 

① 方針目的 

重大事故等が発生した場合において、運転員が中央制御室にとどまるために必要な対

処設備および資機材を活用した居住性の確保、汚染の持ち込み防止、放射性物質の濃

度低減を図ることを目的とする。 

 

② 対応手段等 

居住性の確保 

当直課長は、重大事故等が発生した場合において、中央制御室にとどまる運転員の

被ばく線量を７日間で 100 mSvを超えないよう、中央制御室遮蔽および中央制御室換

気設備の外気を遮断した状態で閉回路循環運転（以下、「中央制御室換気隔離モード」

という。）により、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等を

防護するとともにマネジメント（マスク等）による放射線防護措置等にて被ばくを低

減し、以下の手順等で中央制御室の居住性を確保する。 

１．中央制御室換気設備の運転手順等 

当直課長は、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等

を防護するため、中央制御室換気隔離モードでの運転を行い、中央制御室非常用

循環フィルタユニットに内蔵されたよう素フィルタおよび微粒子フィルタにより

放射性物質を除去する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、手動による系統構成を行い、代替交流電源

設備により受電し中央制御室換気設備を運転する。 

(1) 交流動力電源が正常な場合 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号の発信または中央制御室エリアモ

ニタ指示値上昇による中央制御室換気隔離信号の発信を確認した場合、中央制

御室換気設備が中央制御室換気隔離モードで運転中であることを確認する。 

また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号発信による中央制御室換気隔離信号または中

央制御室エリアモニタ指示値上昇により中央制御室換気隔離信号の発信を確

認した場合 

 

(2) 全交流動力電源が喪失した場合 

当直課長は、全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備が中央制御室

換気隔離モードにできない場合は、手動によるダンパの開操作により中央制御

室換気隔離モードの系統構成を行い、代替交流電源設備による給電後、中央制

御室換気設備を運転する。 

14
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また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備を中央制御室換気系隔離

モードにできない場合 

 

２．中央制御室の照明を確保する手順 

当直課長は、全交流動力電源喪失時に、中央制御室の照明が使用できない場合、

可搬型照明（ＳＡ）の内蔵蓄電池による照明を確保し、代替交流電源設備による

給電後、可搬型照明（ＳＡ）を可搬型照明用電源に接続し中央制御室の照明を引

き続き確保する。 

(1) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に、中央制御室非常用照明が使用できない場合 

 

３．中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定手順 

当直課長は、中央制御室換気設備が中央制御室換気系隔離モードとなった場合、

中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を行う。 

(1) 手順着手の判断基準 

中央制御室換気設備が中央制御室換気系隔離モードとなった場合 

 

４．その他の放射線防護措置等に関する手順等 

(1) 重大事故等時の全面マスクの着用手順 

当直課長は、炉内温度等により炉心損傷が予想される事態となった場合、炉

心損傷の兆候が見られた場合または発電所対策本部長が必要と判断した場合

は、運転員等の内部被ばくを低減するため、全面マスクの着用を指示する。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等が発生し、炉内温度等により炉心損傷が予想される事態となっ

た場合または炉心損傷の兆候が見られた場合 

または、発電所対策本部長が運転員等および緊急安全対策要員のマスク着

用が必要と判断した場合 

 

(2) 重大事故等時の運転員等の被ばく低減および被ばく線量の平準化 

当直課長は、運転員等の被ばく低減および被ばく線量の平準化のため、発電

所対策本部長等と協議の上、長期的な保安の観点から運転員等の交代要員体制

を確立する。 

また、交代要員は運転員等の交代に伴う移動時の放射線防護措置やチェンジ

ングエリア等の各境界における汚染管理を行うことで被ばくの低減を図る。 

 

 

表-16 
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（１／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１ 
（成立性が要求される対応手段な

し） 
― ― ― 

２ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 28分 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）

による主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

３ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

No.２にて整備する。 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 26分 

窒素ボンベ（加圧器逃がし弁作動

用）による加圧器逃がし弁の機能

回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

可搬式空気圧縮機（加圧器逃がし

弁作動用）による加圧器逃がし弁

の機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

４ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 19分 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（２／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

４ 

可搬式代替低圧注水ポンプによる

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

8.5時間 

緊急安全対策要員 18 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 

90分 

緊急安全対策要員 3 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる蒸気放出 

No.３にて整備する。 

(主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸

気逃がし弁の機能回復と同様） 

アキュムレータによる炉心注水※１ 
運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

電源車（可搬式代替低圧注水ポン

プ用）への燃料補給 
緊急安全対策要員 2 2.3時間 

大容量ポンプへ

の燃料補給 

タンクローリー

（EL 5.5m 燃料

油取出口を使

用）※１ 

緊急安全対策要員 2 2.3時間 

タンクローリー

および燃料油移

送ポンプ使用時

（EL 32.0m燃料

油取出口を使

用） 

緊急安全対策要員 4 3.1時間 

送水車への燃料補給※１ 緊急安全対策要員 2 75分 

５ 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

大容量ポンプによる補機冷却水

（海水）通水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（３／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

６ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却 
No.７にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

７ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

90分 

緊急安全対策要員 2 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

８ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

No.４にて整備する。 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水 
No.４にて整備する。 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水 
No.４にて整備する。 

９ 
可搬型格納容器内水素濃度計測装

置による水素濃度監視※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 50分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（４／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１０ 

水素排出（アニュラス空気再循環

設備） 

全交流動力電源または常設直流電

源が喪失した場合の操作手順※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

可搬型アニュラス内水素濃度計測

装置による水素濃度測定※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

50分 

緊急安全対策要員 1 

１１ 

海水から使用済燃料ピットへの注

水※１ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

送水車による使用済燃料ピットへ

のスプレイ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による使用済燃料ピットへ

の放水 

No.１２にて整備する。 

（大容量ポンプ（放水砲用）および放水砲に

よる大気への拡散抑制と同様） 

可搬型設備による使用済燃料ピッ

トの状態監視※１ 
緊急安全対策要員 4 2時間 

１２ 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 12 3.5時間 

シルトフェンスによる海洋への拡

散抑制 
緊急安全対策要員 6 4時間 

送水車およびスプレイヘッダによ

る大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲

および泡混合器による航空機燃料

火災への泡消火 

緊急安全対策要員 12 3.5時間 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（５／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１３ 

復水タンクから海水への水源切替

（送水車を用いたタービン動補助

給水ポンプ直接供給） 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

2.1時間 

緊急安全対策要員 5 

海水を用いた復水タンクへの補給
※１ 

緊急安全対策要員 5 2時間 

燃料取替用水タンクから復水タン

クへの水源切替（炉心注水時） 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

2.5時間 

緊急安全対策要員 3 

海水を用いた復水タンクへの補給

（水源切替後） 
海水を用いた復水タンクへの補給と同様。 

燃料取替用水タンクから海水への

水源切替（炉心注水時） 

No.４にて整備する。 

（可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉

心注水と同様） 

燃料取替用水タンクから復水タン

クへの水源切替（格納容器スプレ

イ時）※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

2.5時間 

緊急安全対策要員 3 

復水タンクから燃料取替用水タン

クへの補給 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

2.2時間 

緊急安全対策要員 3 

海水から使用済燃料ピットへの注

水 
No.１１にて整備する。 

送水車による使用済燃料ピットま

たは原子炉補助建屋（貯蔵槽内燃

料体等）へのスプレイ 

No.１１、１２にて整備する。 

（送水車による使用済燃料ピットへのスプ

レイ、送水車およびスプレイヘッダによる大

気への拡散抑制と同様） 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による原子炉補助建屋（貯

蔵槽内燃料体等）への放水 

No.１１、１２にて整備する。 

（大容量ポンプ（放水砲用）および放水砲に

よる原子炉補助建屋（貯蔵槽内燃料体等）へ

の放水、大容量ポンプ（放水砲用）および放

水砲による大気への拡散抑制と同様） 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による格納容器およびアニ

ュラス部への放水 

No.１２にて整備する。 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  

10
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美浜発電所 添付 3-128/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（６／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１４ 

空冷式非常用発電装置による代替

電源（交流）からの給電※１ 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
4 19分 

電源車による代替電源（交流）か

らの給電 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
3 

2.8時間 

緊急安全対策要員 2 

蓄電池（安全防

護系用）による

代替電源（直流）

からの給電※１ 

不要直流負荷切

離し 

運転員等 

(中央制御室) 
1 10分 

運転コンソール

復旧 
緊急安全対策要員 2 40分 

可搬式整流器に

よる代替電源

（直流）からの

給電 

可搬式整流器接

続 
運転員等（現場） 1 2.2時間 

運転コンソール

復旧 
緊急安全対策要員 2 40分 

代替所内電気設備による交流およ

び直流の給電（空冷式非常用発電

装置） 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
2 

3.8時間 

緊急安全対策要員 2 

可搬式オイルポンプによる空冷式

非常用発電装置への燃料（重油）

補給※１ 

緊急安全対策要員 4 2時間 

タンクローリー

による電源車等

への燃料（重油）

補給 

EL 5.5m 燃料油

取出口を使用時 
緊急安全対策要員 2 2.3時間 

EL 32.0m燃料油

取出口を使用時 
緊急安全対策要員 4 3.1時間 

１５ 
可搬型計測器によるパラメータ計

測または監視※１ 
緊急安全対策要員 2 30分 

１６ 

中央制御室換気設備の運転手順等

（全交流動力電源が喪失した場

合）※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

70分 

緊急安全対策要員 2 

アニュラス空気再循環設備の運転

手順等（全交流動力電源または常

設直流電源が喪失した場合）※１ 

No.１０にて整備する。 

（水素排出（アニュラス空気再循環設備） 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失

した場合の操作手順と同様） 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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⾏
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」

2
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報
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動
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時
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動
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4
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交
流
動
⼒
電
源
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 全
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常
用
⺟
線
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用
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線

 
電
圧

 
零
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故
時
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作
所
則
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二
部
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流
電
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失
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運
転
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去
運
転
中
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心
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系
作
動
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」
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内
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断
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次
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喪
失
事
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束
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移
⾏
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格
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容
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⼒
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維

持
」
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用
炉
心
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系
作
動
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子
炉
格
納
容
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ス
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レ
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作
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信
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確
認
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添
付
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表
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子
炉
格
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容
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ス
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作
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格
納
容
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ス
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レ
イ系
作
動
機
器
の
確
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容
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操
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全
注
入
自
動
作

動
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社
内
規
定

添
 付

 資
 料保
 安

 規
 定

１２．水素燃焼「大破断ＬＯＣＡ時に低圧注入機能及び高圧注入機能が喪失する事故」
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美浜発電所 添付 1-2/31 

表－１ 

事象ベース運転操作基準 

１．原子炉トリップ 

① 目 的 

・原子炉を停止し、未臨界を維持する。 

・原子炉停止後の炉心崩壊熱を除去し、モ－ド３（高温停止）を確立する。 

② 導入条件 

・原子炉トリップ設定値に達した場合 

・原子炉トリップ設定値に達する前に原子炉を手動トリップした場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの警報発信を確認する。 

２．制御棒が全挿入し原子炉がトリップしたことを、以下により確認する。なお、原

子炉が自動トリップする設定値になっても、自動トリップしない場合には、手動

によりトリップを行う。 

・原子炉トリップしゃ断器の開放表示 

・制御棒炉底位置表示の点灯 

・中性子束出力指示値の低下 

３．自動または手動による原子炉トリップに成功しなければ、『安全機能ベース運転操

作基準「未臨界の維持」』へ移行する。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービンがトリップし、引き続き発電機がトリップしたことを確認する。なお、

自動トリップしなければ、手動によりトリップを行う。 

 

蒸気発生器による除熱確認 

１．タービンバイパス弁または主蒸気逃がし弁の制御状態を確認し、モ－ド３（高温

停止）となることを、１次冷却材温度により確認する。 

２．蒸気発生器水位異常低信号の発信により、補助給水ポンプが起動し、蒸気発生器

へ注水されることを確認する。 

３．補助給水系により蒸気発生器水位の調整を行う。 

 

加圧器圧力・水位の整定 

１．加圧器逃がし弁が閉止しており、加圧器圧力が正常であることを確認する。 

２．加圧器水位が正常であることを確認する。 

 

 

1

1

3
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美浜発電所 添付 1-3/31 

表－２ 

事象ベース運転操作基準 

２．非常用炉心冷却系作動 

① 目 的 

・１次冷却材喪失事象、２次冷却材喪失事象、蒸気発生器伝熱管破損事象等の事故時に、

炉心の冷却および負の反応度添加を行う。 

② 導入条件 

・非常用炉心冷却系作動設定値に達した場合 

③ 主な監視操作内容 

非常用炉心冷却系警報の確認 

１．非常用炉心冷却系作動の警報発信を確認する。 

 

非常用炉心冷却系作動信号の確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号が発信していることを確認する。なお、非常用炉心冷

却系作動信号が発信する設定値になっても発信しない場合には、手動にて信号を

発信させる。 

 

原子炉トリップの確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号による原子炉トリップを確認する。 

 

非常用炉心冷却系作動機器の確認 

１．非常用炉心冷却系作動信号、格納容器隔離信号により、自動作動する弁、ダンパ

および機器が正規の状態になることを確認する。なお、正規の状態にならなけれ

ば回復を試みる。 

２．ディ－ゼル発電機が自動起動することを確認する。なお、自動起動していなけれ

ば手動にて起動を試みる。 

３．非常用炉心冷却系作動シーケンスにより、非常用炉心冷却系作動機器が、自動作

動することを確認する。なお、自動作動していない機器があれば手動にて起動を

試みる。 

 

主給水系隔離状態の確認 

１．主給水系の隔離状態を確認する。なお、隔離できていなければ手動にて隔離を試

みる。 

 

中央制御室換気系隔離状態の確認 

１．中央制御室換気系隔離状態を確認する。なお、隔離できていなければ手動にて隔

離を試みる。 
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主蒸気系隔離状態の確認 

１．主蒸気系隔離作動信号が発信されれば、当該信号により自動作動する弁が正規の

状態となることを確認する。なお、正規の状態にならなければ回復を試みる。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動信号の確認 

１．原子炉格納容器圧力が上昇し、原子炉格納容器スプレイ系作動信号が発信すれば、

『原子炉格納容器スプレイ系作動』も確認する。 

 

原子炉冷却系の状況確認 

１．各パラメータの確認を行う。 

・加圧器圧力および水位 

・１次冷却材圧力および温度 

・蒸気発生器圧力および水位 

・原子炉格納容器圧力およびサンプ水位 

・各非常用炉心冷却系流量 

・放射線モニタ 

 

事象判別 

１．以下の徴候がある場合は、原子炉格納容器内での 1次冷却材喪失事象と判断し、

『１次冷却材喪失事象収束操作』へ移行する。 

・原子炉格納容器圧力の上昇 

・原子炉格納容器内放射線モニタの指示上昇 

・原子炉格納容器サンプ水位の上昇 

２．以下の徴候がある場合は、原子炉格納容器外での余熱除去系からの１次冷却材喪

失事象と判断し、『１次冷却材喪失事象収束操作【原子炉格納容器外で余熱除去系

からの漏えいが発生した場合】』へ移行する。 

・加圧器水位の低下 

・加圧器圧力の低下 

・原子炉格納容器外での漏えい確認、または補助建屋内放射線モニタの指示上昇 

・復水器空気抽出器ガスモニタ、蒸気発生器ブローダウン水モニタおよび高感度型

主蒸気管モニタの指示に有意な変化がない。 

・余熱除去ポンプ出口圧力上昇 
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表－７ 

事象ベース運転操作基準 

３．原子炉格納容器スプレイ系作動 

① 目 的 

・原子炉格納容器の健全性を確保する。 

② 導入条件 

・原子炉格納容器スプレイ系作動設定値に達した場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉格納容器スプレイ系警報の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動、格納容器隔離作動の警報発信を確認する。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動信号の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信していることを確

認する。なお、原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信す

る設定値になっても発信しない場合には、手動にて発信させる。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動機器の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号により、自動作動する弁、

ダンパおよび機器が正規の状態になることを確認する。なお、正規の状態になら

なければ回復を試みる。 

・原子炉格納容器スプレイ系不作動の場合は、『安全機能ベース運転操作基準「原子

炉格納容器健全性の確保」』へ移行する。 

２．原子炉格納容器圧力が通常圧力に低下すれば、原子炉格納容器スプレイ系を停止

する。 

３．燃料取替用水タンク水位が、再循環切替水位となれば、原子炉格納容器スプレイ

系の水源を、燃料取替用水タンクから格納容器再循環サンプに切替える。 

・原子炉格納容器スプレイ系の格納容器再循環サンプ切替が不能となった場合は、

〔原子炉格納容器スプレイ系再循環切替不能〕へ移行する。 
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表－８ 

事象ベース運転操作基準 

４．サポート系の確保 

（１）全交流動力電源喪失 

① 目 的 

・全ての交流動力電源が喪失した状態でプラントを安定させ、早期に電源を回復させる。 

② 導入条件 

・全ての非常用母線および常用母線の電圧が零ボルト 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの確認を行う。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービントリップ、発電機トリップの確認を行う。 

 

補助給水流量の確認 

１．補助給水流量により補助給水機能が健全であることを確認する。 

 

全交流動力電源喪失判断 

１．外部電源喪失、ディーゼル発電機起動不能等により所内電源が喪失したことを確

認する。 

２．交流動力電源の早期回復不能を判断し、全交流動力電源喪失時の措置を開始する。 

 

代替電源からの受電 

１．代替電源（非常用発電機等）から受電したことを確認する。 

 

代替炉心注水他準備 

１．代替炉心注水の準備、アニュラス循環系、中央制御室空調系の準備、原子炉格納

容器内自然対流冷却の準備、燃料取替用水タンクの保有水確保準備および蒸気発

生器、使用済燃料ピットへの注水準備を行う。 

 

１次冷却系からの漏えいの有無の確認 

１．１次冷却材漏えいの有無を確認する。 

 

蒸気発生器２次側による１次冷却系の強制冷却 

１．補助給水機能が確保されていれば、主蒸気逃がし弁を現場手動にて全開とし、１

次冷却系の強制冷却を行う。 

２．１次冷却系の減圧により、蓄圧注入系が動作していることを確認する。 
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表－１１ 

安全機能ベース運転操作基準 

２．炉心冷却の維持 

① 目 的 

・炉心の冷却が不適切な場合、炉心冷却機能の回復を図るための適切な運転操作を行い、

炉心冷却を維持する。 

② 導入条件 ④ 脱出条件 

・ 炉心出口温度が１次冷却系最高使用圧

力に対する飽和温度以上または安全注

入を伴う１次冷却材喪失事象時に高圧

および低圧注入流量が確認できない場

合 

・ 炉心出口温度が１次冷却材圧力に対す

る飽和温度以下で少なくとも１系統の

高圧注入系または低圧注入系による注

水がなされていること 

・ １次冷却系が飽和状態または過熱状態 ・ 炉心出口温度が１次冷却材圧力に対す

る飽和温度未満 

③ 主な監視操作内容 

【炉心出口温度が１次冷却系最高使用圧力に対する飽和温度以上の場合】 

１．少なくとも１系統の非常用炉心冷却系による注水を確認する。 

・非常用炉心冷却系により注水されていない場合は、非常用炉心冷却系の回復を図

る。 

・非常用炉心冷却系による注水ができなければ、【非常用炉心冷却系の確立ができな

い場合】へ移行する。 

２．蒸気発生器へ注水されていることを確認する。 

・蒸気発生器へ注水されていない場合は、注水の回復を図る。 

３．主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を促進させる。 

４．炉心出口温度が１次冷却材圧力に対する飽和温度以下であることが確認できなけ

れば、「順序２」に戻る。 

 

【非常用炉心冷却系の確立ができない場合】 

１．充てん系による注水を試みる。 

２．蒸気発生器へ注水されていることを確認する。 

・注水されていない場合は、注水の回復を図る。 

・注水の回復ができず、蓄圧注入系、低圧注入系による注水が可能であれば、加圧

器逃がし弁の強制開により１次冷却系を減圧し、蓄圧注入系、低圧注入系による

注水を行う。 

３．主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を促進させる。 

４．炉心出口温度が飽和温度以下、および少なくとも１系統の高圧注入系または低圧

注入系による注水が確認できなければ、「順序２」に戻る。 
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を的確に移行できるよう、移行基準を明確に定める。 

ａ 故障および設計基準事故に対処する事項により事故判別ならびに初期対応を

行う。 

ｂ 多重故障等により設計基準事故を超えた場合は、炉心の著しい損傷および原

子炉格納容器破損を防止する事項（事象ベース）に移行する。 

ｃ 事象の判別ならびに初期対応を行っている場合または事象ベースの事項にて

事故対応操作中は、安全機能パラメータを常に監視し、あらかじめ定めた適用

条件が成立すれば、炉心の著しい損傷および原子炉格納容器の破損を防止する

事項の、安全機能ベースの事項に移行する。 

ｄ 原因が明確で、かつその原因除去あるいは対策が優先されるべき場合は、安

全機能ベースの事項には移行せず、その原因に対する事象ベースの事項を優先

する。 

ｅ 多重故障が解消され安全機能が回復すれば、故障および設計基準事故に対処

する事項に戻り処置を行う。 

ｆ 炉心の著しい損傷および原子炉格納容器の破損を防止する事項による対応で、

事故収束せず炉心損傷に至った場合は、炉心の著しい損傷が発生した場合に対

処する事項に移行し対応処置を実施する。 

カ 安全・防災室長および発電室長は、重大事故等対策実施の判断基準として確認さ

れる水位、圧力および温度等の計測可能なパラメータを整理し、社内標準に定める

とともに、以下の重大事故等に対処するための事項についても定める。 

具体的な手順については、表－１５「事故時の計装に関する手順等」参照。 

(ｱ) 監視することが必要なパラメータをあらかじめ選定し、重要な監視パラメータ

と有効な監視パラメータに位置づけること。 

(ｲ) 通常使用するパラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータに

て当該パラメータを推定する方法に関すること。 

(ｳ) 記録が必要なパラメータおよび直流電源が喪失しても可搬型計測器により計測

可能なパラメータをあらかじめ選定すること。 

(ｴ) パラメータ挙動予測、影響評価すべき項目および監視パラメータ等に関するこ

と。 

また、有効性評価等にて整理した有効な情報について、運転員が監視すべきパラ

メータの選定、状況の把握および進展予測ならびに対応処置の参考情報とし、社内

標準に定める。 

キ 安全・防災室長は、緊急時対策本部要員が運転操作を支援するためのパラメータ

挙動予測や影響評価のための判断情報を社内標準に定める。 

ク 各課（室）長は、前兆事象として把握ができるか、重大事故を引き起こす可能性

があるかを考慮して、設備の安全機能の維持および事故の未然防止対策をあらかじ

め検討しておき、前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制および手順を

社内標準に定める。 

(ｱ) 安全・防災室長および発電室長は、大津波警報が発令された場合、原則として

原子炉の停止および冷却操作を行う手順、また、所員の高台への避難および水密

扉の閉止を行い、津波監視カメラおよび潮位計による津波の継続監視を行う手順

を社内標準に定める。 

1.3 手順書の整備
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表－４ 

操作手順 

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

① 方針目的 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において、設計基準事故対処設備が有する

発電用原子炉（以下、「原子炉」という。）の冷却機能が喪失した場合においても炉心の

著しい損傷および原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）の破損を防止するため、

１次冷却材喪失事象が発生している場合は代替炉心注水、代替再循環運転により、１次

冷却材喪失事象が発生していない場合は蒸気発生器２次側による炉心冷却により、運転

停止中の場合は炉心注水、代替炉心注水、代替再循環運転、蒸気発生器２次側による炉

心冷却により原子炉を冷却することを目的とする。また、１次冷却材喪失事象後、炉心

が溶融し、溶融デブリが原子炉容器内に残存した場合において、格納容器の破損を防止

するため、格納容器水張りにより原子炉を冷却することを目的とする。 

 

② 対応手段等 

１次冷却材喪失事象が発生している場合 

フロントライン系機能喪失時 

１．代替炉心注水 

当直課長は、非常用炉心冷却設備である充てん／高圧注入ポンプおよび余熱除去

ポンプの故障等により燃料取替用水タンク水を原子炉へ注水する機能が喪失した場

合、以下の手順により燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注水する。 

(1) Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替炉心

注水 

当直課長は、Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）に

より燃料取替用水タンク水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

１次冷却材喪失事象が発生後、１系列以上の非常用炉心冷却設備による原子

炉への注水を安全注入流量および余熱除去クーラ出口流量等により確認できな

い場合または、炉心出口温度が 350℃以上となった場合、かつ原子炉へ注水する

ために必要な燃料取替用水タンク水位が確保されている場合 

 

(2) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉に

注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）の故障等によ

り、原子炉への注水をＡ余熱除去クーラ出口流量等にて確認できない場合に、

原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク水位が確保されている場合 

 

(3) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、可搬式代替低圧注水ポンプにより海水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 
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○ 作業性 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）の補機冷却水確保に係るディスタンスピ

ース取替えについては、速やかに作業ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備

する。 

可搬式代替低圧注水ポンプによる原子炉への注水に係る可搬型ホース等の接続に

ついては速やかに作業ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）への燃料補給については、速やかに作業

ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃

等を行う。 

 

１次冷却材喪失事象が発生している場合 

溶融デブリが原子炉容器内に残存する場合 

１．格納容器水張り 

当直課長は、炉心の著しい損傷、溶融が発生した場合、格納容器圧力と温度また

は格納容器循環冷暖房ユニット出入口の温度差の変化により格納容器内が過熱状態

であり原子炉容器内に溶融デブリが残存していると判断した場合、格納容器の破損

を防止するため格納容器内自然対流冷却を確認するとともに、以下の手順により燃

料取替用水タンク水を格納容器内へ注水する。 

内部スプレポンプにより燃料取替用水タンク水を格納容器内へ注水する。 

恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を格納容器へ注水する。燃

料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

原子炉下部キャビティ直接注水の必要がないことを確認して原子炉下部キャビテ

ィ注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を格納容器内へ注水する。燃料取替用水

タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

なお、格納容器への注水量は、格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自

然対流冷却に影響しない上限の高さまでとする。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心の著しい損傷、溶融が発生した場合に、格納容器圧力と温度の上昇または

可搬型温度計測装置（格納容器循環冷暖房ユニット入口温度／出口温度（ＳＡ）

用）等の温度差の変化により格納容器内が過熱状態であると判断した場合 

ただし、原子炉下部キャビティ注水ポンプにより代替格納容器スプレイを行う

場合は、原子炉下部キャビティ注水ポンプを原子炉下部キャビティ直接注水に使

用していない場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

格納容器へスプレイするために使用する補機の優先順位は、内部スプレポン

プを優先し、次に恒設代替低圧注水ポンプ、原子炉下部キャビティ注水ポンプ

の順とする。 

表-4
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○ 恒設代替低圧注水ポンプの注水先について 

炉心の著しい損傷、溶融が発生した場合に、溶融炉心は原子炉容器を破損し格納

容器下部に落下するが、代替格納容器スプレイにより原子炉下部キャビティに注水

することで溶融炉心を冷却する。 

注水先の切替えが必要な場合、以下の手順により注水先を格納容器へ切り替え、

代替格納容器スプレイを行う。 

炉心の著しい損傷、溶融が発生時に、恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注

水（落下遅延・防止）を実施していた場合に、代替格納容器スプレイが必要と判断

すれば、恒設代替低圧注水ポンプの注水先を原子炉から格納容器へ切り替え、代替

格納容器スプレイを行う。 

 

○ 原子炉下部キャビティ注水ポンプの注水先について 

炉心の著しい損傷、溶融が発生した場合に、溶融炉心は原子炉容器を破損し格納

容器下部に落下するが、代替格納容器スプレイにより原子炉下部キャビティに注水

することで溶融炉心を冷却する。なお、炉心の著しい損傷、溶融が発生時に原子炉

下部キャビティ注水ポンプによる代替格納容器スプレイを実施していた場合に、原

子炉下部キャビティ直接注水が必要と判断すれば、原子炉下部キャビティ注水ポン

プの注水先を格納容器から原子炉下部キャビティへ切り替える。 

 

○ 残存デブリ冷却時の１次冷却材圧力監視について 

原子炉容器内に溶融デブリが残存していると判断した場合、格納容器水張り操作

を実施する際は１次冷却材圧力を監視する。１次冷却材圧力が格納容器圧力より高

い場合は、溶融デブリの冷却が阻害される場合があるため、加圧器逃がし弁を開操

作し原子炉容器内と格納容器内を均圧させる。 

 

○ 残存デブリ冷却時の注水量について 

格納容器への注水量は、原子炉格納容器水位計、内部スプレクーラ出口流量計、

格納容器スプレ流量積算計、内部スプレ系連絡消火水流量積算計、恒設代替低圧注

水ポンプ出口流量積算計、原子炉下部キャビティ注水ポンプ出口流量積算計および

燃料取替用水タンク水位計の収支により注水量を把握する。 

残存デブリの影響を防止するための格納容器への注水量は、残存デブリを冷却し、

格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対流冷却に影響しない上限の高

さまでとする。 

 

○ 炉心損傷後の再循環運転について 

炉心が損傷した場合において、格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自

然対流冷却に加え、内部スプレポンプによる再循環運転を行う場合は、格納容器圧

力および格納容器内高レンジエリアモニタ等により、格納容器圧力の推移および炉

心損傷度合いを監視し、再循環運転を実施した場合の格納容器圧力低減効果、ポン

プおよび配管の周辺線量上昇による被ばく等の影響を評価し、実施可否を検討する。 

 

表-4
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表－９ 

操作手順 

９．水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合に、ジルコニウム－水反応および水の放射線分解に

よる水素が、原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）内に放出された場合におい

ても水素爆発による格納容器の破損を防止するために必要な水素濃度低減および水素濃

度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素濃度低減 

１．静的触媒式水素再結合装置 

当直課長は、炉心の著しい損傷が発生した場合、格納容器内の水素濃度を低減さ

せるために設置している静的触媒式水素再結合装置の動作状況を、静的触媒式水素

再結合装置温度監視装置の温度指示上昇により確認する。 

常設直流電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、

静的触媒式水素再結合装置温度監視装置の指示値を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度 350℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の

指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合 

 

２．原子炉格納容器水素燃焼装置 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合、原子炉格納容器水素

燃焼装置の自動起動を確認する。全交流動力電源が喪失した場合は、代替電源設備

である空冷式非常用発電装置からの給電後、速やかに原子炉格納容器水素燃焼装置

を起動する。また、原子炉格納容器水素燃焼装置の動作状況を、原子炉格納容器水

素燃焼装置温度監視装置の温度指示の上昇により確認する。常設直流電源が喪失し

た場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、原子炉格納容器水素燃

焼装置温度監視装置の指示値を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

原子炉格納容器水素燃焼装置の自動起動確認は、事故時における非常用炉心冷

却設備作動信号発信後に実施する。 

 

水素濃度監視 

１．可搬型格納容器内水素濃度計測装置 

当直課長は、炉心出口温度が 350℃以上または格納容器内高レンジエリアモニ

タ（高レンジ）の指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合、可搬型格納容器内水素

濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型格納容器ガス試料圧縮装置を起動し、可

搬型格納容器内水素濃度計測装置を起動後、格納容器内の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失および原子炉補機冷却機能喪失時は、空冷式

非常用発電装置からの給電操作および可搬型格納容器内水素濃度計測装置の系統

14
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構成を行い、可搬型原子炉補機冷却水循環ポンプおよび可搬型格納容器ガス試料

圧縮装置を起動し、可搬型格納容器内水素濃度計測装置を起動後、格納容器内の

水素濃度を確認する。 

常設直流電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認

後、格納容器内水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度 350℃以上または格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の

指示が 1×105mSv/h以上に到達した場合 

 

水素濃度低減・水素濃度監視 

（配慮すべき事項） 

○ 電源確保 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合、代替電源設備により水素濃

度低減に使用する設備および水素濃度監視に使用する設備に給電する。代替電源設

備により給電する手順は、表－１４「電源の確保に関する手順等」参照。 

 

○原子炉格納容器水素燃焼装置の起動条件 

炉心損傷の判断後に、電源の回復が炉心出口温度 350℃到達後 60分を経過した場

合および炉心損傷の判断に係るパラメータの確認ができない状況では、発電所対策

本部においてプラント情報等により、水素爆轟による原子炉格納容器破損の可能性

を判断するとともに、原子炉格納容器水素燃焼装置起動による原子炉格納容器の健

全性への影響を判断して起動可否を決定する。 

表-9 
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（１／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１ 
（成立性が要求される対応手段な

し） 
― ― ― 

２ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 28分 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）

による主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

３ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

No.２にて整備する。 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 26分 

窒素ボンベ（加圧器逃がし弁作動

用）による加圧器逃がし弁の機能

回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

可搬式空気圧縮機（加圧器逃がし

弁作動用）による加圧器逃がし弁

の機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

４ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 19分 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（３／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

６ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却 
No.７にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

７ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

90分 

緊急安全対策要員 2 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

８ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

No.４にて整備する。 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水 
No.４にて整備する。 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水 
No.４にて整備する。 

９ 
可搬型格納容器内水素濃度計測装

置による水素濃度監視※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 50分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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表－１１ 

操作手順 

１１．使用済燃料ピットの冷却等のための手順等 

① 方針目的 

使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能が喪失または使用済燃料ピットから

の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピットの水位が低下した場合、使用

済燃料ピット内の燃料体または使用済燃料（以下、「貯蔵槽内燃料体等」という。）を冷

却し、放射線の遮へい、および臨界を防止するため使用済燃料ピットへの注水、使用済

燃料ピットの監視を行うことを目的とする。 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピッ

トの水位が異常に低下した場合、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、臨

界を防止し、放射性物質の放出を低減するため使用済燃料ピットへのスプレイ、原子

炉補助建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水、使用済燃料ピットの監視を行うことを目的

とする。 

② 対応手段等 

使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能の喪失または使用済燃料ピット水の

小規模な漏えい発生時 

１．海水からの使用済燃料ピットへの注水 

発電所対策本部は、使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能が喪失また

は使用済燃料ピット水の小規模な漏えいが発生し、計画外に使用済燃料ピットポ

ンプの全台停止等により冷却機能が喪失した場合もしくは使用済燃料ピット温度

が 50℃を超える場合、または使用済燃料ピット水位が計画外に EL 31.79 m以下

まで低下している場合であって、かつ燃料取替用水タンクおよび２次系純水タン

クの機能が喪失した場合または燃料取替用水タンクおよび２次系純水タンクから

の注水を実施しても水位低下が継続する場合、送水車により海水を使用済燃料ピ

ットへ注水する。 

(1) 手順着手の判断基準 

計画外に使用済燃料ピットポンプの全台停止等により冷却機能が喪失した場

合もしくは使用済燃料ピット温度が 50℃を超える場合、または使用済燃料ピッ

ト水位が計画外に EL 31.79 m以下まで低下している場合であって、かつ燃料取

替用水タンクおよび２次系純水タンクの機能が喪失した場合または燃料取替用

水タンクおよび２次系純水タンクからの注水を実施しても水位低下が継続する

場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

使用済燃料ピットへの注水に使用する補機の優先順位は、注水までの所要時間

が短い多様性拡張設備である燃料取替用水タンク等を優先する。送水車は、使用

準備に時間を要することから、あらかじめ送水車等の運搬、設置および接続の準

備を行い、燃料取替用水タンク等の注水手段がなければ使用する。 
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等を行う。 

 

重大事故等時における使用済燃料ピットの監視時 

１．使用済燃料ピットの監視 

当直課長は、使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能が喪失または使用

済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時、または使用済燃料ピットからの大量の

水の漏えい発生時、常設設備である使用済燃料ピット水位（広域）、使用済燃料ピ

ット温度（ＡＭ用）および使用済燃料ピットエリア監視カメラにより使用済燃料

ピットの監視を行う。また、計画外に使用済燃料ピットポンプの全台停止等によ

り冷却機能が喪失した場合もしくは使用済燃料ピット温度が 50℃を超える場合、

または使用済燃料ピット水位が計画外に EL 31.79 m以下まで低下している場合、

可搬型設備である可搬型使用済燃料ピット水位、可搬式使用済燃料ピット区域周

辺エリアモニタおよび使用済燃料ピットエリア監視カメラ空冷装置の運搬、設置

および接続を行い、使用済燃料ピットの監視を行う。 

使用済燃料ピットの監視は、常設設備により行うが、計器の計測範囲を超えた

場合は、可搬型設備の計器を用いることで変動する可能性のある範囲を各計器が

オーバーラップして監視する。直流電源が喪失している場合は、代替電源設備か

ら給電されていることを確認後、可搬型設備の指示を確認する。 

(1) 常設設備による使用済燃料ピットの状態監視 

当直課長は、常設設備である使用済燃料ピット水位（広域）、使用済燃料ピッ

ト温度（ＡＭ用）および使用済燃料ピット監視カメラにより使用済燃料ピット

の監視を行う。 

 

(2) 可搬型設備による使用済燃料ピットの状態監視 

当直課長は、使用済燃料ピットの水位が低下した場合に、可搬型設備である

可搬型使用済燃料ピット水位、可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタ

および使用済燃料ピットエリア監視カメラ空冷装置を配置し中央制御室にて使

用済燃料ピットの監視を行う。 

可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタは、複数の設置場所での線量

率の相関（減衰率）関係を評価し、各設置場所間での関係性を把握し、指示値

の傾向を確認することで使用済燃料ピット区域の空間線量率を推定する。 

使用済燃料ピット監視カメラ空冷装置は、使用済燃料ピットの水位が低下し

た場合に、使用済燃料ピット監視カメラの耐環境性向上のため、空気を供給し

冷却を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

計画外に使用済燃料ピットポンプの全台停止等により冷却機能が喪失した

場合もしくは使用済燃料ピット温度が 50℃を超える場合、または使用済燃料

ピット水位が計画外に EL 31.79 m以下まで低下している場合 

 

表-11

3

資料2-199



美浜発電所 添付 3-126/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（４／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１０ 

水素排出（アニュラス空気再循環

設備） 

全交流動力電源または常設直流電

源が喪失した場合の操作手順※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

可搬型アニュラス内水素濃度計測

装置による水素濃度測定※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

50分 

緊急安全対策要員 1 

１１ 

海水から使用済燃料ピットへの注

水※１ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

送水車による使用済燃料ピットへ

のスプレイ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による使用済燃料ピットへ

の放水 

No.１２にて整備する。 

（大容量ポンプ（放水砲用）および放水砲に

よる大気への拡散抑制と同様） 

可搬型設備による使用済燃料ピッ

トの状態監視※１ 
緊急安全対策要員 4 2時間 

１２ 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 12 3.5時間 

シルトフェンスによる海洋への拡

散抑制 
緊急安全対策要員 6 4時間 

送水車およびスプレイヘッダによ

る大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲

および泡混合器による航空機燃料

火災への泡消火 

緊急安全対策要員 12 3.5時間 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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表－１１ 

操作手順 

１１．使用済燃料ピットの冷却等のための手順等 

① 方針目的 

使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能が喪失または使用済燃料ピットから

の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピットの水位が低下した場合、使用

済燃料ピット内の燃料体または使用済燃料（以下、「貯蔵槽内燃料体等」という。）を冷

却し、放射線の遮へい、および臨界を防止するため使用済燃料ピットへの注水、使用済

燃料ピットの監視を行うことを目的とする。 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピッ

トの水位が異常に低下した場合、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、臨

界を防止し、放射性物質の放出を低減するため使用済燃料ピットへのスプレイ、原子

炉補助建屋（貯蔵槽内燃料体等）への放水、使用済燃料ピットの監視を行うことを目的

とする。 

② 対応手段等 

使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能の喪失または使用済燃料ピット水の

小規模な漏えい発生時 

１．海水からの使用済燃料ピットへの注水 

発電所対策本部は、使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能が喪失また

は使用済燃料ピット水の小規模な漏えいが発生し、計画外に使用済燃料ピットポ

ンプの全台停止等により冷却機能が喪失した場合もしくは使用済燃料ピット温度

が 50℃を超える場合、または使用済燃料ピット水位が計画外に EL 31.79 m以下

まで低下している場合であって、かつ燃料取替用水タンクおよび２次系純水タン

クの機能が喪失した場合または燃料取替用水タンクおよび２次系純水タンクから

の注水を実施しても水位低下が継続する場合、送水車により海水を使用済燃料ピ

ットへ注水する。 

(1) 手順着手の判断基準 

計画外に使用済燃料ピットポンプの全台停止等により冷却機能が喪失した場

合もしくは使用済燃料ピット温度が 50℃を超える場合、または使用済燃料ピッ

ト水位が計画外に EL 31.79 m以下まで低下している場合であって、かつ燃料取

替用水タンクおよび２次系純水タンクの機能が喪失した場合または燃料取替用

水タンクおよび２次系純水タンクからの注水を実施しても水位低下が継続する

場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

使用済燃料ピットへの注水に使用する補機の優先順位は、注水までの所要時間

が短い多様性拡張設備である燃料取替用水タンク等を優先する。送水車は、使用

準備に時間を要することから、あらかじめ送水車等の運搬、設置および接続の準

備を行い、燃料取替用水タンク等の注水手段がなければ使用する。 

1,2
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等を行う。 

 

重大事故等時における使用済燃料ピットの監視時 

１．使用済燃料ピットの監視 

当直課長は、使用済燃料ピットの冷却機能もしくは注水機能が喪失または使用

済燃料ピット水の小規模な漏えい発生時、または使用済燃料ピットからの大量の

水の漏えい発生時、常設設備である使用済燃料ピット水位（広域）、使用済燃料ピ

ット温度（ＡＭ用）および使用済燃料ピットエリア監視カメラにより使用済燃料

ピットの監視を行う。また、計画外に使用済燃料ピットポンプの全台停止等によ

り冷却機能が喪失した場合もしくは使用済燃料ピット温度が 50℃を超える場合、

または使用済燃料ピット水位が計画外に EL 31.79 m以下まで低下している場合、

可搬型設備である可搬型使用済燃料ピット水位、可搬式使用済燃料ピット区域周

辺エリアモニタおよび使用済燃料ピットエリア監視カメラ空冷装置の運搬、設置

および接続を行い、使用済燃料ピットの監視を行う。 

使用済燃料ピットの監視は、常設設備により行うが、計器の計測範囲を超えた

場合は、可搬型設備の計器を用いることで変動する可能性のある範囲を各計器が

オーバーラップして監視する。直流電源が喪失している場合は、代替電源設備か

ら給電されていることを確認後、可搬型設備の指示を確認する。 

(1) 常設設備による使用済燃料ピットの状態監視 

当直課長は、常設設備である使用済燃料ピット水位（広域）、使用済燃料ピッ

ト温度（ＡＭ用）および使用済燃料ピット監視カメラにより使用済燃料ピット

の監視を行う。 

 

(2) 可搬型設備による使用済燃料ピットの状態監視 

当直課長は、使用済燃料ピットの水位が低下した場合に、可搬型設備である

可搬型使用済燃料ピット水位、可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタ

および使用済燃料ピットエリア監視カメラ空冷装置を配置し中央制御室にて使

用済燃料ピットの監視を行う。 

可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタは、複数の設置場所での線量

率の相関（減衰率）関係を評価し、各設置場所間での関係性を把握し、指示値

の傾向を確認することで使用済燃料ピット区域の空間線量率を推定する。 

使用済燃料ピット監視カメラ空冷装置は、使用済燃料ピットの水位が低下し

た場合に、使用済燃料ピット監視カメラの耐環境性向上のため、空気を供給し

冷却を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

計画外に使用済燃料ピットポンプの全台停止等により冷却機能が喪失した

場合もしくは使用済燃料ピット温度が 50℃を超える場合、または使用済燃料

ピット水位が計画外に EL 31.79 m以下まで低下している場合 
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（４／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１０ 

水素排出（アニュラス空気再循環

設備） 

全交流動力電源または常設直流電

源が喪失した場合の操作手順※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

可搬型アニュラス内水素濃度計測

装置による水素濃度測定※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

50分 

緊急安全対策要員 1 

１１ 

海水から使用済燃料ピットへの注

水※１ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

送水車による使用済燃料ピットへ

のスプレイ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による使用済燃料ピットへ

の放水 

No.１２にて整備する。 

（大容量ポンプ（放水砲用）および放水砲に

よる大気への拡散抑制と同様） 

可搬型設備による使用済燃料ピッ

トの状態監視※１ 
緊急安全対策要員 4 2時間 

１２ 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 12 3.5時間 

シルトフェンスによる海洋への拡

散抑制 
緊急安全対策要員 6 4時間 

送水車およびスプレイヘッダによ

る大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲

および泡混合器による航空機燃料

火災への泡消火 

緊急安全対策要員 12 3.5時間 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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１５．崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）
「燃料取出前のミッドループ運転中に余熱除去機能が喪失する事故」
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美浜発電所 添付 1-8/31 

 

【原子炉格納容器外で余熱除去系からの漏えいが発生した場合】 

１．燃料取替用水タンク水が、破断点から流出するのを防止するため、余熱除去系を

燃料取替用水タンクより隔離する。 

２．１次冷却材圧力が低下傾向で、炉心出口温度が１次冷却系最高使用圧力に対する

飽和温度以上に達すれば、主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次

冷却系の冷却を促進させる。 

３．余熱除去系を１次冷却系より隔離する。 

・隔離できていなければ〔破断点が隔離できない場合〕へ移行する。 

４．余熱除去系の系統分離を行い、破断系統を確認する。 

５．モ－ド５（低温停止）に移行する。 

 

〔破断点が隔離できない場合〕 

１．燃料取替用水タンク水の消費を減らすため、燃料取替用水タンクを水源とするポ

ンプは、高圧注入系１系統のみとする。 

２．１次冷却系への注水を長期間続けるために、燃料取替用水タンクに水を補給する。 

３．主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を促進させる。 

４．非常用炉心冷却系の停止条件を確認し、満足している場合は、高圧注入系を充て

ん系に切替える。 

・満足していない場合には、充てん系による崩壊熱除去が可能となった時点で、高

圧注入系を充てん系に切替える。 

５．余熱除去系の系統分離を行い、健全側余熱除去系による１次冷却系の冷却を行う。 

・余熱除去系による１次冷却系の冷却ができなければ、加圧器逃がし弁を強制開と

し、非常用炉心冷却系再循環運転に必要な水量を確保する。 

６．非常用炉心冷却系再循環運転を行う。 

７．健全側余熱除去系が確認できない場合は、蒸気発生器２次側による１次冷却系の

冷却を行う。 

 

 

表-3
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美浜発電所 添付 1-14/31 

表－７ 

事象ベース運転操作基準 

３．原子炉格納容器スプレイ系作動 

① 目 的 

・原子炉格納容器の健全性を確保する。 

② 導入条件 

・原子炉格納容器スプレイ系作動設定値に達した場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉格納容器スプレイ系警報の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動、格納容器隔離作動の警報発信を確認する。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動信号の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信していることを確

認する。なお、原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信す

る設定値になっても発信しない場合には、手動にて発信させる。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動機器の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号により、自動作動する弁、

ダンパおよび機器が正規の状態になることを確認する。なお、正規の状態になら

なければ回復を試みる。 

・原子炉格納容器スプレイ系不作動の場合は、『安全機能ベース運転操作基準「原子

炉格納容器健全性の確保」』へ移行する。 

２．原子炉格納容器圧力が通常圧力に低下すれば、原子炉格納容器スプレイ系を停止

する。 

３．燃料取替用水タンク水位が、再循環切替水位となれば、原子炉格納容器スプレイ

系の水源を、燃料取替用水タンクから格納容器再循環サンプに切替える。 

・原子炉格納容器スプレイ系の格納容器再循環サンプ切替が不能となった場合は、

〔原子炉格納容器スプレイ系再循環切替不能〕へ移行する。 

 

 

  

7
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美浜発電所 添付 1-28/31 

表－１３ 

安全機能ベース運転操作基準 

４．原子炉格納容器健全性の確保 

① 目 的 

・原子炉格納容器圧力上昇により、原子炉格納容器の健全性が脅かされる可能性がある

場合、原子炉格納容器圧力上昇を減少させるための適切な運転操作を行い、原子炉格

納容器の健全性を確保する。 

② 導入条件 ④ 脱出条件 

・原子炉格納容器圧力が、原子炉格納容器

スプレイ系作動設定値以上および原子炉

格納容器スプレイ系不作動 

・原子炉格納容器スプレイ系が作動し、原

子炉格納容器圧力が原子炉格納容器最高

使用圧力以下となった場合 

③ 主な監視操作内容 

１．格納容器隔離信号により、自動作動する弁およびダンパが正規の状態になること

を確認する。なお、正規の状態にならなければ回復を試みる。 

２．１系統以上の原子炉格納容器スプレイ系の起動を試みる。 

３．２次冷却材喪失事象の場合は、破損蒸気発生器の隔離を行う。 

４．原子炉格納容器の圧力上昇緩和のため、主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス

弁により１次冷却系の冷却を促進させる。 

５．格納容器循環冷暖房ユニットによる原子炉格納容器内自然対流冷却を開始する。 

６．原子炉格納容器スプレイ系が１系統以上作動し、原子炉格納容器圧力が最高使用

圧力以下へ低下することが確認できなければ、「順序２」に戻る。 

 

 

8
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美浜発電所 添付 3-44/144 

 

２．蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(1) 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による蒸気放出 

当直課長は、蒸気発生器への注水が確保されている場合は、中央制御室にて主

蒸気逃がし弁を開操作し、蒸気発生器２次側による炉心冷却を行う。 

全交流動力電源喪失等により、中央制御室から主蒸気逃がし弁を操作できない

場合は、現場で手動により主蒸気逃がし弁を開操作することで、蒸気発生器２次

側による炉心冷却により１次冷却系の減圧を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除去設備の崩壊

熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認で

きない場合に、蒸気発生器への注水が確保されたことを確認できた場合 

 

運転停止中の場合 

フロントライン系機能喪失時 

１．炉心注水／代替炉心注水 

当直課長は、運転停止中に余熱除去設備である余熱除去ポンプの故障等により崩

壊熱除去機能が喪失した場合、以下の手順により燃料取替用水タンク水等を原子炉

へ注水する。 

(1) 充てん／高圧注入ポンプによる炉心注水 

当直課長は、充てん／高圧注入ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉に

注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により、余熱除去設備の崩壊熱除去機

能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認できない場

合に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保され

ている場合 

 

(2) アキュムレータによる炉心注水 

当直課長は、アキュムレータ水を原子炉に注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

燃料取替用水タンクの重力注水により、原子炉への注水を余熱除去クーラ出

口流量等にて確認できない場合に、原子炉へ注水するために必要なアキュムレ

ータ水位が確保されている場合 

 

(3) Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替炉心

注水 

当直課長は、Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）に

より燃料取替用水タンク水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

アキュムレータによる原子炉への注水をアキュムレータ圧力等にて確認でき

ない場合に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク水位が確保さ

表-4
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美浜発電所 添付 3-45/144 

れている場合 

 

(4) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉

に注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用す

る。 

ａ．手順着手の判断基準 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）の故障等によ

り、原子炉への注水をＡ余熱除去クーラ出口流量等で確認できない場合に、原

子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場

合 

 

(5) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、可搬式代替低圧注水ポンプにより海水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により原子炉への注水をＡ余熱除去クーラ

出口流量等にて確認できない場合 

 

２．代替再循環運転 

(1) Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替再循

環運転 

当直課長は、運転停止中に余熱除去設備である余熱除去ポンプの故障等により

崩壊熱除去機能が喪失した場合、炉心注水または代替炉心注水により燃料取替用

水タンク水等を原子炉へ注水後、格納容器再循環サンプに水源を切り替えて、Ａ、

Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）およびＡ内部スプレク

ーラを用いた代替再循環運転により格納容器再循環サンプ水を原子炉へ注水す

る。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により、原子炉への注水を余熱除去流

クーラ出口量等にて確認できない場合に、代替再循環運転をするために必要な

格納容器再循環サンプの水位が確保されている場合 

 

３．蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水） 

(1) 電動補助給水ポンプまたはタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注

水 

当直課長は、運転停止中に余熱除去設備である余熱除去ポンプの故障等により

崩壊熱除去機能が喪失した場合で、かつ１次冷却系に開口部がない場合は、電動

補助給水ポンプまたはタービン動補助給水ポンプにより復水タンク水を蒸気発生

器へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により、余熱除去設備の崩壊熱除去機

能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認できない場

5
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合に、１次冷却系に開口部がなく、蒸気発生器へ注水するために必要な復水タ

ンク水位が確保されている場合 

 

４．蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(1) 主蒸気逃がし弁による蒸気放出 

当直課長は、蒸気発生器への注水が確保されている場合は、中央制御室にて主

蒸気逃がし弁を開操作し、蒸気発生器２次側による炉心冷却を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により、余熱除去設備による崩壊熱除

去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認できな

い場合に、蒸気発生器への注水が確保されたことを補助給水流量等により確認

できた場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により崩壊熱除去機能が喪失した場合で、

かつ１次冷却系に開口部がない場合は、蒸気発生器２次側による炉心冷却を優先す

る。 

蒸気発生器２次側による炉心冷却ができない場合は、炉心注水または代替炉心注

水による炉心冷却を行い、格納容器再循環サンプが再循環可能水位となれば、代替

再循環運転を実施し、原子炉を冷却する。 

炉心注水、代替炉心注水に使用する補機の優先順位は、中央制御室で操作可能で

ある充てん／高圧注入ポンプによる原子炉への注水を行う。充てん／高圧注入ポン

プが使用できない場合は、アキュムレータを使用する。上記による原子炉への注水

不能の場合は、準備時間の短いＡ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ラ

イン使用）を使用し、次に恒設代替低圧注水ポンプを使用する。可搬式代替低圧注

水ポンプは使用準備に時間を要することから、あらかじめ可搬式代替低圧注水ポン

プ等の準備を開始するとともに、使用可能であれば多様性拡張設備である電動消火

ポンプ等による代替注水手段を使用する。可搬式代替低圧注水ポンプ等の使用準備

が完了し多様性拡張設備を含む他の注水手段がなければこれを使用する。 

 

○ 格納容器内からの退避 

当直課長は、運転停止中において、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機

能喪失により余熱除去系による崩壊熱除去機能が喪失した場合または１次冷却材が

流出した場合に、燃料取替用水タンクの保有水を充てん／高圧注入ポンプ等にて原

子炉へ注水し、開放中の加圧器安全弁から格納容器内へ蒸散させることにより原子

炉を冷却する。この場合は、格納容器内の雰囲気悪化から格納容器内の作業員を守

るために作業員を退避させる。 

また、運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束が上

昇した場合は、臨界になる可能性があるため格納容器内の作業員を守るために作業

員を退避させる。 

(1) 手順着手の判断基準 

表-4
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運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除去

系設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等

にて確認できない場合または格納容器サンプの水位等にて１次冷却材の流出を確

認した場合 

運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束の上昇に

より炉停止時中性子源領域中性子束高警報が発信した場合または炉停止時中性子

源領域中性子束高警報が発信するおそれがある場合 

 

○ 作業性 

可搬式代替低圧注水ポンプによる原子炉への注水に係る可搬型ホース等の接続に

ついては速やかに作業ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）への燃料補給については、速やかに作業

ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃等

を行う。 

 

運転停止中の場合 

サポート系機能喪失時 

１．代替炉心注水 

当直課長は、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失により崩壊熱除

去機能が喪失した場合、以下の手順により燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注水

する。 

(1) アキュムレータによる代替炉心注水 

当直課長は、空冷式非常用発電装置より受電した後、アキュムレータ水を原子

炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

燃料取替用水タンクの重力注水により、原子炉への注水を余熱除去クーラ出

口流量等にて確認できない場合に、原子炉へ注水するために必要なアキュムレ

ータ水位が確保されている場合 

 

(2) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、空冷式非常用発電装置より受電した恒設代替低圧注水ポンプによ

り燃料取替用水タンク水を原子炉へ注水する。燃料取替用水タンクが使用できな

い場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除

去設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量

等にて確認できない場合に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タン

ク等の水位が確保されている場合 

 

表-4
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表－６ 

操作手順 

６．原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

① 方針目的 

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）内の冷

却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため、格納容器内自然対流

冷却、代替格納容器スプレイにより格納容器圧力および温度を低下させることを目的と

する。また、炉心の著しい損傷が発生した場合において格納容器の破損を防止するため、

格納容器内自然対流冷却、代替格納容器スプレイにより格納容器圧力および温度ならび

に放射性物質の濃度を低下させることを目的とする。 

 

② 対応手段等 

炉心損傷前 

フロントライン系機能喪失時 

１．格納容器内自然対流冷却 

(1) Ａ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対流冷却 

当直課長は、内部スプレポンプの故障等により格納容器内の冷却機能が喪失し、

格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値以上かつ内部スプレポンプによる格

納容器へのスプレイができない場合、または格納容器スプレイ再循環運転時に内

部スプレポンプによる格納容器へのスプレイができない場合、原子炉補機冷却水

系の沸騰を防止するため、１次系冷却水タンクを窒素ボンベ（１次系冷却水タン

ク加圧用）により加圧し、Ａ格納容器循環冷暖房ユニット冷却状態監視のため可

搬型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに原子炉補機冷却

水を通水することにより格納容器内自然対流冷却を行う。原子炉補機冷却水通水

後、可搬型温度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温

度差、格納容器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状態である

ことを確認する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（131kPa〔gage〕）以上かつ、内

部スプレポンプの故障等により格納容器へのスプレイを内部スプレクーラ出口

流量等で確認できない場合または格納容器スプレイ再循環運転時に内部スプレ

ポンプの故障等により格納容器へのスプレイを内部スプレクーラ出口流量等で

確認できない場合 

 

２．代替格納容器スプレイ 

内部スプレポンプの故障等により格納容器内の冷却機能が喪失した場合に、以下

の手順により燃料取替用水タンク水を格納容器へスプレイする。 

(1) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、内部スプレポンプの故障等により格納容器内の冷却機能が喪失し、

格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値以上かつ内部スプレポンプによる格

納容器へのスプレイができない場合、格納容器圧力が最高使用圧力以上かつ内部

スプレポンプによる格納容器へのスプレイができない場合、および格納容器内自
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表－１０ 

操作手順 

１０．水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素が原子炉格納容器（以下、「格納容器」

という。）内に放出され、格納容器から格納容器周囲のアニュラスに漏えいした場合にも、

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため、アニュラス内の水素排出および水

素濃度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素排出 

１．アニュラス空気再循環設備による水素排出 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合に、アニュラス循環フ

ァンが起動し、アニュラス内の水素を含むガスがアニュラスからアニュラス循環フ

ィルタユニットを通して屋外へ排出されていることを、アニュラス内圧力の低下に

て確認する。 

当直課長は、全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合は、Ｂアニュラ

ス循環系のダンパに窒素ボンベ（アニュラス循環系ダンパ作動用）から代替制御用

空気を供給するための系統構成を行い、代替電源設備から給電した後、Ｂアニュラ

ス循環ファンを運転する。 

(1) 交流動力電源および直流電源が健全である場合 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

 

(2) 全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

 

水素濃度監視 

１．可搬型アニュラス内水素濃度計測装置による水素濃度測定 

当直課長は、炉心の損傷を判断した場合、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置

の系統構成を行い、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内

の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失時は、空冷式非常用発電装置からの給電操作お

よび可搬型アニュラス内水素濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型アニュラス内

水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内の水素濃度を確認する。また、常設直流

電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、アニュラ

ス内の水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度が 350 ℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レン

ジ）の指示値が 1×105 mSv/h以上の場合 
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表－１６ 

操作手順 

１６．中央制御室の居住性に関する手順等 

① 方針目的 

重大事故等が発生した場合において、運転員が中央制御室にとどまるために必要な対

処設備および資機材を活用した居住性の確保、汚染の持ち込み防止、放射性物質の濃

度低減を図ることを目的とする。 

 

② 対応手段等 

居住性の確保 

当直課長は、重大事故等が発生した場合において、中央制御室にとどまる運転員の

被ばく線量を７日間で 100 mSvを超えないよう、中央制御室遮蔽および中央制御室換

気設備の外気を遮断した状態で閉回路循環運転（以下、「中央制御室換気隔離モード」

という。）により、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等を

防護するとともにマネジメント（マスク等）による放射線防護措置等にて被ばくを低

減し、以下の手順等で中央制御室の居住性を確保する。 

１．中央制御室換気設備の運転手順等 

当直課長は、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等

を防護するため、中央制御室換気隔離モードでの運転を行い、中央制御室非常用

循環フィルタユニットに内蔵されたよう素フィルタおよび微粒子フィルタにより

放射性物質を除去する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、手動による系統構成を行い、代替交流電源

設備により受電し中央制御室換気設備を運転する。 

(1) 交流動力電源が正常な場合 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号の発信または中央制御室エリアモ

ニタ指示値上昇による中央制御室換気隔離信号の発信を確認した場合、中央制

御室換気設備が中央制御室換気隔離モードで運転中であることを確認する。 

また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号発信による中央制御室換気隔離信号または中

央制御室エリアモニタ指示値上昇により中央制御室換気隔離信号の発信を確

認した場合 

 

(2) 全交流動力電源が喪失した場合 

当直課長は、全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備が中央制御室

換気隔離モードにできない場合は、手動によるダンパの開操作により中央制御

室換気隔離モードの系統構成を行い、代替交流電源設備による給電後、中央制

御室換気設備を運転する。 
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（１／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１ 
（成立性が要求される対応手段な

し） 
― ― ― 

２ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 28分 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）

による主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

３ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

No.２にて整備する。 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 26分 

窒素ボンベ（加圧器逃がし弁作動

用）による加圧器逃がし弁の機能

回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

可搬式空気圧縮機（加圧器逃がし

弁作動用）による加圧器逃がし弁

の機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

４ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 19分 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（２／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

４ 

可搬式代替低圧注水ポンプによる

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

8.5時間 

緊急安全対策要員 18 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 

90分 

緊急安全対策要員 3 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる蒸気放出 

No.３にて整備する。 

(主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸

気逃がし弁の機能回復と同様） 

アキュムレータによる炉心注水※１ 
運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

電源車（可搬式代替低圧注水ポン

プ用）への燃料補給 
緊急安全対策要員 2 2.3時間 

大容量ポンプへ

の燃料補給 

タンクローリー

（EL 5.5m 燃料

油取出口を使

用）※１ 

緊急安全対策要員 2 2.3時間 

タンクローリー

および燃料油移

送ポンプ使用時

（EL 32.0m燃料

油取出口を使

用） 

緊急安全対策要員 4 3.1時間 

送水車への燃料補給※１ 緊急安全対策要員 2 75分 

５ 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

大容量ポンプによる補機冷却水

（海水）通水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  

4
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美浜発電所 添付 3-125/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（３／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

６ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却 
No.７にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

７ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

90分 

緊急安全対策要員 2 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

８ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

No.４にて整備する。 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水 
No.４にて整備する。 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水 
No.４にて整備する。 

９ 
可搬型格納容器内水素濃度計測装

置による水素濃度監視※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 50分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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１６．崩壊熱除去機能喪失（余熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）
「燃料取出前のミッドループ運転中に外部電源が喪失するとともに非常用所内電源が喪失し、
原子炉補機冷却機能が喪失する事故」

資料2-220



7.
4.

2-
24 

7.
4.

2.
2

 

  

1

2 3

4

4 4

5

6

5

5

6

6

7 7

8 8

9
1
0 1
0

1
1

1
2

3

3

表
-2

0
（
要
員
・時
間
）

保
 安

 規
 定

社
内
規
定

添
 付

 資
 料

6

添
付

1 
表

 
8 
全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 「
代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」「
再
循
環
運
転
」

添
付

3 
表

-4
 原
子
炉
冷
却
材
圧
⼒

 
 

 
  
低
圧
時

 
発
電
用
原
子
炉

 
冷
却

 
 

 
 

 
手
順

等  サ
ポ
ー
ト系
機
能
喪
失
時

  
運
転
停
止
中

 
場
合

 代
替
再
循
環
運
転

 運
転
停
止
中

 
 

 
 
全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 
発

生
した
場
合
」

 格
納
容
器
再
循
環

 
  
水
位

 
 再
循
環
可
能
水
位

  
  
大
容
量

 
 

 
 

  
海
水
供
給

 
可

能
  

 
 

 代
替
炉
心
注
水

 
 再
循
環
運
転

 
切
替

 
 炉
心
冷
却

 
継
続

 
 

 

－

7

添
付

1 
表

-8
 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 「
代
替
電
源
か
らの
受
電
」

添
付

3 
表

-1
4 
電
源
の
確
保
に
関
す
る
手
順
等

  
代
替
電
源
（
交
流
）

 
給
電

 
 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失
時

 
 外
部
電
源
受
電
操
作

 
 

 
 

  
 

 
発
電
機

 
起
動
操
作

 
実
施

  
 

 非
常
用
高
圧
⺟
線

 
電
圧
等

 
確
⽴

  
 
場
合

 空
冷
式
非
常
用
発
電
装
置

 
 受
電
準
備

 
⾏

  
後

 空
冷
式
非
常
用
発
電
装
置

 
 

 給
電

 
 

 

4人 19
分

8

添
付

1 
表

-8
 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 「
代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

添
付

3 
表

-1
0 
水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
建
屋
等
の
損
傷
を
防
止
す
る
た
め
の
手
順
等

 「
水
素
排
出
」

 全
交
流
動
⼒
電
源

 
 

 
常
設
直
流
電
源

 
喪
失

  
場
合

 
 Ｂ

 
 

  
 
循
環
系

 
弁

 
窒
素

 
 

 
（

 
  

  
循
環
系

  
 
作
動
用
）

 
 代
替
制
御
用
空
気

 
供
給

 系
統
構
成

 
⾏

 
 代
替

電
源
設
備
か
ら給
電
した
後
、Ｂ
ア
ニュ
ラス
循
環
ファ
ン
を
運
転
す
る
。

2人 30
分

9

添
付

1 
表

-8
 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 「
代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

 使
用
済
燃
料

  
  

 
注
水
準
備

 
⾏

  
－

10

添
付

1 
表

-8
 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 「
代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

添
付

3 
表

-1
6 
中
央
制
御
室
の
居
住
性
に
関
す
る
手
順
等

  
居
住
性

 
確
保

 中
央
制
御
室
換
気
設
備

 
運
転
手
順
等

  
全
交
流
動
⼒
電
源

 
喪
失

  
場

合
」

 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 
 

  
中
央
制
御
室
換
気
設
備

 
中
央
制
御
室
換
気
隔
離

 
 

  
 

 
 

 
場
合

 
 手
動

 
 

 
  

 
 
開
操
作

 
 

 中
央
制
御
室
換
気
隔
離

 
 

  
系
統
構
成

 
⾏

 
 

代
替
交
流
電
源
設
備

 
 

 
給
電
後

 中
央
制
御
室
換
気
設
備

 
運
転

 
る
。

3人 70
分

11

添
付

1 
表

-8
 全
交
流
動
⼒
電
源
喪
失

 「
代
替
炉
心
注
水
他
準
備
」

添
付

3 
表

-4
原
子
炉
冷
却
材
圧
⼒

 
 

 
  
低
圧
時

 
発
電
用
原
子
炉

 
冷
却

 
 

 
 

 
手
順
等

 「
運
転
停
止
中
の
場
合

 サ
ポ
ー
ト系
機
能
喪
失
時

 代
替
炉
心
注
水
」

 運
転
停
止
中

 
全
交
流
動
⼒
電
源

 
喪
失

  
原
子
炉

 
注
水

 
 

 
 

 
必
要

 
燃
料
取
替
用
水

 
 

 等
 
水
位

 
確
保

  
 

 
 
場
合

 空
冷
式
非
常
用
発
電
装
置

 
 受
電

  
Ｃ
充

 
 
／
高
圧
注

入
 

 
 
（
自
己
冷
却
）

 
 

 燃
料
取
替
用
水

  
 水

 
原
子
炉

 
注
水

 
 
。

7人 90
分

事
故
時
操
作
所
則

第
二
部

 全
交
流
電
源
喪
失

(原
子
炉
運
転
モ
ー

ド1
,2

,3
,4

 [
余
熱

除
去
運
転
中

])
」

資料2-221



7.
4.

2-
24 

7.
4.

2.
2

 

  

1

2 3

4

4 4

5

6

5

5

6

6

7 7

8 8

9
1
0 1
0

1
1

1
2

3

3

表
-2

0
（
要
員
・時
間
）

保
 安

 規
 定

社
内
規
定

添
 付

 資
 料

12
添
付

1 
表

-9
 原
子
炉
補
機
冷
却
機
能
喪
失

  
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系
機
能
回
復

 
場
合

 １
次
系
冷
却
水

 
 

 
運
転
可
能

 
場
合

 
 健
全

 
  

 
１
次
系
冷
却
水

 
 

 
 
起
動

 
 

 
－

事
故
時
操
作
所
則

第
二
部

 全
交
流
電
源
喪
失

(原
子
炉
運
転
モ
ー

ド1
,2

,3
,4

 [
余
熱

除
去
運
転
中

])
」

資料2-222



美浜発電所 添付 1-16/31 

表－８ 

事象ベース運転操作基準 

４．サポート系の確保 

（１）全交流動力電源喪失 

① 目 的 

・全ての交流動力電源が喪失した状態でプラントを安定させ、早期に電源を回復させる。 

② 導入条件 

・全ての非常用母線および常用母線の電圧が零ボルト 

③ 主な監視操作内容 

原子炉トリップの確認 

１．原子炉トリップの確認を行う。 

 

タービン・発電機トリップの確認 

１．タービントリップ、発電機トリップの確認を行う。 

 

補助給水流量の確認 

１．補助給水流量により補助給水機能が健全であることを確認する。 

 

全交流動力電源喪失判断 

１．外部電源喪失、ディーゼル発電機起動不能等により所内電源が喪失したことを確

認する。 

２．交流動力電源の早期回復不能を判断し、全交流動力電源喪失時の措置を開始する。 

 

代替電源からの受電 

１．代替電源（非常用発電機等）から受電したことを確認する。 

 

代替炉心注水他準備 

１．代替炉心注水の準備、アニュラス循環系、中央制御室空調系の準備、原子炉格納

容器内自然対流冷却の準備、燃料取替用水タンクの保有水確保準備および蒸気発

生器、使用済燃料ピットへの注水準備を行う。 

 

１次冷却系からの漏えいの有無の確認 

１．１次冷却材漏えいの有無を確認する。 

 

蒸気発生器２次側による１次冷却系の強制冷却 

１．補助給水機能が確保されていれば、主蒸気逃がし弁を現場手動にて全開とし、１

次冷却系の強制冷却を行う。 

２．１次冷却系の減圧により、蓄圧注入系が動作していることを確認する。 
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所内直流電源の確保 

１．代替電源からの給電が長期にわたり行えない場合は、蓄電池からの受電や不要な

直流負荷を切り離す。 

 

１次冷却材ポンプの封水系、原子炉補機冷却水系の隔離 

１．１次冷却材ポンプの封水系および原子炉補機冷却水系の隔離を行う。 

 

アキュムレータ隔離 

１．１次冷却材圧力がアキュムレータからの窒素ガスの混入を防止するための圧力と

なり、代替電源からの給電が可能となればアキュムレータの出口弁を閉止する。 

 

代替炉心注水 

１．１次冷却材圧力が１次冷却材ポンプ封水戻りライン安全弁吹き止まり圧力未満と

なり、代替炉心注水系の準備が整えば代替炉心注水を開始する。 

 

再循環運転 

１．格納容器再循環サンプ水位が、再循環可能水位となり、大容量ポンプからの海水

供給が可能となれば、代替炉心注水から再循環運転に切替え、炉心冷却を継続す

る。 

 

原子炉格納容器内自然対流冷却の開始 

１．原子炉格納容器圧力が原子炉格納容器スプレイ系作動設定値以上となり、大容量

ポンプからの海水供給が可能となれば格納容器循環冷暖房ユニットへの海水通水

により、原子炉格納容器内自然対流冷却を開始する。 

 

表-8
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代替炉心注水 

１．１次冷却材圧力が冷却材ポンプ封水戻りライン安全弁吹き止まり圧力未満となり、

代替炉心注水系の準備が整えば代替炉心注水を開始する。 

 

原子炉補機冷却水系機能回復の確認 

１．健全ヘッダ側の１次系冷却水タンクに水位が確認されれば、【原子炉補機冷却水系

機能回復の場合】へ移行する。 

・原子炉補機冷却水系機能が回復していなければ大容量ポンプからの海水供給によ

る再循環運転へ移行する。 

２．【海水冷却機能喪失の場合】は海水冷却機能回復の確認へ移行する。 

 

再循環運転 

１．格納容器再循環サンプ水位が、再循環可能水位となれば代替炉心注水から再循環

運転に切替え、炉心冷却を継続する。 

 

原子炉格納容器内自然対流冷却の開始 

１．原子炉格納容器圧力が原子炉格納容器スプレイ系作動設定値以上となり、大容量

ポンプからの海水供給が可能となれば格納容器循環冷暖房ユニットへの海水通水

により、原子炉格納容器内自然対流冷却を開始する。 

 

【原子炉補機冷却水系機能回復の場合】 

１次系冷却水ポンプ運転可能の場合 

１．健全ヘッダの１次系冷却水ポンプを起動する。 

２．充てん系ポンプの冷却を行っていた場合は、原子炉補機冷却水系ドレンおよび空

調用冷水の通水を停止する。 

３．充てん系ポンプによる充てん、封水注入を再開する。 

４．制御用空気系を起動し、雑用空気系からの空気供給を停止する。 

５．モード５（低温停止）に移行する。 

 

【海水冷却機能喪失の場合】 

１．手動による原子炉トリップを行い、１次冷却材ポンプを全台停止、代替炉心注水

他準備、および制御用空気系の空気供給を雑用空気系に切替え、１次冷却材漏え

いの有無および原子炉補機冷却水温度を確認し、以下の措置を実施する。 

 

〔安全系補機の冷却水制限温度未満の場合〕 

１．蒸気発生器２次側による１次冷却系の減温、減圧を実施し、海水冷却機能が回復

すればモード５（低温停止）に移行する。 
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運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除去

系設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等

にて確認できない場合または格納容器サンプの水位等にて１次冷却材の流出を確

認した場合 

運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束の上昇に

より炉停止時中性子源領域中性子束高警報が発信した場合または炉停止時中性子

源領域中性子束高警報が発信するおそれがある場合 

 

○ 作業性 

可搬式代替低圧注水ポンプによる原子炉への注水に係る可搬型ホース等の接続に

ついては速やかに作業ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）への燃料補給については、速やかに作業

ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃等

を行う。 

 

運転停止中の場合 

サポート系機能喪失時 

１．代替炉心注水 

当直課長は、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失により崩壊熱除

去機能が喪失した場合、以下の手順により燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注水

する。 

(1) アキュムレータによる代替炉心注水 

当直課長は、空冷式非常用発電装置より受電した後、アキュムレータ水を原子

炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

燃料取替用水タンクの重力注水により、原子炉への注水を余熱除去クーラ出

口流量等にて確認できない場合に、原子炉へ注水するために必要なアキュムレ

ータ水位が確保されている場合 

 

(2) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、空冷式非常用発電装置より受電した恒設代替低圧注水ポンプによ

り燃料取替用水タンク水を原子炉へ注水する。燃料取替用水タンクが使用できな

い場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除

去設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量

等にて確認できない場合に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タン

ク等の水位が確保されている場合 
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(3) Ｃ充てん／ 高圧注入ポンプ（自己冷却）による代替炉心注水 

当直課長は、空冷式非常用発電装置より受電したＣ充てん／ 高圧注入ポンプ

（自己冷却）により燃料取替用水タンク水を原子炉へ注水する。燃料取替用水タ

ンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源が喪失し、恒設代替低圧注水ポンプの故障等に

より、原子炉への注水をＡ余熱除去クーラ出口流量等にて確認できない場合に、

原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている

場合 

運転停止中に原子炉補機冷却機能が喪失し、Ａ余熱除去ポンプ（空調用冷水）

の故障等により、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認できな

い場合に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンクの水位が確保さ

れている場合 

 

(4) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、可搬式代替低圧注水ポンプにより海水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

Ａ 、Ｂ 内部スプレポンプ（自己冷却）（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）

の故障等により、原子炉への注水をＡ余熱除去クーラ出口流量等にて確認でき

ない場合 

 

２． 代替再循環運転 

(1) 運転停止中において全交流動力電源喪失が発生した場合 

ａ．Ｂ余熱除去ポンプ（海水冷却）による低圧代替再循環運転 

当直課長は、運転停止中に全交流動力電源喪失時は、大容量ポンプにより代

替補機冷却水が確保され、空冷式非常用発電装置より受電したＢ余熱除去ポン

プ（海水冷却）を用いた低圧代替再循環運転による代替再循環運転を行うとと

もに、大容量ポンプを用いた格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自

然対流冷却により格納容器内を冷却する。 

(a) 手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源喪失事象が発生した場合に、大容量ポンプに

より代替補機冷却による冷却水が確保され、低圧代替再循環運転をするため

に必要な格納容器再循環サンプの水位が確保されている場合 

 

ｂ．Ｂ余熱除去ポンプ（海水冷却）およびＢ充てん／高圧注入ポンプ（海水冷却）

による高圧代替再循環運転 

当直課長は、運転停止中に全交流動力電源喪失時は、大容量ポンプにより代

替補機冷却水が確保され、空冷式非常用発電装置より受電したＢ余熱除去ポン

プ（海水冷却）およびＢ充てん／高圧注入ポンプ（海水冷却）を用いた高圧代

替再循環運転による代替再循環運転を行うとともに、大容量ポンプを用いた格

納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対流冷却により格納容器内を

冷却する。 

表-4
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去設備による崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口

流量等にて確認できない場合に、１次冷却系に開口部がなく、蒸気発生器へ注

水するために必要な復水タンク水位が確保されている場合 

４．蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(1) 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による蒸気放出 

当直課長は、蒸気発生器への注水が確保された場合は、現場にて主蒸気逃がし

弁を手動により開とし、蒸気発生器２次側による炉心冷却を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除

去設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量

等にて確認できない場合に、蒸気発生器への注水が補助給水流量等により確保

されたことを確認できた場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失により崩壊熱除去機能が喪失

した場合で、かつ、１次冷却系に開口部がない場合は、蒸気発生器２次側による炉

心冷却を実施する。 

蒸気発生器２次側による炉心冷却ができない場合は、代替炉心注水による炉心冷

却を行い、格納容器再循環サンプが再循環可能水位となれば、代替再循環運転を実

施し、原子炉を冷却する。 

代替炉心注水に使用する補機の優先順位は、使用可能であれば多様性拡張設備で

あるが、電源回復しない場合でも注水が可能な燃料取替用水タンクからの重力注水

を優先する。空冷式非常用発電装置から受電後は、準備時間が短いアキュムレータ

を使用する。並行して継続的に原子炉に注水するために恒設代替低圧注水ポンプを

準備し、準備が整えば使用する。次にＣ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）を使

用する。可搬式代替低圧注水ポンプは、使用準備に時間を要することから、あらか

じめ可搬式代替低圧注水ポンプ等の準備を開始するとともに、使用可能であれば多

様性拡張設備であるＡ、Ｂ内部スプレポンプ（自己冷却）（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ラ

イン使用）等による代替炉心注水手段を使用する。可搬式代替低圧注水ポンプ等の

使用準備が完了し、多様性拡張設備を含む他の注水手段がなければこれを使用する。 

原子炉補機冷却機能喪失時に代替再循環運転に使用する機器の優先順位は、使用

可能であれば多様性拡張設備であるが準備時間が短いＡ余熱除去ポンプ（空調用冷

水）を優先し、次にＢ余熱除去ポンプ（海水冷却）またはＢ余熱除去ポンプ（海水

冷却）およびＢ充てん／高圧注入ポンプ（海水冷却）を使用する。 

 

○ 作業性 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）の補機冷却水確保に係るディスタンスピ

ース取替えについては、速やかに作業ができるように作業場所近傍に使用工具を配

備する。 

可搬式代替低圧注水ポンプによる原子炉への注水に係る可搬型ホース等の接続に

ついては速やかに作業ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 
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電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）への燃料補給については、速やかに作業

ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

 

○ 格納容器内からの退避 

当直課長は、運転停止中において、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機

能喪失により余熱除去系による崩壊熱除去機能が喪失した場合または１次冷却材が

流出した場合に、燃料取替用水タンクの保有水を充てん／高圧注入ポンプ等にて原

子炉へ注水し、開放中の加圧器安全弁から格納容器内へ蒸散させることにより原子

炉を冷却する。この場合は、格納容器内の雰囲気悪化から格納容器内の作業員を守

るために作業員を退避させる。 

また、運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束が上

昇した場合は、臨界になる可能性があるため格納容器内の作業員を守るために作業

員を退避させる。 

(1) 手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除去

系設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等

にて確認できない場合または格納容器サンプの水位等にて１次冷却材の流出を確

認した場合 

運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束の上昇に

より炉停止時中性子源領域中性子束高警報が発信した場合または炉停止時中性子

源領域中性子束高警報が発信するおそれがある場合 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃等

を行う。 

 

③ 復旧に係る手順等 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合、設計基準事故対処設備を代替電源（交

流）からの給電により起動し十分な期間の運転を継続させる。 

１．電源確保 

空冷式非常用発電装置により恒設代替低圧注水ポンプへ給電する。全交流動力電

源喪失時は、代替電源（交流）によりＣ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）およ

びアキュムレータ出口電動弁へ給電する。給電の手順は、表－１４「電源の確保に

関する手順等」参照。 

 

２．燃料補給 

電源車（ 可搬式代替低圧注水ポンプ用）、大容量ポンプへの重油の補給は、定格

負荷運転時における燃料補給作業着手時間※１となれば燃料油貯蔵タンクおよびタ

ンクローリー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）を用いて実施する。その後の補給は、

定格負荷運転時における補給間隔を目安※１に実施する。重大事故等時７日間運転継

続するために必要な燃料（重油）として表－１４「電源の確保に関する手順等」に

示す燃料油貯蔵タンクの備蓄量（180kl以上（１基当たり）、２基）を管理する。 
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搬型温度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温度差、

格納容器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状態であることを

確認する。 

ａ．手順着手の判断基準 

海水ポンプまたは１次系冷却水ポンプの故障等により、最終ヒートシンクヘ

熱を輸送する機能が喪失し、原子炉補機冷却水、原子炉補機冷却海水の通水を、

１次系冷却水クーラ出口ヘッダ流量等にて確認できない場合 

 

４．代替補機冷却 

(1) 大容量ポンプによる補機冷却水（海水）通水 

当直課長は、海水ポンプまたは１次系冷却水ポンプの故障等により、最終ヒー

トシンクヘ熱を輸送する機能が喪失した場合、大容量ポンプによりＢ充てん／ 高

圧注入ポンプおよびＢ余熱除去ポンプに補機冷却水（海水）を通水し、各補機の

機能回復を図る。 

ａ．手順着手の判断基準 

海水ポンプまたは１次系冷却水ポンプの故障等により、原子炉補機冷却機能

が喪失し、原子炉補機冷却水または原子炉補機冷却海水の通水を１次系冷却水

クーラ出口ヘッダ流量等にて確認できない場合に、大容量ポンプの系統構成が

完了している場合 

 

サポート系機能喪失時 

１．蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水） 

(1) タービン動補助給水ポンプまたは電動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注

水 

当直課長は、全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能

が喪失した場合、タービン動補助給水ポンプまたは空冷式非常用発電装置から受

電した電動補助給水ポンプにより復水タンク水を蒸気発生器へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時において、蒸気発生器へ注水されていることを補助給

水流量等により確認できない場合に、蒸気発生器へ注水するために必要な復水

タンクの水位が確保されている場合 

 

２． 蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(1) 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸気逃がし弁の機能回復 

当直課長は、蒸気発生器への注水が確保されれば、主蒸気逃がし弁を現場にて

手動により開操作することで、蒸気発生器２次側による原子炉の冷却を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源が喪失し、主蒸気逃がし弁の駆動源が喪失した場合において、

中央制御室から主蒸気逃がし弁を操作できないことを主蒸気圧力等にて確認し

た場合に、補助給水流量等により蒸気発生器への注水が確保されている場合 

 

３．格納容器内自然対流冷却 

表-5
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(1) 大容量ポンプを用いたＡ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対

流冷却 

当直課長は、全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能

が喪失した場合、大容量ポンプを配置、接続し、Ａ格納容器循環冷暖房ユニット

冷却状態監視のための可搬型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循環冷暖房ユ

ニットに海水を通水することにより格納容器内自然対流冷却を行う。海水通水後、

可搬型温度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温度

差、格納容器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状態であるこ

とを確認する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が発生した場合 

 

４．大容量ポンプによる代替補機冷却 

(1) 大容量ポンプによる補機冷却水（海水）通水 

当直課長は、全交流動力電源が喪失し、最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能

が喪失した場合、大容量ポンプによりＢ 充てん／高圧注入ポンプおよびＢ余熱除

去ポンプに補機冷却水（海水）を通水し、各補機の機能回復を図る。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が発生した場合 

 

フロントライン系機能喪失時・サポート系機能喪失時 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

補助給水ポンプについては、電動補助給水ポンプを優先して使用し、電動補助給

水ポンプが使用できなければ、タービン動補助給水ポンプを使用する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、空冷式非常用発電装置の燃料消費量削減の観

点から、タービン動補助給水ポンプを使用できる間は、電動補助給水ポンプは起動

せず後備の設備として待機させる。 

 

○ 作業性 

大容量ポンプによる格納容器内自然対流冷却に係る可搬型ホース等の接続につい

ては速やかに作業ができるように大容量ポンプの保管場所に使用工具および可搬型

ホースを配備する。また、原子炉補機冷却水系と海水系を接続するディスタンスピ

ース取替えについても速やかに作業ができるよう、作業場所近傍に使用工具を配備

する。 

主蒸気逃がし弁は、現場において専用工具を用いて容易に操作できる。専用工具

については速やかに操作ができるよう操作場所近傍に配備する。 

 

○ 主蒸気逃がし弁現場操作時の環境条件 

蒸気発生器伝熱管破損または主蒸気、主給水配管破断等により現場の環境が悪化

した場合において、現場での主蒸気逃がし弁操作を行う必要がある場合、初動対応

としては現場にて確実に主蒸気逃がし弁を開操作し、以降は運転員等の負担軽減を
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を使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に、１次冷却材喪失事

象が発生し、格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（131kPa〔gage〕）以

上かつ、内部スプレポンプの機能喪失により、格納容器へのスプレイを内部ス

プレクーラ出口流量等で確認できない場合に、燃料取替用水タンクの水位が再

循環切替水位以上確保され、恒設代替低圧注水ポンプを代替炉心注水に使用し

ていない場合 

また、格納容器圧力が最高使用圧力（261kPa〔gage〕）以上かつ、内部スプレ

ポンプの機能喪失により、格納容器へのスプレイを内部スプレクーラ出口流量

等で確認できない場合および格納容器内自然対流冷却により格納容器圧力が低

下しない場合に、燃料取替用水タンク等の水位が確保され、恒設代替低圧注水

ポンプを代替炉心注水に使用していない場合 

 

(2) 原子炉下部キャビティ注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、空冷式非常用発電装置から受電した原子炉下部キャビティ注水ポ

ンプにより燃料取替用水タンク水を格納容器ヘスプレイする。燃料取替用水タン

クが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（131kPa〔gage〕）以上かつ、恒

設代替低圧注水ポンプの故障等により、格納容器へのスプレイをＡ内部スプレ

クーラ出口流量等で確認できない場合に、燃料取替用水タンクの水位が再循環

切替水位以上確保されている場合 

また、格納容器圧力が最高使用圧力（261kPa〔gage〕）以上かつ、恒設代替低

圧注水ポンプの故障等により、格納容器へのスプレイをＡ内部スプレクーラ出

口流量等で確認できない場合に、燃料取替用水タンク等の水位が確保されてい

る場合 

 

２．格納容器内自然対流冷却 

(1) 大容量ポンプを用いたＡ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対

流冷却 

当直課長は、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時に格納容器

内の冷却機能が喪失した場合、大容量ポンプを配置、接続し、Ａ格納容器循環冷

暖房ユニット冷却状態監視のため可搬型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循

環冷暖房ユニットに海水を通水することにより格納容器内自然対流冷却を行う。

海水通水後、可搬型温度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水

出入口温度差、格納容器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状

態であることを確認する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源または原子炉補機冷却機能が喪失している場合 

 

 

表-6
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表－１０ 

操作手順 

１０．水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素が原子炉格納容器（以下、「格納容器」

という。）内に放出され、格納容器から格納容器周囲のアニュラスに漏えいした場合にも、

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため、アニュラス内の水素排出および水

素濃度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素排出 

１．アニュラス空気再循環設備による水素排出 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合に、アニュラス循環フ

ァンが起動し、アニュラス内の水素を含むガスがアニュラスからアニュラス循環フ

ィルタユニットを通して屋外へ排出されていることを、アニュラス内圧力の低下に

て確認する。 

当直課長は、全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合は、Ｂアニュラ

ス循環系のダンパに窒素ボンベ（アニュラス循環系ダンパ作動用）から代替制御用

空気を供給するための系統構成を行い、代替電源設備から給電した後、Ｂアニュラ

ス循環ファンを運転する。 

(1) 交流動力電源および直流電源が健全である場合 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

 

(2) 全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

 

水素濃度監視 

１．可搬型アニュラス内水素濃度計測装置による水素濃度測定 

当直課長は、炉心の損傷を判断した場合、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置

の系統構成を行い、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内

の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失時は、空冷式非常用発電装置からの給電操作お

よび可搬型アニュラス内水素濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型アニュラス内

水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内の水素濃度を確認する。また、常設直流

電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、アニュラ

ス内の水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度が 350 ℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レン

ジ）の指示値が 1×105 mSv/h以上の場合 

 

8
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表－１４ 

操作手順 

１４．電源の確保に関する手順等 

① 方針目的 

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合、炉心の著しい損傷、原子炉

格納容器の破損、使用済燃料ピット内燃料体等の著しい損傷および運転停止中におけ

る原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため代替電源（交流）、代替電源（直流）、代

替所内電気設備から給電を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

代替電源（交流）の給電 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合は、以下の手段により非常用高圧母線

へ代替電源（交流）から給電し、電圧計により受電したことを確認する。 

１．空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 

当直課長は、空冷式非常用発電装置から受電準備を行った後、空冷式非常用発

電装置により給電する。 

(1) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に、外部電源受電操作およびディーゼル発電機の起動

操作を実施しても、非常用高圧母線の電圧等が確立しない場合 

 

２．電源車による代替電源（交流）からの受電 

発電所対策本部は、電源車から受電準備を行った後、電源車を起動し給電する。 

(1) 手順着手の判断基準 

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号機間融通によ

る代替電源（交流）からの給電が非常用高圧母線の電圧等にて確認できない場

合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

代替電源（交流）による給電手順の優先順位は、空冷式非常用発電装置、電源車

の順で使用する。 

 

代替電源（直流）による給電 

１．蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合は、蓄電池（安全防護系用）によ

り非常用直流母線へ給電する。あわせて、全交流動力電源喪失発生後１時間を目

安に中央制御室で不要直流負荷の切り離しを行う。 

また、非常用高圧母線の電圧が確認できた場合、計器用電源（無停電電源装置）

の負荷である運転コンソールを復旧する。 

(1) 手順着手の判断基準 
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表－１６ 

操作手順 

１６．中央制御室の居住性に関する手順等 

① 方針目的 

重大事故等が発生した場合において、運転員が中央制御室にとどまるために必要な対

処設備および資機材を活用した居住性の確保、汚染の持ち込み防止、放射性物質の濃

度低減を図ることを目的とする。 

 

② 対応手段等 

居住性の確保 

当直課長は、重大事故等が発生した場合において、中央制御室にとどまる運転員の

被ばく線量を７日間で 100 mSvを超えないよう、中央制御室遮蔽および中央制御室換

気設備の外気を遮断した状態で閉回路循環運転（以下、「中央制御室換気隔離モード」

という。）により、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等を

防護するとともにマネジメント（マスク等）による放射線防護措置等にて被ばくを低

減し、以下の手順等で中央制御室の居住性を確保する。 

１．中央制御室換気設備の運転手順等 

当直課長は、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等

を防護するため、中央制御室換気隔離モードでの運転を行い、中央制御室非常用

循環フィルタユニットに内蔵されたよう素フィルタおよび微粒子フィルタにより

放射性物質を除去する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、手動による系統構成を行い、代替交流電源

設備により受電し中央制御室換気設備を運転する。 

(1) 交流動力電源が正常な場合 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号の発信または中央制御室エリアモ

ニタ指示値上昇による中央制御室換気隔離信号の発信を確認した場合、中央制

御室換気設備が中央制御室換気隔離モードで運転中であることを確認する。 

また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号発信による中央制御室換気隔離信号または中

央制御室エリアモニタ指示値上昇により中央制御室換気隔離信号の発信を確

認した場合 

 

(2) 全交流動力電源が喪失した場合 

当直課長は、全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備が中央制御室

換気隔離モードにできない場合は、手動によるダンパの開操作により中央制御

室換気隔離モードの系統構成を行い、代替交流電源設備による給電後、中央制

御室換気設備を運転する。 
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また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備を中央制御室換気系隔離

モードにできない場合 

 

２．中央制御室の照明を確保する手順 

当直課長は、全交流動力電源喪失時に、中央制御室の照明が使用できない場合、

可搬型照明（ＳＡ）の内蔵蓄電池による照明を確保し、代替交流電源設備による

給電後、可搬型照明（ＳＡ）を可搬型照明用電源に接続し中央制御室の照明を引

き続き確保する。 

(1) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に、中央制御室非常用照明が使用できない場合 

 

３．中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定手順 

当直課長は、中央制御室換気設備が中央制御室換気系隔離モードとなった場合、

中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を行う。 

(1) 手順着手の判断基準 

中央制御室換気設備が中央制御室換気系隔離モードとなった場合 

 

４．その他の放射線防護措置等に関する手順等 

(1) 重大事故等時の全面マスクの着用手順 

当直課長は、炉内温度等により炉心損傷が予想される事態となった場合、炉

心損傷の兆候が見られた場合または発電所対策本部長が必要と判断した場合

は、運転員等の内部被ばくを低減するため、全面マスクの着用を指示する。 

ａ．手順着手の判断基準 

重大事故等が発生し、炉内温度等により炉心損傷が予想される事態となっ

た場合または炉心損傷の兆候が見られた場合 

または、発電所対策本部長が運転員等および緊急安全対策要員のマスク着

用が必要と判断した場合 

 

(2) 重大事故等時の運転員等の被ばく低減および被ばく線量の平準化 

当直課長は、運転員等の被ばく低減および被ばく線量の平準化のため、発電

所対策本部長等と協議の上、長期的な保安の観点から運転員等の交代要員体制

を確立する。 

また、交代要員は運転員等の交代に伴う移動時の放射線防護措置やチェンジ

ングエリア等の各境界における汚染管理を行うことで被ばくの低減を図る。 
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美浜発電所 添付 3-123/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（１／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１ 
（成立性が要求される対応手段な

し） 
― ― ― 

２ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 28分 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）

による主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

３ 

送水車を用いたタービン動補助給

水ポンプへの直接供給による蒸気

発生器への注水 

No.１３にて整備する。 

タービン動補助給水ポンプ（現場

手動操作）およびタービン動補助

給水ポンプ起動弁（現場手動操

作）によるタービン動補助給水ポ

ンプの機能回復 

No.２にて整備する。 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 26分 

窒素ボンベ（加圧器逃がし弁作動

用）による加圧器逃がし弁の機能

回復※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

可搬式空気圧縮機（加圧器逃がし

弁作動用）による加圧器逃がし弁

の機能回復 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 36分 

４ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 19分 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  

4
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美浜発電所 添付 3-124/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（２／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

４ 

可搬式代替低圧注水ポンプによる

代替炉心注水 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

8.5時間 

緊急安全対策要員 18 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 

90分 

緊急安全対策要員 3 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる蒸気放出 

No.３にて整備する。 

(主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による主蒸

気逃がし弁の機能回復と同様） 

アキュムレータによる炉心注水※１ 
運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

電源車（可搬式代替低圧注水ポン

プ用）への燃料補給 
緊急安全対策要員 2 2.3時間 

大容量ポンプへ

の燃料補給 

タンクローリー

（EL 5.5m 燃料

油取出口を使

用）※１ 

緊急安全対策要員 2 2.3時間 

タンクローリー

および燃料油移

送ポンプ使用時

（EL 32.0m燃料

油取出口を使

用） 

緊急安全対策要員 4 3.1時間 

送水車への燃料補給※１ 緊急安全対策要員 2 75分 

５ 

主蒸気逃がし弁（現場手動操作）に

よる主蒸気逃がし弁の機能回復 
No.３にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

大容量ポンプによる補機冷却水

（海水）通水※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  

11
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美浜発電所 添付 3-125/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（３／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

６ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却 
No.７にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

７ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

90分 

緊急安全対策要員 2 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

８ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

No.４にて整備する。 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水 
No.４にて整備する。 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水 
No.４にて整備する。 

９ 
可搬型格納容器内水素濃度計測装

置による水素濃度監視※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 50分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 

  

5

5
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美浜発電所 添付 3-126/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（４／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１０ 

水素排出（アニュラス空気再循環

設備） 

全交流動力電源または常設直流電

源が喪失した場合の操作手順※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 30分 

可搬型アニュラス内水素濃度計測

装置による水素濃度測定※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

50分 

緊急安全対策要員 1 

１１ 

海水から使用済燃料ピットへの注

水※１ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

送水車による使用済燃料ピットへ

のスプレイ 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による使用済燃料ピットへ

の放水 

No.１２にて整備する。 

（大容量ポンプ（放水砲用）および放水砲に

よる大気への拡散抑制と同様） 

可搬型設備による使用済燃料ピッ

トの状態監視※１ 
緊急安全対策要員 4 2時間 

１２ 

大容量ポンプ（放水砲用）および

放水砲による大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 12 3.5時間 

シルトフェンスによる海洋への拡

散抑制 
緊急安全対策要員 6 4時間 

送水車およびスプレイヘッダによ

る大気への拡散抑制 
緊急安全対策要員 5 2時間 

大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲

および泡混合器による航空機燃料

火災への泡消火 

緊急安全対策要員 12 3.5時間 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段  

8
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美浜発電所 添付 3-128/144 

表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（６／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

１４ 

空冷式非常用発電装置による代替

電源（交流）からの給電※１ 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
4 19分 

電源車による代替電源（交流）か

らの給電 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
3 

2.8時間 

緊急安全対策要員 2 

蓄電池（安全防

護系用）による

代替電源（直流）

からの給電※１ 

不要直流負荷切

離し 

運転員等 

(中央制御室) 
1 10分 

運転コンソール

復旧 
緊急安全対策要員 2 40分 

可搬式整流器に

よる代替電源

（直流）からの

給電 

可搬式整流器接

続 
運転員等（現場） 1 2.2時間 

運転コンソール

復旧 
緊急安全対策要員 2 40分 

代替所内電気設備による交流およ

び直流の給電（空冷式非常用発電

装置） 

運転員等 

(中央制御室、現場） 
2 

3.8時間 

緊急安全対策要員 2 

可搬式オイルポンプによる空冷式

非常用発電装置への燃料（重油）

補給※１ 

緊急安全対策要員 4 2時間 

タンクローリー

による電源車等

への燃料（重油）

補給 

EL 5.5m 燃料油

取出口を使用時 
緊急安全対策要員 2 2.3時間 

EL 32.0m燃料油

取出口を使用時 
緊急安全対策要員 4 3.1時間 

１５ 
可搬型計測器によるパラメータ計

測または監視※１ 
緊急安全対策要員 2 30分 

１６ 

中央制御室換気設備の運転手順等

（全交流動力電源が喪失した場

合）※１ 

運転員等 

（中央制御室） 
1 

70分 

緊急安全対策要員 2 

アニュラス空気再循環設備の運転

手順等（全交流動力電源または常

設直流電源が喪失した場合）※１ 

No.１０にて整備する。 

（水素排出（アニュラス空気再循環設備） 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失

した場合の操作手順と同様） 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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【原子炉格納容器外で余熱除去系からの漏えいが発生した場合】 

１．燃料取替用水タンク水が、破断点から流出するのを防止するため、余熱除去系を

燃料取替用水タンクより隔離する。 

２．１次冷却材圧力が低下傾向で、炉心出口温度が１次冷却系最高使用圧力に対する

飽和温度以上に達すれば、主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次

冷却系の冷却を促進させる。 

３．余熱除去系を１次冷却系より隔離する。 

・隔離できていなければ〔破断点が隔離できない場合〕へ移行する。 

４．余熱除去系の系統分離を行い、破断系統を確認する。 

５．モ－ド５（低温停止）に移行する。 

 

〔破断点が隔離できない場合〕 

１．燃料取替用水タンク水の消費を減らすため、燃料取替用水タンクを水源とするポ

ンプは、高圧注入系１系統のみとする。 

２．１次冷却系への注水を長期間続けるために、燃料取替用水タンクに水を補給する。 

３．主蒸気逃がし弁またはタービンバイパス弁により１次冷却系の冷却を促進させる。 

４．非常用炉心冷却系の停止条件を確認し、満足している場合は、高圧注入系を充て

ん系に切替える。 

・満足していない場合には、充てん系による崩壊熱除去が可能となった時点で、高

圧注入系を充てん系に切替える。 

５．余熱除去系の系統分離を行い、健全側余熱除去系による１次冷却系の冷却を行う。 

・余熱除去系による１次冷却系の冷却ができなければ、加圧器逃がし弁を強制開と

し、非常用炉心冷却系再循環運転に必要な水量を確保する。 

６．非常用炉心冷却系再循環運転を行う。 

７．健全側余熱除去系が確認できない場合は、蒸気発生器２次側による１次冷却系の

冷却を行う。 

 

 

表-3
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表－７ 

事象ベース運転操作基準 

３．原子炉格納容器スプレイ系作動 

① 目 的 

・原子炉格納容器の健全性を確保する。 

② 導入条件 

・原子炉格納容器スプレイ系作動設定値に達した場合 

③ 主な監視操作内容 

原子炉格納容器スプレイ系警報の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動、格納容器隔離作動の警報発信を確認する。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動信号の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信していることを確

認する。なお、原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号が発信す

る設定値になっても発信しない場合には、手動にて発信させる。 

 

原子炉格納容器スプレイ系作動機器の確認 

１．原子炉格納容器スプレイ系作動信号、格納容器隔離信号により、自動作動する弁、

ダンパおよび機器が正規の状態になることを確認する。なお、正規の状態になら

なければ回復を試みる。 

・原子炉格納容器スプレイ系不作動の場合は、『安全機能ベース運転操作基準「原子

炉格納容器健全性の確保」』へ移行する。 

２．原子炉格納容器圧力が通常圧力に低下すれば、原子炉格納容器スプレイ系を停止

する。 

３．燃料取替用水タンク水位が、再循環切替水位となれば、原子炉格納容器スプレイ

系の水源を、燃料取替用水タンクから格納容器再循環サンプに切替える。 

・原子炉格納容器スプレイ系の格納容器再循環サンプ切替が不能となった場合は、

〔原子炉格納容器スプレイ系再循環切替不能〕へ移行する。 

 

 

  

8
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２．蒸気発生器２次側による炉心冷却（蒸気放出） 

(1) 主蒸気逃がし弁（現場手動操作）による蒸気放出 

当直課長は、蒸気発生器への注水が確保されている場合は、中央制御室にて主

蒸気逃がし弁を開操作し、蒸気発生器２次側による炉心冷却を行う。 

全交流動力電源喪失等により、中央制御室から主蒸気逃がし弁を操作できない

場合は、現場で手動により主蒸気逃がし弁を開操作することで、蒸気発生器２次

側による炉心冷却により１次冷却系の減圧を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除去設備の崩壊

熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認で

きない場合に、蒸気発生器への注水が確保されたことを確認できた場合 

 

運転停止中の場合 

フロントライン系機能喪失時 

１．炉心注水／代替炉心注水 

当直課長は、運転停止中に余熱除去設備である余熱除去ポンプの故障等により崩

壊熱除去機能が喪失した場合、以下の手順により燃料取替用水タンク水等を原子炉

へ注水する。 

(1) 充てん／高圧注入ポンプによる炉心注水 

当直課長は、充てん／高圧注入ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉に

注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により、余熱除去設備の崩壊熱除去機

能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認できない場

合に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保され

ている場合 

 

(2) アキュムレータによる炉心注水 

当直課長は、アキュムレータ水を原子炉に注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

燃料取替用水タンクの重力注水により、原子炉への注水を余熱除去クーラ出

口流量等にて確認できない場合に、原子炉へ注水するために必要なアキュムレ

ータ水位が確保されている場合 

 

(3) Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替炉心

注水 

当直課長は、Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）に

より燃料取替用水タンク水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

アキュムレータによる原子炉への注水をアキュムレータ圧力等にて確認でき

ない場合に、原子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク水位が確保さ

表-4
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れている場合 

 

(4) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、恒設代替低圧注水ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉

に注水する。燃料取替用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用す

る。 

ａ．手順着手の判断基準 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）の故障等によ

り、原子炉への注水をＡ余熱除去クーラ出口流量等で確認できない場合に、原

子炉へ注水するために必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場

合 

 

(5) 可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉心注水 

当直課長は、可搬式代替低圧注水ポンプにより海水を原子炉へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

恒設代替低圧注水ポンプの故障等により原子炉への注水をＡ余熱除去クーラ

出口流量等にて確認できない場合 

 

２．代替再循環運転 

(1) Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）による代替再循

環運転 

当直課長は、運転停止中に余熱除去設備である余熱除去ポンプの故障等により

崩壊熱除去機能が喪失した場合、炉心注水または代替炉心注水により燃料取替用

水タンク水等を原子炉へ注水後、格納容器再循環サンプに水源を切り替えて、Ａ、

Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ－ＣＳＳ連絡ライン使用）およびＡ内部スプレク

ーラを用いた代替再循環運転により格納容器再循環サンプ水を原子炉へ注水す

る。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により、原子炉への注水を余熱除去流

クーラ出口量等にて確認できない場合に、代替再循環運転をするために必要な

格納容器再循環サンプの水位が確保されている場合 

 

３．蒸気発生器２次側による炉心冷却（注水） 

(1) 電動補助給水ポンプまたはタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への注

水 

当直課長は、運転停止中に余熱除去設備である余熱除去ポンプの故障等により

崩壊熱除去機能が喪失した場合で、かつ１次冷却系に開口部がない場合は、電動

補助給水ポンプまたはタービン動補助給水ポンプにより復水タンク水を蒸気発生

器へ注水する。 

ａ．手順着手の判断基準 

運転停止中に余熱除去ポンプの故障等により、余熱除去設備の崩壊熱除去機

能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等にて確認できない場

7
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電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）への燃料補給については、速やかに作業

ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

 

○ 格納容器内からの退避 

当直課長は、運転停止中において、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機

能喪失により余熱除去系による崩壊熱除去機能が喪失した場合または１次冷却材が

流出した場合に、燃料取替用水タンクの保有水を充てん／高圧注入ポンプ等にて原

子炉へ注水し、開放中の加圧器安全弁から格納容器内へ蒸散させることにより原子

炉を冷却する。この場合は、格納容器内の雰囲気悪化から格納容器内の作業員を守

るために作業員を退避させる。 

また、運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束が上

昇した場合は、臨界になる可能性があるため格納容器内の作業員を守るために作業

員を退避させる。 

(1) 手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除去

系設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等

にて確認できない場合または格納容器サンプの水位等にて１次冷却材の流出を確

認した場合 

運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束の上昇に

より炉停止時中性子源領域中性子束高警報が発信した場合または炉停止時中性子

源領域中性子束高警報が発信するおそれがある場合 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃等

を行う。 

 

③ 復旧に係る手順等 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合、設計基準事故対処設備を代替電源（交

流）からの給電により起動し十分な期間の運転を継続させる。 

１．電源確保 

空冷式非常用発電装置により恒設代替低圧注水ポンプへ給電する。全交流動力電

源喪失時は、代替電源（交流）によりＣ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）およ

びアキュムレータ出口電動弁へ給電する。給電の手順は、表－１４「電源の確保に

関する手順等」参照。 

 

２．燃料補給 

電源車（ 可搬式代替低圧注水ポンプ用）、大容量ポンプへの重油の補給は、定格

負荷運転時における燃料補給作業着手時間※１となれば燃料油貯蔵タンクおよびタ

ンクローリー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）を用いて実施する。その後の補給は、

定格負荷運転時における補給間隔を目安※１に実施する。重大事故等時７日間運転継

続するために必要な燃料（重油）として表－１４「電源の確保に関する手順等」に

示す燃料油貯蔵タンクの備蓄量（180kl以上（１基当たり）、２基）を管理する。 

2

表-4

資料2-248



美浜発電所 添付 3-57/144 

表－６ 

操作手順 

６．原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

① 方針目的 

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器（以下、「格納容器」という。）内の冷

却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため、格納容器内自然対流

冷却、代替格納容器スプレイにより格納容器圧力および温度を低下させることを目的と

する。また、炉心の著しい損傷が発生した場合において格納容器の破損を防止するため、

格納容器内自然対流冷却、代替格納容器スプレイにより格納容器圧力および温度ならび

に放射性物質の濃度を低下させることを目的とする。 

 

② 対応手段等 

炉心損傷前 

フロントライン系機能喪失時 

１．格納容器内自然対流冷却 

(1) Ａ格納容器循環冷暖房ユニットによる格納容器内自然対流冷却 

当直課長は、内部スプレポンプの故障等により格納容器内の冷却機能が喪失し、

格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値以上かつ内部スプレポンプによる格

納容器へのスプレイができない場合、または格納容器スプレイ再循環運転時に内

部スプレポンプによる格納容器へのスプレイができない場合、原子炉補機冷却水

系の沸騰を防止するため、１次系冷却水タンクを窒素ボンベ（１次系冷却水タン

ク加圧用）により加圧し、Ａ格納容器循環冷暖房ユニット冷却状態監視のため可

搬型温度計測装置を取付け後、Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに原子炉補機冷却

水を通水することにより格納容器内自然対流冷却を行う。原子炉補機冷却水通水

後、可搬型温度計測装置等によりＡ格納容器循環冷暖房ユニット冷却水出入口温

度差、格納容器圧力および温度指示の低下等により、格納容器が冷却状態である

ことを確認する。 

ａ．手順着手の判断基準 

格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値（131kPa〔gage〕）以上かつ、内

部スプレポンプの故障等により格納容器へのスプレイを内部スプレクーラ出口

流量等で確認できない場合または格納容器スプレイ再循環運転時に内部スプレ

ポンプの故障等により格納容器へのスプレイを内部スプレクーラ出口流量等で

確認できない場合 

 

２．代替格納容器スプレイ 

内部スプレポンプの故障等により格納容器内の冷却機能が喪失した場合に、以下

の手順により燃料取替用水タンク水を格納容器へスプレイする。 

(1) 恒設代替低圧注水ポンプによる代替格納容器スプレイ 

当直課長は、内部スプレポンプの故障等により格納容器内の冷却機能が喪失し、

格納容器圧力が格納容器スプレイ作動設定値以上かつ内部スプレポンプによる格

納容器へのスプレイができない場合、格納容器圧力が最高使用圧力以上かつ内部

スプレポンプによる格納容器へのスプレイができない場合、および格納容器内自

9
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表－１０ 

操作手順 

１０．水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

① 方針目的 

炉心の著しい損傷が発生した場合において、水素が原子炉格納容器（以下、「格納容器」

という。）内に放出され、格納容器から格納容器周囲のアニュラスに漏えいした場合にも、

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため、アニュラス内の水素排出および水

素濃度監視を行うことを目的とする。 

 

② 対応手段等 

水素排出 

１．アニュラス空気再循環設備による水素排出 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合に、アニュラス循環フ

ァンが起動し、アニュラス内の水素を含むガスがアニュラスからアニュラス循環フ

ィルタユニットを通して屋外へ排出されていることを、アニュラス内圧力の低下に

て確認する。 

当直課長は、全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合は、Ｂアニュラ

ス循環系のダンパに窒素ボンベ（アニュラス循環系ダンパ作動用）から代替制御用

空気を供給するための系統構成を行い、代替電源設備から給電した後、Ｂアニュラ

ス循環ファンを運転する。 

(1) 交流動力電源および直流電源が健全である場合 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号が発信した場合 

 

(2) 全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

ａ．手順着手の判断基準 

全交流動力電源または常設直流電源が喪失した場合 

 

水素濃度監視 

１．可搬型アニュラス内水素濃度計測装置による水素濃度測定 

当直課長は、炉心の損傷を判断した場合、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置

の系統構成を行い、可搬型アニュラス内水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内

の水素濃度を確認する。 

当直課長は、全交流動力電源喪失時は、空冷式非常用発電装置からの給電操作お

よび可搬型アニュラス内水素濃度計測装置の系統構成を行い、可搬型アニュラス内

水素濃度計測装置を起動後、アニュラス内の水素濃度を確認する。また、常設直流

電源が喪失した場合は、代替電源設備から給電されていることを確認後、アニュラ

ス内の水素濃度を確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

炉心出口温度が 350 ℃以上および格納容器内高レンジエリアモニタ（高レン

ジ）の指示値が 1×105 mSv/h以上の場合 

 

5
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表－１６ 

操作手順 

１６．中央制御室の居住性に関する手順等 

① 方針目的 

重大事故等が発生した場合において、運転員が中央制御室にとどまるために必要な対

処設備および資機材を活用した居住性の確保、汚染の持ち込み防止、放射性物質の濃

度低減を図ることを目的とする。 

 

② 対応手段等 

居住性の確保 

当直課長は、重大事故等が発生した場合において、中央制御室にとどまる運転員の

被ばく線量を７日間で 100 mSvを超えないよう、中央制御室遮蔽および中央制御室換

気設備の外気を遮断した状態で閉回路循環運転（以下、「中央制御室換気隔離モード」

という。）により、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等を

防護するとともにマネジメント（マスク等）による放射線防護措置等にて被ばくを低

減し、以下の手順等で中央制御室の居住性を確保する。 

１．中央制御室換気設備の運転手順等 

当直課長は、環境に放出された放射性物質等による放射線被ばくから運転員等

を防護するため、中央制御室換気隔離モードでの運転を行い、中央制御室非常用

循環フィルタユニットに内蔵されたよう素フィルタおよび微粒子フィルタにより

放射性物質を除去する。 

全交流動力電源が喪失した場合は、手動による系統構成を行い、代替交流電源

設備により受電し中央制御室換気設備を運転する。 

(1) 交流動力電源が正常な場合 

当直課長は、非常用炉心冷却設備作動信号の発信または中央制御室エリアモ

ニタ指示値上昇による中央制御室換気隔離信号の発信を確認した場合、中央制

御室換気設備が中央制御室換気隔離モードで運転中であることを確認する。 

また、当直課長は、中央制御室内の酸素濃度および二酸化炭素濃度の測定を

行い、酸素濃度または二酸化炭素濃度が制限値を満足できない場合は、外気の

取入れを実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却設備作動信号発信による中央制御室換気隔離信号または中

央制御室エリアモニタ指示値上昇により中央制御室換気隔離信号の発信を確

認した場合 

 

(2) 全交流動力電源が喪失した場合 

当直課長は、全交流動力電源喪失により、中央制御室換気設備が中央制御室

換気隔離モードにできない場合は、手動によるダンパの開操作により中央制御

室換気隔離モードの系統構成を行い、代替交流電源設備による給電後、中央制

御室換気設備を運転する。 

6
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表－２０ 重大事故等対策における操作の成立性（３／８） 

操作

手順

No. 

対応手段 要員 要員数 
想定 

時間 

６ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却 
No.７にて整備する。 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却 

No.７にて整備する。 

７ 

Ａ格納容器循環冷暖房ユニットに

よる格納容器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
2 

90分 

緊急安全対策要員 2 

大容量ポンプを用いたＡ格納容器

循環冷暖房ユニットによる格納容

器内自然対流冷却※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
3 

6時間 

緊急安全対策要員 10 

８ 

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ（ＲＨＲＳ

－ＣＳＳ連絡ライン使用）による

代替炉心注水 

No.４にて整備する。 

恒設代替低圧注水ポンプによる代

替炉心注水 
No.４にて整備する。 

Ｃ充てん／高圧注入ポンプ（自己

冷却）による代替炉心注水 
No.４にて整備する。 

９ 
可搬型格納容器内水素濃度計測装

置による水素濃度監視※１ 

運転員等 

（中央制御室、現場） 
4 50分 

※１：有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 
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１８．反応度誤投入
「原子炉起動時に、化学体積制御系の弁の誤動作等により原子炉へ純水が流入する事故」
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表－１０ 

安全機能ベース運転操作基準 

１．未臨界の維持 

① 目 的 

・原子炉を停止し、未臨界を維持する。 

・原子炉停止後の未臨界性を確保する。 

② 導入条件 ④ 脱出条件 

・ 原子炉出力が 5 % 以上、または中間領

域起動率が正 

・ 原子炉出力が 5 % 未満、および中間領

域起動率が零または負 

・ 中性子源領域起動率が正、または P-6以

上で中間領域起動率が -0.2 DPM より

大 

・ 中性子源領域起動率が零または負、およ

び P-6 以上で中間領域起動率が -0.2 

DPM 以下 

③ 主な監視操作内容 

【原子炉出力が 5 % 以上、または中間領域起動率の正が確認された場合】 

１．原子炉トリップを確認し、できていなければ次のいずれかにより原子炉をトリッ

プさせる。 

・手動原子炉トリップ 

・ＭＧセットの電源を断 

・制御棒手動挿入 

・ＭＧセット出力しゃ断器の開放 

・現地原子炉トリップしゃ断器の開放 

 

２．ＡＴＷＳ緩和設備作動警報が発信した場合、ＡＴＷＳ緩和設備による以下の作動

状態を確認する。 

・タービントリップ 

・主蒸気止弁の閉止 

・補助給水ポンプの起動 

３．タービントリップを確認し、できていなければ次のいずれかによりタービンをト

リップさせる。 

・手動タービントリップ 

・主蒸気止弁および主蒸気隔離弁バイパス弁の閉止 

・蒸気加減弁の閉止 

・現地タービントリップ 

４．蒸気発生器２次側の注水量を確認し、注水量を調整する。 

５．ほう酸水注入を実施する。 

６．ほう酸希釈ラインの隔離を確認する。 

７．１次冷却材温度を確認し、低下していれば、主蒸気止弁および主蒸気隔離弁バイ

パス弁の閉止を確認する。 

 

 

  

1

2

2

2
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８．蒸気発生器２次側圧力を確認し、低下している蒸気発生器があれば、当該蒸気発

生器を隔離する。 

９．原子炉出力が 5 % 未満、および中間領域起動率の零または負の確認ができなけれ

ば、「順序５」へ戻る。 

 

【中性子源領域起動率が正、または P-6以上で中間領域起動率が -0.2 DPM より大が確

認された場合】 

１．ほう酸水注入を実施する。 

２．ほう酸希釈ラインの隔離を確認する。 

３．１次冷却材温度を確認し、低下していれば、主蒸気止弁および主蒸気隔離弁バイ

パス弁の閉止を確認する。 

４．蒸気発生器２次側圧力を確認し、低下している蒸気発生器があれば、当該蒸気発

生器を隔離する。 

５．中性子源領域起動率が零、または負、および P-6 以上で中間領域起動率が -0.2 

DPM 以下を確認できなければ、「順序１」に戻る。 

 

 

2
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合、中央制御室からの手動操作によりタービン手動トリップ操作、主蒸気止弁の閉

操作および補助給水ポンプの起動を行うことで、１次冷却材温度が上昇しているこ

とを確認するとともに減速材温度係数の負の反応度帰還効果により、原子炉出力が

低下していることを確認する。 

また、加圧器逃がし弁および加圧器安全弁の動作により１次冷却材圧力が所定の

圧力以上に上昇していないことを確認するとともに、格納容器内の圧力および温度

の上昇がないこと、または格納容器内の圧力および温度の上昇がわずかであること、

ならびに補助給水ポンプ、主蒸気逃がし弁および主蒸気安全弁の動作により１次冷

却材温度が所定の温度以上に上昇していないことにより、原子炉冷却材圧力バウン

ダリおよび格納容器の健全性が維持されていることを確認する。 

(1) 手順着手の判断基準 

ＡＴＷＳ緩和設備が自動作動しない場合で、かつ中央制御室から原子炉トリッ

プスイッチ（中央制御盤手動操作）による原子炉緊急停止ができない場合 

 

４．ほう酸水注入 

当直課長は、ＡＴＷＳが発生するおそれがある場合または当該事象が発生した場

合、原子炉の出力抑制を図った後、原子炉を未臨界状態とするために化学体積制御

設備のほう酸ポンプ、緊急ほう酸注入弁および充てん／高圧注入ポンプによりほう

酸タンク水を原子炉へ注入するとともに、希釈による反応度添加の可能性を除去す

るためにほう酸希釈ラインを隔離する。 

ほう酸ポンプの故障等により緊急ほう酸濃縮ラインが使用できない場合は、代替

手段として充てん／高圧注入ポンプによりほう酸注入タンクを経由して燃料取替用

水タンクのほう酸水を原子炉へ注入し原子炉を未臨界状態へ移行させる。安全注入

ラインが使用できない場合は、充てんラインより充てん／高圧注入ポンプを使用し

て燃料取替用水タンクのほう酸水を原子炉へ注入する。 

ほう酸水注入は第８１条に定めるほう素濃度になるまで継続する。なお、ほう酸

水注入を行っている間に制御棒の全挿入に成功した場合は、プラントを高温停止に

維持し、引き続いて低温停止に移行させるために必要となるほう素濃度を目標にほ

う酸水注入を継続する。 

(1) 手順着手の判断基準 

手動による原子炉緊急停止の失敗を原子炉トリップしゃ断器の状態、制御棒炉底

位置表示灯等により確認し、原子炉出力が5%以上または中間領域起動率が正であり、

ほう酸タンク等の水位が確保されている場合 

 

（配慮すべき事項） 

○ 優先順位 

ＡＴＷＳが発生するおそれがある場合または当該事象が発生した場合（ＡＴＷＳ

緩和設備の作動状況確認を含む。）は、中央制御室から速やかな操作が可能である原

子炉トリップスイッチにより手動にて原子炉の緊急停止操作を行う。蒸気発生器水

位異常低信号によるＡＴＷＳ緩和設備が作動した場合においても、中央制御室から

原子炉トリップスイッチにより手動にて原子炉の緊急停止を行い、その後、ＡＴＷ

Ｓ緩和設備の作動状況の確認を行う。 

表-1
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電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）への燃料補給については、速やかに作業

ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。 

 

○ 格納容器内からの退避 

当直課長は、運転停止中において、全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機

能喪失により余熱除去系による崩壊熱除去機能が喪失した場合または１次冷却材が

流出した場合に、燃料取替用水タンクの保有水を充てん／高圧注入ポンプ等にて原

子炉へ注水し、開放中の加圧器安全弁から格納容器内へ蒸散させることにより原子

炉を冷却する。この場合は、格納容器内の雰囲気悪化から格納容器内の作業員を守

るために作業員を退避させる。 

また、運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束が上

昇した場合は、臨界になる可能性があるため格納容器内の作業員を守るために作業

員を退避させる。 

(1) 手順着手の判断基準 

運転停止中に全交流動力電源喪失または原子炉補機冷却機能喪失時、余熱除去

系設備の崩壊熱除去機能が喪失し、原子炉への注水を余熱除去クーラ出口流量等

にて確認できない場合または格納容器サンプの水位等にて１次冷却材の流出を確

認した場合 

運転停止中に１次冷却系の希釈事象が発生し、中性子源領域中性子束の上昇に

より炉停止時中性子源領域中性子束高警報が発信した場合または炉停止時中性子

源領域中性子束高警報が発信するおそれがある場合 

 

○ 送水車吸込口ストレーナ閉塞時の対応 

送水車の運転時、吸込口ストレーナに閉塞が見られた場合はストレーナの清掃等

を行う。 

 

③ 復旧に係る手順等 

当直課長は、全交流動力電源が喪失した場合、設計基準事故対処設備を代替電源（交

流）からの給電により起動し十分な期間の運転を継続させる。 

１．電源確保 

空冷式非常用発電装置により恒設代替低圧注水ポンプへ給電する。全交流動力電

源喪失時は、代替電源（交流）によりＣ充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）およ

びアキュムレータ出口電動弁へ給電する。給電の手順は、表－１４「電源の確保に

関する手順等」参照。 

 

２．燃料補給 

電源車（ 可搬式代替低圧注水ポンプ用）、大容量ポンプへの重油の補給は、定格

負荷運転時における燃料補給作業着手時間※１となれば燃料油貯蔵タンクおよびタ

ンクローリー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）を用いて実施する。その後の補給は、

定格負荷運転時における補給間隔を目安※１に実施する。重大事故等時７日間運転継

続するために必要な燃料（重油）として表－１４「電源の確保に関する手順等」に

示す燃料油貯蔵タンクの備蓄量（180kl以上（１基当たり）、２基）を管理する。 

3

表-4
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２
．

火
災
、

内
部
溢
水

、
火

山
影
響
等

お
よ

び
そ
の
他

自
然

災
害
に
係

る
対

応
と
保
安

規
定

記
載
内

容
に
つ
い
て

 
   

①
 火

災
発

生
時

の
対
応
に
つ

い
て

 

②
 内

部
溢

水
発

生
時
の
対
応

に
つ
い

て
 

③
 火

山
影

響
等

発
生
時
の
対

応
に
つ

い
て

 

④
 津

波
発

生
時

の
対
応
に
つ

い
て

 

⑤
 竜

巻
発

生
時

の
対
応
に
つ

い
て
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①
 
火
災
発
生
時
の
対
応
に
つ
い
て

 
事

象
対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

   ①
凍
結
防

止
対
策

の
た
め

の
対

応
 

②
消
火
用

水
の
確

保
 

③
防
火
帯

の
維
持

・
管
理

 

④
巡
視
点
検
（
火

災
発
生
有
無

の
確
認
）

 

⑤
持
込
可
燃
物
の

管
理

 

⑥
火
気
作
業
時
の

管
理

 

⑦
延
焼
防

止
 

⑧
保
守
管

理
・
点
検

 

    ①
⑤
消
火
要
員
に

よ
る
消

火
活
動

 

⑩
⑫
排
煙

設
備
の
起
動

 

②
故
障
警
報
発
信

時
の
対

応
 

③
⑨
火
災
感
知
器
動
作
時

の
対

応
 

③
⑥
⑦
消

火
設
備
動
作
時
及
び
使

用
時

の
対

応
 

④
自
動
消

火
設
備
動
作
時

の
対

応
 

⑧
格
納
容
器
ス
プ
レ
に
よ

る
消

火
活
動

 

⑪
水
素
感
知
時
の

対
応

 

⑬
⑭
外
気
取
入
ダ
ン
パ
閉
、
換
気
空
調
系

の
停
止

、
閉
回

路
循
環
運
転

 

⑮
代
替
設
備
の
確

保
 

⑯
原
子
炉

施
設
の
損
傷
の
有
無
を

確
認

 

⑰
火
災
発

生
の
有
無
の
確
認

 

  

（
火
災

発
生
時
の
体
制
の
整
備
）

 

第
 
１
８
条

 
保
全
計
画
課
長
は

、
火

災
が

発
生

し
た
場
合
（
以
下

、「
火

災
発
生

時
」
と
い
う
。
）

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活

動
※
１
を
行
う
体
制
の
整
備
と
し

て
、
次
の
各
号

を
含
む
計
画
※

２
を

策
定
し
、
所
長

の
承
認
を
得

る
。
ま

た
、
計
画
は

、
添

付
２

に
示
す
「

火
災

、

内
部

溢
水

、
火
山

影
響
等

お
よ
び

自
然
災

害
発

生
時

の
対

応
に

係
る
実

施
基
準
」
に
従
い

策
定

す
る
。

 

(
1
)
 
中
央
制
御
室
か
ら

消
防
機

関
へ
通
報

す
る

た
め

の
専

用
回
線
を
使

用
し

た
通
報

設
備

の

設
置
※
３
 

(
2
)
 
火

災
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保

全
の

た
め

の
活
動
を
行
う

た
め

に
必
要
な
要

員
の
配
置

 

(
3
)
 
火

災
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保

全
の

た
め

の
活
動
を
行
う
要
員

に
対

す
る
教

育
訓
練

 

(
4
)
 
火

災
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保

全
の

た
め

の
活
動
を
行
う

た
め

に
必
要
な

資

機
材

の
配
備

 

(
5
)
 
発
電
所
に
お
け
る
可
燃
物
の
適
切
な

管
理

 

２
．
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は

、

前
項

の
計
画
に
基
づ
き

、
火

災
発

生
時
に

お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を
行

う
た

め
に
必
要
な
体
制

お
よ

び
手
順

の
整
備

を
実

施
す

る
。

 

３
．
保
全
計
画
課
長
は

、
第
２
項

の
活
動

の
実
施

結
果
を
取
り
ま

と
め
、
第
１
項
に

定
め
る

事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価
を
行
う

と
と
も

に
、

評
価

の
結
果

に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
じ

る
。

 

４
．
各
課
（
室
）
長
は
、

火
災
の

影
響
に

よ
り

、

原
子

炉
施

設
の

保
安

に
重
大
な

影
響
を
及
ぼ

す
可
能
性
が
あ

る
と
判
断
し

た
場
合
は

、
所

長
、
原
子

炉
主
任
技
術
者

お
よ
び

関
係
課
（
室
）

長
に

連
絡

す
る

と
と
も

に
、
必
要

に
応
じ

て
原

子
炉
停
止

等
の
措
置
に

つ
い
て
協
議
す

る
。

 

※
１
：
消

防
機

関
へ

の
通
報

、
消

火
ま

た
は
延
焼

の
防

止
、
そ

の
他
公

設
消

防
隊
が

火
災
の
現
場

に
到
着

す
る
ま
で

に
行
う
活
動
を
含
む
。
ま

た
、
火

災
の

発
生

防
止

、
火

災
の
早
期
感
知

お

よ
び

消
火
な
ら

び
に

火
災

に
よ

る
影

響
の
軽

減
に

係
る
措
置
を
含
む
（
以
下
、
本
条
に

お
い

て
同
じ
）
。

 

※
２
：
計
画
と
は

、
火
災

防
護
計
画
を
示

す
。

 

※
３
：
一
般
回
線

の
代
替

設
備
で
あ

る
専

用
回

１
 
火

 
災

 

１
．
５
 
手
順

書
の
整
備

 

(
1
)
 
保
全
計
画
課
長
は

、
原
子

炉
施

設
全
体
を
対

象
と
し

た
火

災
防
護

対
策
を
実

施
す

る
た
め

に
定

め
る

火
災

防

護
計
画
に
以
下
の
項
目
を
含
め
る
。

 

ａ
．
火

災
防
護

対
策
を
実
施

す
る
た

め
の
体
制
、
責
任
の
所
在
、
責
任
者

の
権
限

、
体
制

の
運
営

管
理
、
必
要

な
要
員
の

確
保
お

よ
び
教
育
訓
練

、
火
災

発
生
防

止
の

た
め

の
活
動

、
火

災
防
護

設
備
の

保
守
管

理
、
点
検

お
よ
び
火

災
情
報

の
共
有
化
等

 

ｂ
．
原
子

炉
施
設

の
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物

、
系
統
お

よ
び
機
器
な
ら

び
に
重
大

事
故
等

対
処

施
設
を

設

置
す

る
火

災
区
域

お
よ

び
火

災
区
画
を
考
慮
し

た
火

災
の

発
生

防
止

、
火

災
の
早
期
感
知

お
よ

び
消

火
な

ら
び
に
火

災
の
影

響
軽
減

の
３
つ

の
深
層

防
護
の
概
念

に
基
づ
く

火
災

防
護
対

策
 

ｃ
．
可
搬
型
重
大

事
故
等

対
処
設
備
、
重
大
事
故
等
に
柔
軟

に
対

応
す

る
た

め
の
多
様
性
拡
張

設
備

等
の
そ

の

他
の
原
子

炉
施
設

に
つ
い

て
は
、
当
該
設
備

等
に

応
じ

た
火
災

防
護
対

策
 

ｄ
．

安
全

施
設
を
外

部
火

災
か
ら

防
護
す

る
た
め
の
運

用
等

 

(
2
)
 
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は
、
火

災
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を

行
う
た
め

に
必
要
な
体
制

の
整
備

と
し
て

、
以
下

の
活
動
を
実

施
す

る
こ
と
を

社
内
標
準

に
定

め
る
。

 

ａ
．
消
火
活
動

 

①
各
課
（
室
）
長
は
、
火
災

発
生
現
場

の
確
認

お
よ

び
中
央
制
御
室
へ

の
連
絡
な
ら

び
に

消
火
器
、

消
火
栓

等
を
用

い
た
消

火
活
動
を
実
施

す
る
。
 

ｂ
．
消
火

設
備
故
障
時
の

対
応

 

②
当
直
課
長
は

、
消

火
設
備

の
故
障
警
報
が

発
信
し

た
場
合

、
中
央
制
御
室

お
よ

び
必
要
な
現
場

の
制
御
盤

の
警
報

の
確
認
を
実

施
す
る
。

 

ｃ
．
消
火

設
備
の
う
ち
、
自
動

消
火
設
備
を
設
置
す
る

火
災
区
域
ま

た
は

火
災
区
画

に
お
け

る
火
災

発
生
時

の

対
応

 

(
a
)
 
③
当
直
課
長
は
、
火

災
感
知
器
が
作
動
し

た
場
合

、
火

災
区
域
ま

た
は

火
災
区
画
か
ら
の
退
避
警

報
、
自
動

消
火

設
備
の
動
作
状
況

の
確
認
を
実

施
す
る
。

 

(
b
)
 
④
当
直
課
長
は
、
自
動

消
火

設
備
の
動
作
後
の

消
火
状
況

の
確
認

、
消

火
状
況
を
踏
ま
え

た
消

火

活
動
の
実

施
、
プ
ラ
ン
ト
運
転
状
況
の

確
認

等
を
実
施

す
る
。

 

ｄ
．
消
火

設
備
の
う
ち
、
手
動
操
作
に

よ
る
固

定
式
消

火
設
備
を

設
置

す
る

火
災
区
域
ま

た
は

火
災
区
画
に

お

け
る
火
災

発
生
時

の
対
応

 

(
a
)
 
⑤
消

火
要
員
は
、
火

災
感
知
器
が
作
動
し
、

火
災
を

確
認
し

た
場
合

、
消

火
活
動
を
実

施
す

る
。
 

(
b
)
 
⑥
当
直
課
長
は
、
消

火
が
困
難
な
場
合

、
職
員

の
退
避

確
認
後

に
固
定
式

消
火

設
備
を
手
動
操
作

に
よ
り
動
作
さ
せ

、
そ

の
動
作
状
況
、

消
火
状
況

、
プ
ラ
ン
ト
運
転
状
況

の
確
認

等
を
実

施
す

る
。
 

ｅ
．
原
子

炉
格
納

容
器
内

に
お
け

る
火
災

発
生
時
の

対
応

 

(
a
)
 
⑦
当
直
課
長
は
、
局
所
火
災

と
判
断
し

、
か

つ
、
原

子
炉
格
納

容
器

内
へ

の
進
入
が
可
能
で
あ

る

と
判
断
し

た
場
合

、
消

火
器

、
消

火
栓
に

よ
る
消

火
活
動

、
消

火
状
況

の
確
認

、
プ
ラ
ン
ト
運
転
状

況
の
確
認

お
よ

び
必
要
な
運
転
操
作
を
実

施
す

る
。

 

(
b
)
 
⑧
当
直
課
長
は
、
広
範
囲
な
火

災
ま
た
は

原
子

炉
格
納

容
器
内
へ
進
入
で
き
な

い
と
判
断
し
た
場

合
、
プ
ラ
ン
ト
を
停
止

す
る
と

と
も
に
、
格
納

容
器
ス
プ
レ
設
備
を
使

用
し
た

消
火
活
動

、
消
火
状

況
の
確
認

、
プ
ラ
ン
ト
運
転
状
況

の
確
認

お
よ

び
必
要
な
運
転
操
作
を
実

施
す

る
。

 

ｆ
．
単
一
故
障
も
想

定
し

た
中
央
制
御
盤

内
に
お
け
る

火
災
発

生
時
の

対
応
（
中
央
制
御
盤

の
１
つ

の
区
画

の

安
全
機
能
が
全
て
喪
失
し

た
場
合

に
お
け

る
原

子
炉

の
安
全
停

止
に

係
る
対

応
を
含
む
。
）

 

(
a
)
 
⑨
当
直
課
長
は
、
中
央
制
御
盤

内
の
煙
感
知
器

に
よ
り
感
知
し

た
火
災

に
対
し

、
常
駐
す

る
運
転

員
に
よ

る
消
火
器
を
用

い
た
消

火
活
動
を
行

い
、
プ
ラ
ン
ト
運
転
状
況

の
確
認

等
を
行
う
。
 

(
b
)
 
⑩
当
直
課
長
は
、
煙

の
充
満

に
よ
り
運
転
操
作

に
支
障
が
あ
る
場
合
、
火

災
発

生
時

の
煙
を
排
気

す
る
た

め
、
換
気
空
調

設
備
の
換
気
モ
ー
ド

の
切
替
え
を
行
う
。

 

ｇ
．
水
素
濃
度
検
知
器
が

設
置
さ
れ
る
火

災
区
域
ま

た
は
火

災
区
画

に
お
け

る
水
素
濃
度
上
昇

時
の

対
応

 

⑪
当
直
課
長
は

、
換
気
空
調

設
備
の
運
転
状
態

の
確
認

お
よ

び
換
気
空
調

設
備

の
切
替
え
を
実

施

す
る
。

 

【
体
制
】

 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
防

火
管

理
所
達

 

 【
事

象
発

生
前

の
対

応
】

 

①
 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
３
号
機
運
転
操
作
所
則

 

 ②
 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
３
号
機
運
転
操
作
所
則

 

 ③
、
⑦

、
⑧

 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
防

火
管

理
所
達

 

 ④
 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
防

火
管

理
所
達

 

・
発
電
業
務
所
則

 

 ⑤
 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
現
場

資
機
材

管
理
所
則

 

 ⑥
 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
火
気
使

用
作
業

管
理
所
則

 

 【
事

象
発

生
時

の
対

応
】

 

①
～
⑩

、
⑬

、
⑭

 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
防

火
管

理
所
達

 

・
３
号
機

事
故

時
操
作
所
則

 

 ⑪
 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
３
号
機
警
報

時
操
作
所
則

 

事
象
発
生
前
の

対
応

 

事
象
発
生

時
の

対
応
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事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

線
、
通
報

設
備
が
点
検
ま

た
は
故
障

に
よ
り
使

用
不
能
と
な
っ

た
場
合
を
除
く
。
た
だ
し

、
点

検
後
ま

た
は
修
復
後
は
遅
滞
な
く
復
旧
さ
せ

る
。

 

 

ｈ
．
火
災

発
生
時

の
煙
の
充
満
に

よ
り
消

火
活
動
に
支
障
を

生
じ
た
際

の
ポ
ン
プ
室

の
消

火
活
動

 

⑫
消

火
要
員
は

、
火

災
発
生

時
の
煙

の
充
満

に
よ
り
ポ
ン
プ
室

の
消

火
活
動

に
支
障
が
あ

る
場
合

は
、
煙
を
排
気
で
き

る
可
搬
式
の
排
風
機
を
準
備
し
、
起
動
す

る
。

 

ｉ
．
屋
外

消
火
配

管
の
凍

結
防
止

対
策
の

対
応
 

①
当
直
課
長
は

、
外
気
温
度
が
約
０
℃
ま
で
低
下
し

た
場
合

、
屋
外

消
火
栓
を
微
開
し
通

水
す

る
。
 

ｊ
．
消
火

用
水
の
供
給
優
先
の
対

応
 

②
当
直
課
長

お
よ
び
タ
ー
ビ
ン

保
修
課
長
は

、
消

火
用

水
供
給
系

に
お

い
て

、
火

災
発

生
時
に
所

内
用

水
系

と
共
用
し
な
い
運

用
を
行
う
こ

と
に

よ
っ
て

、
消

火
用

水
を
確

保
す
る
。
具
体
的

に
は

、
消

火
栓

、
水
噴
霧

消
火
設
備
お
よ

び
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
（
原

子
炉
補
助
建
屋
を
除
く
）
の

水
源
で
あ
る
淡

水
タ
ン
ク

に
は
、
最
大
放

水
量
（

1
3
0
m
3
）
に

対
し

て
十
分
な
容
量
（

2
,
6
0
0
m
3
以
上
）
を

確
保
し

、
必

要
に

応
じ

て
所
内

用
水
系
を
隔
離

等
の
運

用
に

よ
り
、

消
火
を
優
先
す

る
。

 

ま
た

、
原
子

炉
補
助
建
屋
の

消
火
栓
（
地
震

等
に

よ
り
淡

水
タ
ン
ク
が
使

用
で
き
な

い
場
合
）

お

よ
び
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー

の
水
源
で
あ

る
消

火
水
タ
ン
ク
は

、
所

内
用

水
系

と
共

用
し
な

い
設
計

と
す

る
。

 

ｋ
．
防
火

帯
の
維

持
・
管

理
 

③
所
長
室
長
は
、

防
火
帯

の
維
持

・
管
理
を
実
施

す
る
。

 

ｌ
．
外
部

火
災
に

よ
る
ば

い
煙
発

生
時
の

対
応
 

⑬
当
直
課
長
は

、
ば

い
煙
発

生
時
、
ば

い
煙
侵
入

防
止

の
た

め
、
外
気
取
入
口

に
設
置
し

て
い

る

平
型
フ
ィ
ル
タ

、
外
気
取
入
ダ
ン
パ

の
閉

止
お

よ
び
換
気
空
調
系

の
停

止
ま

た
は
中
央
制
御
室

の
閉

回
路
循
環
運
転
に

よ
る
建
屋

内
へ

の
ば
い
煙

の
侵
入
の

防
止
を
実

施
す

る
。

 

ｍ
．
外
部

火
災
に

よ
る
有
毒
ガ
ス

発
生
時

の
対
応

 

⑭
当
直
課
長
は

、
有
毒
ガ
ス
発

生
時
、
有
毒
ガ
ス
侵
入

防
止

の
た

め
、
外
気
取
入
ダ
ン
パ

の
閉

止
、

換
気
空
調
系

の
停

止
ま

た
は
中
央
制
御
室

の
閉
回
路
循
環
運
転

に
よ

る
建
屋

内
へ

の
有
毒
ガ
ス

の
侵

入
の

防
止
を
実
施

す
る
。

 

ｎ
．
外
部

火
災
に

よ
る
モ
ニ
タ
ポ
ス
ト
が

影
響
を
受
け

た
場
合

 

⑮
放
射
線
管

理
課
長
は

、
モ
ニ
タ
ポ
ス
ト
が
外

部
火

災
の

影
響
を
受
け

た
場
合
は

、
代
替

設
備
を

防
火

帯
の

内
側
に

設
置
す

る
。

 

ｏ
．
燃
料

保
有
量
制
限

 

当
直
課
長
は
、
補
助
ボ
イ
ラ
ー
燃

料
タ
ン
ク

の
燃

料
保
有
量
を

1
1
0
k
L
に
制
限

す
る
。

 

ｐ
．
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
ー
火

災
に
対

す
る
消

火
活
動

 

①
消

火
要
員
は

、
燃

料
補
充

用
の
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
ー

火
災
が

発
生
し

た
場
合
は

、
消

火
活
動
を
実

施
す

る
。

 

ｑ
．
火
災
予
防
活
動
（
巡
視
点
検
）

 

④
各
課
（
室
）
長
は
、
巡
視
点
検

に
よ
り

、
火
災

発
生

の
有
無

の
確
認
を
実

施
す

る
。

 

ｒ
．
火
災
予
防
活
動
（
可
燃
物
管

理
）

 

⑤
保
全
計
画
課
長
は

、
原
子

炉
施
設

の
安
全
機
能
を
有

す
る
構
築
物

、
系
統

お
よ

び
機
器
を
設
置

す
る

火
災
区
域
ま

た
は
火

災
区
画

に
つ
い

て
は

、
当
該

施
設
を

火
災
か
ら

防
護

す
る
た

め
、
恒

設
機
器

お
よ

び
点
検

等
に
使

用
す

る
可
燃
物
（

資
機
材
）
の
総

発
熱
量
が
、
制
限

発
熱
量
を
超
え
な

い
管

理
（

持

込
み

と
保

管
）
お
よ

び
重
大

事
故
等

対
処

施
設
を

設
置

す
る
屋
外

の
火

災
区
域

に
つ
い

て
は
、
当
該

施

設
を

火
災
か
ら
防
護

す
る

た
め
、
可
燃
物
を
置
か
な
い

管
理
を
実

施
す

る
。

 

ｓ
．
火
災
予
防
活
動
（
火
気
作
業

等
の
管

理
）
 

⑥
各
課
（
室
）
長
は

、
火
災
区
域
ま

た
は
火

災
区
画

に
お

い
て

、
溶
接

等
の

火
気
作
業
を
実
施

す

る
場
合
、

火
気
作
業
前
に
計
画
を

策
定
す

る
と

と
も
に

、
火
気
作
業
時

の
養
生

、
消
火
器

等
の
配
備

、

監
視
人
の
配
置
等
を
実
施

す
る
。

 

ｔ
．
延
焼

防
止

 

⑦
所
長
室
長
は

、
重
大

事
故

等
対
処

施
設
を

設
置

す
る
屋
外

の
火

災
区
域
で
は

、
周
辺

施
設
お

よ

び
植

生
と

の
離
隔
を

確
保
し

、
火
災
区
域

内
の
周
辺
の
植

生
区
域

に
つ

い
て
は

、
除
草

等
の

管
理
を
実

施
し

、
延
焼

防
止
を
図
る
。

 

ｕ
．
火
災
鎮
火
後

の
原
子

炉
施
設
へ
の
影

響
確
認

 

⑯
各
課
（
室
）
長
は
、
原

子
炉
施

設
に
火

災
が

発
生
し

た
場
合
は

、
火
災
鎮

火
後

、
原

子
炉

施
設

の

 ⑫
、
⑮

、
⑯

 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
防

火
管

理
所
達

 

・
発
電
業
務
所
則

 

 ⑰
 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
一
般

防
災
業
務
所
達
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事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

損
傷

の
有
無
を
確
認

す
る

と
と
も

に
、
そ

の
結
果
を
所
長

お
よ

び
原
子

炉
主
任
技
術
者

に
報
告

す
る
。
 

ｖ
．
地
震

発
生
時

に
お
け

る
火
災

発
生
の
有
無
の
確
認

 

⑰
各
課
（
室
）
長
は

、
最
寄
り

の
気

象
庁
震
度
観
測
点

に
お

い
て
震
度
５
弱
以
上

の
地
震
が
観
測

さ
れ

た
場
合

、
地
震
終
了
後

、
原

子
炉
施

設
の

火
災

発
生
の
有
無
を

確
認
す

る
と
と
も

に
、
そ

の
結
果

を
所
長
お

よ
び
原

子
炉
主
任
技
術
者

に
報
告

す
る
。

 

ｗ
．
保
守

管
理
、
点
検

 

⑧
各
課
（
室
）
長
は

、
火
災

防
護
に
必
要
な

設
備

の
要
求
機
能
を

維
持

す
る

た
め

、
保
守

管
理
計

画
に
基
づ
き
適
切

に
保
守

管
理
、
点
検
を
実

施
す

る
と

と
も
に

、
必
要

に
応
じ
補
修
を
行
う
。

 

ｘ
．
火
災

影
響
評
価
条
件

の
変
更

の
要
否

確
認
 

(
a
)
 
内
部

火
災
影

響
評
価

 

保
全
計
画
課
長
は
、
設
備
改
造
等
を
行
う
場
合
、
都
度
、
内

部
火

災
影

響
評
価
へ

の
影

響
確
認
を

行
い
、
評
価

結
果
に

影
響
が
あ

る
場
合
は
、
原

子
炉
施

設
内
の

火
災
に

よ
っ
て
も

、
安
全

保
護
系

お

よ
び
原
子

炉
停
止
系
の
作
動
が
要
求
さ
れ

る
場
合
に
は

、
火
災

に
よ
る

影
響
を
考
慮
し

て
も
、
多
重

化
さ
れ
た

そ
れ
ぞ
れ
の
系
統
が
同

時
に
機
能
を
失
う
こ

と
な
く

、
原

子
炉
を

安
全
停

止
で
き

る
こ

と

を
確
認
す

る
た
め

に
、
内

部
火
災

影
響
評
価

の
再
評
価
を
実

施
す
る
。

 

(
b
)
 
外
部

火
災
影

響
評
価

 

所
長
室
長
は
、
評
価
条
件
を

定
期
的

に
確
認
し
、
評
価
結
果

に
影

響
が
あ

る
場
合
は

、
発
電
所
敷

地
内
外
で

発
生

す
る

火
災
が

防
護

対
象

施
設
へ

影
響
を
与
え
な

い
こ

と
お

よ
び

火
災

の
二
次
的

影

響
に
対
す

る
適
切
な
防
護

対
策
が

施
さ
れ

て
い

る
こ

と
を
確
認

す
る

た
め
に

、
外

部
火
災

影
響
評
価

の
再
評
価
を
実
施

す
る
。
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②
 
内
部
溢
水
発
生
時
の
対
応
に
つ
い
て

 
事

象
対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

   ①
消
火
水
放
水
時

の
注
意
喚
起

 

②
運
転
時
間
実
績

の
管
理

 

③
水
密
扉

の
運
用

 

④
タ
ン
ク

水
位
管

理
 

⑤
運
用
停

止
設
備

の
管
理

 

⑥
浸
水
防
護
設
備

の
管
理

 

⑦
配
管
の
肉
厚
管

理
 

⑧
保
守
管

理
・
点
検

 

⑨
評
価
条
件
の
変
更
に
伴
う
影

響
確
認

 

    ①
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
配
管
の
破
損

時
の
対

応
操
作

 

①
タ
ー
ビ
ン
建
屋
か
ら
の

溢
水

発
生
時

の
対

応
操
作

 

②
原
子
炉

施
設
の
損
傷
の
有
無
を

確
認

 

③
消
火
水
放
水
に

対
す
る

設
備

影
響
確
認

 

④
漏
え
い
蒸
気
に

対
す
る

設
備

影
響
確
認

 

⑤
放
水
後

の
放
水
量
の
溢

水
評
価

の
妥
当
性
検
証

 

  

（
内
部

溢
水
発
生

時
の
体
制
の
整
備
）

 

第
１
８
条

の
２
 
技
術
課
長
は
、
原
子

炉
施

設
内

に
お

い
て

溢
水
が

発
生
し

た
場
合
（
以
下
、「

内

部
溢

水
発

生
時
」

と
い
う
。
）

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う
体
制

の
整
備
と
し
て

、
次

の
各
号
を
含
む
計
画
を

策

定
し

、
所
長

の
承
認
を
得

る
。
ま
た
、
計
画
は

、

添
付

２
に
示
す
「
火
災

、
内

部
溢
水

、
火

山
影

響
等

お
よ

び
自

然
災

害
発

生
時

の
対

応
に

係

る
実

施
基
準
」

に
従
い

策
定
す

る
。

 

(
1
)
 
内

部
溢
水
発

生
時
に

お
け
る

原
子
炉

施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に

必
要
な
要
員

の
配
置

 

(
2
)
 
内

部
溢
水
発

生
時
に

お
け
る

原
子
炉

施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う
要
員

に

対
す

る
教
育
訓
練

 

(
3
)
 
内

部
溢
水
発

生
時
に

お
け
る

原
子
炉

施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に

必
要
な

資
機
材
の
配
備

 

２
．
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は

、

前
項

の
計
画
に
基
づ
き

、
内

部
溢

水
発
生

時
に

お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動

を
行
う

た
め

に
必
要
な
体
制

お
よ

び
手
順

の

整
備
を
実

施
す

る
。

 

３
．
各
課
（
室
）
長
は
、
第
２
項

の
活
動

の
実
施

結
果
を
取
り
ま

と
め
、
第
１
項
に

定
め
る

事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価
を
行
う

と
と
も

に
、

評
価

の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
じ

、

技
術
課
長

に
報
告

す
る
。
技
術
課
長
は
、
第
１

項
に

定
め

る
事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価

を
行
う
と

と
も

に
、
評
価

の
結
果

に
基
づ
き
必

要
な
措
置
を
講
じ

る
。

 

４
．
各
課
（
室
）
長
は
、
内
部

溢
水
の

影
響

に
よ

り
、
原

子
炉

施
設

の
保
安

に
重
大
な

影
響
を
及

ぼ
す
可
能
性
が
あ

る
と
判
断
し

た
場
合
は

、
所

長
、
原
子

炉
主
任
技
術
者

お
よ
び

関
係
課
（
室
）

長
に

連
絡

す
る

と
と
も

に
、
必
要

に
応
じ

て
原

子
炉
停
止

等
の
措
置
に

つ
い
て
協
議
す

る
。

 

 

２
 
内

部
溢
水

 

２
．
４
 
手
順

書
の
整
備

 

(
1
)
 
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は
、
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を

行
う
た

め
に
必
要
な
体
制

の
整
備

と
し

て
、
以
下
の
活
動
を
実

施
す

る
こ
と
を

社
内
標
準

に
定

め
る
。

 

ａ
．

溢
水

発
生
時

の
措
置

に
関
す

る
手
順

 

①
当
直
課
長
は

、
配
管

の
想
定
破
損
に

よ
る

溢
水

、
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
か
ら
の
放

水
に

よ
る
溢

水
、

地
震
に
よ

る
溢
水

お
よ
び

そ
の
他

の
溢
水
が

発
生
し

た
場
合

の
措
置
を
行
う
。

 

ｂ
．
消
火

水
放
水

時
に
お
け
る
注
意
喚
起

 

①
技
術
課
長
は

、
機
能
喪
失
高
さ
が
低
い
防
護
す
べ
き

設
備
が

消
火

水
の
放

水
に

よ
る

溢
水

に
よ
り

機
能
喪
失

す
る
こ

と
の
な

い
よ
う

、
消
火

水
放
水

時
の
注
意

事
項
を
現
場

に
表
示

す
る
。

 

ｃ
．
運
転

時
間
実
績
管
理

 

②
技
術
課
長
は

、
運
転
実
績
（
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
配

管
と
し

て
運
転
し

て
い

る
割
合
が
当
該
系
統
の
運

転
し
て
い

る
時
間

の
２
％
ま
た
は
プ
ラ
ン
ト
運
転
期
間

の
１
％

よ
り
小
さ

い
）
に

よ
り

、
低
エ
ネ
ル
ギ

ー
配
管
と
し
て
い

る
系
統

に
つ
い

て
の
運
転

時
間
実
績

管
理
を
行
う
。

 

ｄ
．
水
密
扉
の
閉

止
状
態

の
管
理

 

③
当
直
課
長
は

、
中
央
制
御
室
に

お
い

て
水
密
扉
監
視

設
備

の
警
報
監
視
に

よ
り
、
水
密
扉

の
閉

止

状
態
の
確
認
お
よ

び
閉
止
さ
れ
て

い
な
い
状
態
が

確
認
さ
れ

た
場
合

の
閉

止
操
作
を
行
う
。
ま

た
、
各

課
（
室
）
長
は
、
水
密
扉
開
放
後
の

確
実
な
閉

止
操
作

お
よ

び
閉

止
さ
れ

て
い
な

い
状
態
が

確
認
さ
れ

た
場
合
の
閉
止
操
作
を
行
う
。

 

ｅ
．
タ
ン
ク
の
水
位
管
理

 

④
技
術
課
長
は

、
防
護

す
べ
き

設
備
が

設
置
さ
れ

る
建
屋
へ

溢
水
が
流
入
し
伝
播

す
る
こ

と
を

防

ぐ
た
め
、
必
要
な
タ
ン
ク

の
水
位
制
限
を
行
う
。

 

ｆ
．
運
用
停
止
設
備
の
管

理
 

⑤
技
術
課
長
は

、
防
護
す
べ
き
設
備
が

設
置
さ
れ
る
建
屋
内
で

の
溢

水
量
の
低
減
を
図

る
た

め
、
原

子
炉
停
止

、
高
温
停
止

お
よ
び
低
温
停

止
（
停

止
状
態

の
維
持
を
含
む
）
に
必
要

の
な

い
設
備
の
う
ち

、

プ
ラ
ン
ト
運
転
に

影
響
の
な
い
設
備
に
つ

い
て
運

用
の
停

止
を
行
う
。

 

ｇ
．
溢
水

発
生
時

の
原
子

炉
施
設
へ
の
影

響
確
認
に

関
す
る
手
順

 

②
各
課
（
室
）
長
は
、
原
子

炉
施
設

に
溢

水
が
発

生
し

た
場
合
は

、
事

象
収
束
後

、
原

子
炉

施
設

の

損
傷
の
有
無
を
確
認
す
る

と
と
も

に
、
そ

の
結
果
を
所
長

お
よ

び
原
子

炉
主
任
技
術
者

に
報
告

す
る
。
 

ｈ
．
保
守

管
理
、
点
検

 

(
a
)
 
③
各
課
（
室
）
長
は

、
火

災
時
に

消
火

水
を
放
水
し

た
場
合

、
消

火
水

に
よ
り

防
護

す
べ
き
設
備

の
要
求
さ
れ
る
機
能
が
損
な
わ
れ

て
い
な

い
こ

と
を

確
認
す

る
た
め

に
、
保
守

管
理
計
画

に
基
づ
き

適
切
に

保
守
管

理
、
点
検
を
実

施
す
る

と
と
も

に
、
必
要
に

応
じ
補
修
を
行
う
。

 

(
b
)
 
③
各
課
（
室
）
長
は

、
防
護

す
べ
き

設
備
が
没
水
ま

た
は
被

水
し

た
場
合

、
防
護

す
べ
き

設
備

の

要
求
さ
れ

る
機
能
が
損
な
わ
れ

て
い
な

い
こ

と
を
確
認

す
る

た
め
に

、
保
守

管
理
計
画

に
基
づ
き
適

切
に
保
守

管
理

、
点
検
を
実
施

す
る
と

と
も

に
、
必
要

に
応
じ
補
修
を
行
う
。

 

(
c
)
 
④
各
課
（
室
）
長
は

、
防
護

す
べ
き

設
備
が
蒸
気
環
境
に
曝
さ
れ

た
場
合

、
防
護

す
べ
き

設
備

の

要
求
さ
れ

る
機
能
が
損
な
わ
れ

て
い
な

い
こ

と
を

確
認

す
る
た

め
に
、
保
守

管
理
計
画
に
基
づ
き
適

切
に
保
守

管
理

、
点
検
を
実
施

す
る
と

と
も

に
、
必
要

に
応
じ
補
修
を
行
う
。

 

(
d
)
 
⑥
電
気
保
修
課
長
、
計
装
保
修
課
長

お
よ

び
タ
ー
ビ
ン

保
修
課
長
は
、
海

水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
内

お

よ
び
エ
リ
ア
外

の
溢
水
を
受
け

て
、
海
水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア

内
の

防
護

す
べ
き

設
備
が
機
能
喪
失
し
な

い
よ
う

に
海
水
ポ
ン
プ
室
浸
水

防
止
蓋

、
海

水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア

止
水
壁

お
よ

び
泥

水
対

策
壁

に
つ

い

て
、
保
守

管
理
計
画
に
基
づ
き
適
切
に
保
守

管
理

、
点
検
を
実

施
す
る

と
と
も

に
、
必
要

に
応
じ
補

修
を
行
う
。

 

(
e
)
 
⑦
タ
ー
ビ
ン

保
修
課
長
は
、
配

管
の
想

定
破
損
評
価
に

お
い
て

、
応
力
評
価
の

結
果

に
よ
り
破
損

形
状
の
想

定
を
行
う
配

管
は
、
評
価

結
果
に

影
響

す
る

よ
う
な
減
肉
が
な

い
こ

と
を

確
認

す
る
た

め

に
、
継
続
的
な
肉
厚
管

理
を
行
う
。

 

(
f
)
 
⑧
各
課
（
室
）
長
は

、
浸
水

防
護
設
備

お
よ
び

防
護

す
べ
き

設
備
の
要
求
機
能
を
維

持
す

る
た

め
、

【
体
制
】

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

【
事

象
発

生
前

の
対

応
】

 

①
、

②
、

⑤
、
⑨

 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

 ③
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
３
号
機

 
事
故

時
操
作
所
則

 

 ④
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
３
号
機

 
警
報

時
操
作
所
則

 

・
発
電
業
務
所
則

 

 ⑥
 

・
保
守

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
保
修
業
務
所
則

 

 ⑦
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力
技
術
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

事
象
発

生
前

の
対

応
 

事
象
発
生

時
の

対
応
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事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

保
守
管

理
計
画

に
基
づ
き
適
切

に
保
守

管
理

、
点
検
を
実

施
す

る
と

と
も

に
、
必
要

に
応
じ
補
修
を

行
う
。

 

ｉ
．
溢
水
評
価
条
件
の
変
更
の
要
否
を
確
認

す
る
手
順

 

(
a
)
 
⑨
技
術
課
長
は

、
各
種

対
策
設
備

の
追
加

お
よ

び
資
機
材

の
持
込
み
等

に
よ
り
評
価
条
件

に
見
直

し
が
あ

る
場
合

、
都
度

、
溢
水
評
価
へ

の
影

響
確
認
を
行
う
。

 

(
b
)
 
⑤
技
術
課
長
は
、
消
火
活
動
の

結
果
を
踏
ま
え

、
放
水
後

の
放

水
量
の

溢
水
評
価

に
係

る
妥
当
性

に
つ
い

て
検
証
を
行
う
。

 

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
保
修
業
務
所
則

 

 ⑧
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
保
守

管
理
通
達

 

・
原

子
力

発
電
所

保
修
業
務
要
綱

 

・
原

子
力

発
電
所
土
木
建
築
業
務
要

綱
 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
保
修
業
務
所
則

 

・
土
木
建
築
業
務
所
則

 

 【
事

象
発

生
時

の
対

応
】

 

①
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
３
号
機

 
事
故

時
操
作
所
則

 

 ②
、

⑤
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
発
電
業
務
所
則

 

 ③
、

④
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力

発
電
所

保
修
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
保
修
業
務
所
則
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③
 
火
山
影
響
等
発
生
時
の
対
応
に
つ
い
て

 
事

象
対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

   な
し

 

    ①
外
気
取
入
ダ
ン
パ
の
閉

止
、
換
気
空
調
系

の
停

止
、
閉

回
路
循
環
運
転

 

②
平
型
・
吸
気
フ
ィ
ル
タ
取
替
・
清
掃

、
ス
ト
レ
ー
ナ
清

掃
、
碍
子

の
洗
浄
作
業

 

③
降
下
火
砕
物
の
除
去
（
建
屋

等
）

 

④
改
良
型
フ
ィ
ル
タ
取
付

・
取
替

・
清
掃

 

⑤
タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ
運
転

 

⑥
蒸
気
発

生
器
補
給
用
仮

設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）
運
転

 

⑦
電
源
車

の
準
備

 

⑧
仮
設
フ
ィ
ル
タ
取
付

 

⑨
通
信
連
絡
設
備

の
電
源

確
保

 

⑩
電
源
車
か
ら
の
給
電

 

⑪
電
源
車

の
燃
料

確
保

 

⑫
電
源
車
へ
の
燃

料
補
給
準
備

 

⑬
電
源
車
へ
の
燃

料
補
給

 

⑭
消
火
水
タ
ン
ク
か
ら
復

水
タ
ン
ク
へ

の
補
給

 

⑮
原
子
炉

施
設
の
損
傷
の
有
無
を

確
認

 

⑯
保
守
管

理
・
点
検

 

 

（
火
山

影
響
等
発

生
時
の
体
制
の
整
備
）

 

第
１
８
条

の
２
の

２
 
技
術
課
長
は
、
火

山
現
象

に
よ

る
影

響
が

発
生

す
る

お
そ
れ
が
あ

る
場

合
ま

た
は

発
生
し

た
場
合
（
以
下

、
「

火
山

影

響
等

発
生

時
」

と
い
う
。
）

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
※
１
を
行
う
体
制

の
整
備
と
し
て

、
次

の
各
号
を
含
む
計
画
を

策

定
し

、
所
長

の
承
認
を
得

る
。
ま
た
、
計
画
は

、

添
付

２
に
示
す
「
火
災

、
内

部
溢
水

、
火

山
影

響
等

お
よ

び
自

然
災

害
発

生
時

の
対

応
に

係

る
実

施
基
準
」

に
従
い

策
定
す

る
。

 

(
1
)
 
火

山
影

響
等

発
生

時
に

お
け

る
原

子
炉

施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に
必

要
な
要
員

の
配
置

 

(
2
)
 
火

山
影

響
等

発
生

時
に

お
け

る
原

子
炉

施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う
要
員

に
対

す
る
教
育
訓
練

 

(
3
)
 
火

山
影

響
等

発
生

時
に

お
け

る
原

子
炉

施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に
必

要
な
フ
ィ
ル
タ

そ
の
他

の
資
機
材

の
配
備

 

２
．
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は

、

前
項

の
計
画
に
基
づ
き

、
次

の
各
号
を
含
む

火

山
影

響
等

発
生

時
に

お
け

る
原

子
炉

施
設

の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に
必
要
な

体
制

お
よ

び
手
順

の
整
備
を
実

施
す
る
。

 

(
1
)
 
火

山
影

響
等

発
生

時
に

お
け

る
非
常

用
交

流
動
力
電
源

設
備

の
機
能
を

維
持

す
る

た
め

の
対

策
に

関
す

る
こ
と

 

(
2
)
 
(
1
)
に
掲
げ

る
も

の
の
他

、
火
山

影
響

等
発

生
時

に
お
け

る
代
替
電
源

設
備

そ
の

他
の

炉

心
を
冷
却

す
る

た
め

に
必
要
な

設
備

の
機
能

を
維

持
す

る
た

め
の
対

策
に
関

す
る
こ

と
 

(
3
)
 
(
2
)
に
掲
げ

る
も

の
の
他

、
火
山

影
響

等
発

生
時

に
お
け

る
交
流
動
力
電
源
が
喪
失
し

た

場
合

に
お
け

る
炉
心

の
著
し

い
損
傷
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
に
関

す
る
こ

と
 

３
．
各
課
（
室
）
長
は
、
第
１
項

の
計
画

に
基
づ

き
、
火

山
影

響
等

発
生
時

に
お
け

る
原
子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を
実

施
す

る
と

と

も
に

、
第
１
項
(
1
)
の
要
員

に
第

２
項

の
手
順

を
遵
守
さ
せ
る
。

 

４
．
各
課
（
室
）
長
は
、
第
３
項

の
活
動

の
実
施

結
果
を
取
り
ま

と
め
、
第
１
項
に

定
め
る

事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価
を
行
う

と
と
も

に
、

評
価

の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
じ

、

技
術
課
長

に
報
告

す
る
。
技
術
課
長
は
、
第
１

項
に

定
め

る
事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価

を
行
う
と

と
も

に
、
評
価

の
結
果

に
基
づ
き
必

３
 
火

山
影
響

等
、
降
雪

発
生

時
 

３
．
４
 
手
順

書
の
整
備

 

(
1
)
 
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は
、
火
山

影
響

等
お
よ

び
降
雪

発
生
時

に
お
け
る

原
子

炉
施
設

の

保
全
の

た
め

の
活
動
を
行
う
た

め
に
必
要
な
体
制
の
整
備

と
し

て
、
以
下

の
活
動
を
実
施

す
る
こ

と
を

社
内

標
準

に
定

め
る
。

 

ａ
．
降
下

火
砕
物

の
侵
入

防
止

 

①
当
直
課
長
は

、
外
気
取
入
口
に

設
置
し

て
い

る
平
型
フ
ィ
ル
タ

の
差
圧

確
認

、
外
気
取
入
ダ
ン
パ

の
閉

止
、
換
気
空
調

設
備

の
停

止
、
中
央
制
御
室

の
閉
回
路
循
環
運
転

に
よ

る
建
屋

内
へ

の
降
下

火
砕
物

の
侵
入

防
止
を
実

施
す
る
。

 

ｂ
．
降
下

火
砕
物

お
よ
び
積
雪
の
除
去
作
業

 

(
a
)
 
②
各
課
（
室
）
長
は
、
降
灰
が

確
認
さ
れ

た
場
合
は
、
施

設
の
機
能

に
影

響
が
及
ば
な
い

よ
う

、
換
気

空
調

設
備

の
フ
ィ
ル
タ

の
清
掃
や
取
替
え

、
水
循
環
系

の
ス
ト
レ
ー
ナ
洗
浄
作
業

、
開
閉
所

設
備

の
碍

子
洗
浄
作
業
を
実

施
す
る
。

 

(
b
)
 
③
各
課
（
室
）
長
は
、
降
下

火
砕
物

の
堆
積
が

確
認
さ
れ
た
場
合
は

、
降
下

火
砕
物

よ
り
防
護

す
べ
き

屋
外

の
施

設
、
な
ら

び
に
降
下

火
砕
物
よ
り

防
護

す
べ
き

施
設
を

内
包

す
る
建
屋

に
つ

い
て

、
長
期
的

な
堆
積
に

よ
り
施

設
に
悪

影
響
を
及
ぼ
さ
な

い
よ
う
降
下

火
砕
物
を
除
去

す
る
。

 

ま
た
、
上
記
以
外
の
重
大
事
故
等
対
処
設
備

に
対

す
る
降
下

火
砕
物

お
よ

び
積
雪

の
除
去
作
業
に

つ

い
て
は
、
降
灰
お

よ
び
降
雪
の
状
況
を
踏
ま
え

、
設
備

に
悪

影
響
を
及
ぼ
さ
な

い
よ
う
実

施
す

る
。

 

ｃ
．
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機

の
機
能
を

維
持

す
る
た

め
の

対
策

 

④
火
山

影
響

等
発
生

時
に

お
い
て

、
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機

の
機
能
を

維
持

す
る

た
め

、
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電

機
へ

の
改
良
型
フ
ィ
ル
タ

の
取
付

お
よ
び
フ
ィ
ル
タ
の
取
替
・
清
掃
を
実

施
す

る
。

 

(
a
)
 
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
へ
の
改
良
型
フ
ィ
ル
タ
取

付
他

 

④
各
課
（
室
）
長
は

、
フ
ィ
ル
タ
の
取
替
・
清
掃
が

容
易
な
改
良
型
フ
ィ
ル
タ
を
取
り

付
け

る
。
ま

た
、

海
水
ポ
ン
プ
除
塵
フ
ィ
ル
タ
を
取
り
外
す
。

 

ア
．
手
順
着
手
の
判
断
基
準

 

気
象
庁
が

発
表
す

る
降
灰
予
報
（
「
速
報
」
ま

た
は
「
詳
細
」
）
に

よ
り
美
浜
町
へ

の
「
多
量
」
の
降
灰

が
予
想
さ
れ

た
場
合

、
気

象
庁
が
発
表

す
る
噴
火

に
関

す
る

火
山
観
測
報

に
お

い
て

、
地

理
的
領
域
（

発

電
所
敷
地
か
ら
半
径

1
6
0
k
m
）

内
の
活

火
山

に
2
0
k
m
以
上

の
噴
煙
が
観
測
さ
れ

た
が
噴

火
後

1
0
分
以

内
に
降
灰
予
報
が

発
表
さ
れ
な

い
場
合
ま

た
は
降
下

火
砕
物

に
よ

る
発
電
所
へ

の
重
大
な

影
響
が
予
想

さ
れ

た
場
合

 

(
b
)
 
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
改
良
型
フ
ィ
ル
タ

の
フ
ィ
ル
タ
取
替

・
清
掃

 

④
各
課
（
室
）
長
は
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
が
起
動
し

た
場
合

に
お
い

て
、
フ
ィ
ル
タ

の
閉
塞
を

防
止

す

る
た
め
、
フ
ィ
ル
タ
の
取
替
・
清
掃
を
実

施
す

る
。

 

ア
．
手
順
着
手
の
判
断
基
準

 

火
山
影
響

等
発
生

時
に
お

い
て
外

部
電
源
喪
失
が

発
生
し

、
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
が
起
動
し
た
場
合

 

ｄ
．
タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給

水
ポ
ン
プ
を
用

い
た
炉
心
を
冷
却
す

る
た
め

の
対
策

 

⑤
火
山

影
響

等
発
生

時
に

お
い
て

、
外

部
電
源
喪
失

お
よ

び
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
が
機
能
喪
失
し

た
場
合

は
、
タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ
を
使
用
し
、
蒸
気

発
生
器

２
次
側

に
よ

る
１
次
冷
却
系
の
冷
却
を
行
う
。
 

(
a
)
 
タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給

水
ポ
ン
プ
を
用

い
た

炉
心
冷
却

 

⑤
当
直
課
長
は

、
タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給

水
ポ
ン
プ
を

用
い

た
蒸
気

発
生
器

２
次
側
に

よ
る

炉
心
冷
却
を

行
う
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

火
山
影

響
等

発
生
時

に
お

い
て
外

部
電
源
喪
失
が
発

生
し

、
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機

２
台
が

と
も
に
機

能
喪
失
し

た
場
合

 

ｅ
．
蒸
気
発

生
器
補
給
用
仮

設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）
を
用

い
た
炉
心

の
著
し

い
損
傷
を
防

止
す
る

た
め
の

対

策
 ⑥

火
山

影
響

等
発
生

時
に

お
い
て

、
外

部
電
源
喪
失

お
よ

び
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
が
機
能
喪
失
し

、
か

つ

タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給

水
ポ
ン
プ
が
機
能
喪
失
し
た
場
合
は

、
蒸
気
発

生
器
補
給

用
仮

設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）

【
体
制
】

 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
一
般

防
災
業
務
要
綱

 

・
一
般

防
災
業
務
所
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
原

子
力
運
転
業
務
要
綱

 

 【
事

象
発

生
時

の
対

応
】

 

①
、

②
、

③
、
⑥

、
⑦

、
⑭

 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力
運
転
業
務
要
綱

 

・
一
般

防
災
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
３
号
機

 
事
故

時
操
作
所
則

 

・
一
般

防
災
業
務
所
達

 

 ④
、
⑧

、
⑪

、
⑫

 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
一
般

防
災
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
一
般

防
災
業
務
所
達

 

 ⑤
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力
運
転
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
３
号
機

 
事
故

時
操
作
所
則

 

 ⑨
、
⑩

、
⑬

 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力
運
転
業
務
要
綱

 

・
一
般

防
災
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
重
大

事
故

等
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動

に

関
す

る
所
達

 

・
一
般

防
災
業
務
所
達

 

・
３
号
機

 
事
故

時
操
作
所
則

 

事
象
発
生
前

の
対

応
 

事
象
発
生

時
の
対

応
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事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

要
な
措
置
を
講
じ

る
。

 

５
．
各
課
（
室
）
長
は
、
火
山
現

象
の

影
響

に
よ

り
、
原

子
炉

施
設

の
保
安

に
重
大
な

影
響
を
及

ぼ
す
可
能
性
が
あ

る
と
判
断
し

た
場
合
は

、
所

長
、
原
子

炉
主
任
技
術
者

お
よ
び

関
係
課
（
室
）

長
に

連
絡

す
る

と
と
も

に
、
必
要

に
応
じ

て
原

子
炉
停
止

等
の
措
置
に

つ
い
て
協
議
す

る
。

 

６
．
原
子
力
技
術
部
門
統
括
（

原
子
力
技
術
）
は

、

火
山
現
象

に
係

る
新
た
な
知
見

等
の
収
集

、
反

映
等
を
実

施
す

る
。

 

 ※
１
：
火

山
影

響
等
発

生
時
に
行
う
活
動
を
含
む

（
以
下
、
本
条
に

お
い
て
同
じ
）
。

 

  

を
使

用
し

、
蒸
気

発
生
器

２
次
側

に
よ
る
１
次
冷
却
系

の
冷
却
を
行
う
。

 

(
a
)
 
蒸
気

発
生
器
補
給
用
仮
設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）

の
準
備
作
業

 

⑦
各
課
（
室
）
長
は

、
電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注

水
ポ
ン
プ

用
）
※
１
を
降
下

火
砕
物

の
影

響
を
受

け
る
こ
と

の
な
い
燃
料
取
扱
建
屋

内
へ
移
動
し

、
準
備
作
業
を
行
う
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

気
象
庁
が

発
表
す

る
降
灰
予
報
（
「
速
報
」
ま

た
は
「
詳
細
」
）
に

よ
り
美
浜
町
へ

の
「
多
量
」
の
降
灰

が
予
想
さ
れ

た
場
合

、
気

象
庁
が
発
表

す
る
噴
火

に
関

す
る

火
山
観
測
報

に
お

い
て

、
地

理
的
領
域
（

発

電
所
敷
地
か
ら
半
径

1
6
0
k
m
）

内
の
活

火
山

に
2
0
k
m
以
上

の
噴
煙
が
観
測
さ
れ

た
が
噴

火
後

1
0
分
以

内
に
降
灰
予
報
が

発
表
さ
れ
な

い
場
合
ま

た
は
降
下

火
砕
物

に
よ

る
発
電
所
へ

の
重
大
な

影
響
が
予
想

さ
れ

た
場
合

 

(
b
)
 
蒸
気

発
生
器
補
給
用
仮
設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）
を
用

い
た
炉
心
冷
却

 

⑥
発
電
所

対
策
本

部
は

、
タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ

に
よ

る
給

水
が
で
き
な

い
場
合
は

、
電
源
車

（
可
搬
式
代
替
低
圧
注
水
ポ
ン
プ

用
）
※
１
を
起
動
し

、
蒸
気

発
生
器
補
給
用
仮

設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）

を
用

い
た
蒸
気
発

生
器
２
次
側
に

よ
る
炉
心
冷
却
を
行
う
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

火
山
影

響
等
発

生
時
に

お
い
て
外

部
電
源
喪
失
が

発
生
し

、
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機

２
台
が

と
も
に
機

能
喪
失
し

、
か
つ
タ
ー
ビ
ン
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ

に
よ

る
給
水
が
で
き
な

い
場
合

 

ｆ
．
緊
急

時
対
策
所

の
居
住
性
確

保
に
関

す
る
対

策
 

⑧
火
山

影
響

等
発
生

時
に

お
い
て

、
緊
急

時
対

策
所
入
口
扉
を
開
放

す
る
こ

と
に

よ
り
緊
急

時
対

策
所

の

居
住
性
を

確
保
す

る
。

 

(
a
)
 
緊
急

時
対
策
所
の
居
住
性
確

保
 

⑧
各
課
（
室
）
長
は
、
緊
急

時
対

策
所
入
口
扉

の
開
放

に
よ
り
居
住
性
を

確
保
し

、
降
下

火
砕
物

の
侵
入

を
防
止
す

る
た
め

、
入
口
扉
（
２
箇
所
）

に
仮

設
フ
ィ
ル
タ
を
取
り

付
け
る
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

気
象
庁
が

発
表
す

る
降
灰
予
報
（
「
速
報
」
ま

た
は
「
詳
細
」
）
に

よ
り
美
浜
町
へ

の
「
多
量
」
の
降
灰

が
予
想
さ
れ

た
場
合

、
気

象
庁
が
発
表

す
る
噴
火

に
関

す
る

火
山
観
測
報

に
お

い
て

、
地

理
的
領
域
（

発

電
所
敷
地
か
ら
半
径

1
6
0
k
m
）

内
の
活

火
山

に
2
0
k
m
以
上

の
噴
煙
が
観
測
さ
れ

た
が
噴

火
後

1
0
分
以

内
に
降
灰
予
報
が

発
表
さ
れ
な

い
場
合
ま

た
は
降
下

火
砕
物

に
よ

る
発
電
所
へ

の
重
大
な

影
響
が
予
想

さ
れ

た
場
合

 

ｇ
．
通
信

連
絡
設
備

に
関

す
る
対

策
 

⑨
火
山

影
響

等
発
生

時
に

お
け
る
通
信

連
絡

に
つ

い
て

、
降
下

火
砕
物

の
影

響
を
受
け
な

い
有
線
系

の
設

備
を
複
数
手
段

確
保

す
る
こ
と

に
よ
り
機
能
を

確
保

す
る
。
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機

の
機
能
が
喪
失
し

た
場
合

に
お

い
て
は

、
燃

料
取
扱
建
屋
内

に
配
置
し

た
電
源
車
※

２
か
ら
給
電

す
る
。

 

(
a
)
 
電
源
車
※

２
の
準
備
作
業

 

⑦
各
課
（
室
）
長
は
、
電
源
車
※

２
を
降
下
火
砕
物
の

影
響
を
受
け
る
こ

と
の
な

い
燃

料
取
扱
建
屋
内
へ

移
動
し
、
準
備
作
業
を
行
う
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準
 
 

気
象
庁
が

発
表
す

る
降
灰
予
報
（
「
速
報
」
ま

た
は
「
詳
細
」
）
に

よ
り
美
浜
町
へ

の
「
多
量
」
の
降
灰

が
予
想
さ
れ

た
場
合

、
気

象
庁
が
発
表

す
る
噴
火

に
関

す
る

火
山
観
測
報

に
お

い
て

、
地

理
的
領
域
（

発

電
所
敷
地
か
ら
半
径

1
6
0
k
m
）

内
の
活

火
山

に
2
0
k
m
以
上

の
噴
煙
が
観
測
さ
れ

た
が
噴

火
後

1
0
分
以

内
に
降
灰
予
報
が

発
表
さ
れ
な

い
場
合
ま

た
は
降
下

火
砕
物

に
よ

る
発
電
所
へ

の
重
大
な

影
響
が
予
想

さ
れ

た
場
合

 

(
b
)
 
電
源
車
※

２
か
ら
の
給
電
開
始

 

⑩
発
電
所

対
策
本

部
お

よ
び
当
直
課
長
は

、
電
源
車
※

２
か
ら

の
給
電
準
備
を
行
っ
た

の
ち
給
電
を
開
始

す
る
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

電
源
車
※

２
に

よ
る
給
電
開
始
は
、

火
山

影
響

等
発

生
時

に
お
い

て
外

部
電
源
喪
失
が

発
生
し
、
デ

ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機

２
台
が

と
も
に
機
能
喪
失
し

た
場
合

 

ｈ
．
電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注

水
ポ
ン
プ
用
）
※
１
お
よ

び
電
源
車
※

２
の
燃
料

確
保
に

関
す
る

対
策

 

⑪
火
山
影

響
等

発
生
時

に
お
け

る
電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注
水
ポ
ン
プ

用
）
※
１
お
よ

び
電
源
車
※

２
の

 ⑮
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力
運
転
業
務
要
綱

 

・
一
般

防
災
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
発
電
業
務
所
則

 

・
一
般

防
災
業
務
所
達

 

・
安
全
･
防

災
業
務
所
則

 

 ⑯
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
保
修
業
務
所
則
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事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

燃
料
を
燃

料
油
貯
蔵
タ
ン
ク

お
よ

び
燃
料
油
移
送
ポ
ン
プ

に
よ
り

確
保

す
る
。

 

(
a
)
 
燃
料
油
貯
蔵
タ
ン
ク
か
ら
電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注

水
ポ
ン
プ

用
）
※
１
お

よ
び
電
源
車
※

２
へ
の

補
給
準
備

 

⑫
各
課
（
室
）
長
は

、
燃
料
油
貯
蔵
タ
ン
ク
か
ら
電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注

水
ポ
ン
プ

用
）
※
１
お

よ
び
電
源
車
※

２
へ
の
燃
料
補
給

の
準
備
を
行
う
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

気
象
庁
が

発
表
す

る
降
灰
予
報
（
「
速
報
」
ま

た
は
「
詳
細
」
）
に

よ
り
美
浜
町
へ

の
「
多
量
」
の
降
灰

が
予
想
さ
れ

た
場
合

、
気

象
庁
が
発
表

す
る
噴
火

に
関

す
る

火
山
観
測
報

に
お

い
て

、
地

理
的
領
域
（

発

電
所
敷
地
か
ら
半
径

1
6
0
k
m
）

内
の
活

火
山

に
2
0
k
m
以
上

の
噴
煙
が
観
測
さ
れ

た
が
噴

火
後

1
0
分
以

内
に
降
灰
予
報
が

発
表
さ
れ
な

い
場
合
ま

た
は
降
下

火
砕
物

に
よ

る
発
電
所
へ

の
重
大
な

影
響
が
予
想

さ
れ

た
場
合

 

(
b
)
 
燃
料
油
貯
蔵
タ
ン
ク

お
よ
び
燃
料
油
移
送
ポ
ン
プ

に
よ

る
燃
料
補
給

 

⑬
発
電
所

対
策
本

部
は

、
燃
料
油
貯
蔵
タ
ン
ク
お

よ
び
燃

料
油
移
送
ポ
ン
プ
を

用
い
電
源
車
（
可
搬
式

代
替
低
圧
注

水
ポ
ン
プ
用
）
※
１
お
よ
び
電
源
車
※

２
へ

そ
れ
ぞ
れ
燃

料
補
給
を
行
う
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注

水
ポ
ン
プ

用
）
※
１
お
よ

び
電
源
車
※

２
の
運
転
継
続

の
た

め
に
燃
料
補

給
が
必
要

と
判
断
し

た
場
合

 

ｉ
．

消
火

水
タ
ン
ク
か
ら
復

水
タ
ン
ク
へ

の
補
給

に
関

す
る
対

策
 

⑭
火
山
影

響
等
発

生
時
に

お
い
て

、
消
火

水
タ
ン
ク
か
ら
復

水
タ
ン
ク
へ
の
補
給
を
行
う
。

 

(
a
)
 
消
火

水
タ
ン
ク
か
ら
復
水
タ
ン
ク
へ

の
補
給

 

⑭
発
電
所

対
策
本

部
お

よ
び
当
直
課
長
は

、
消
火

水
タ
ン
ク
か
ら
復

水
タ
ン
ク
へ

の
補
給
を
行
う
。

 

ア
．
手
順
着
手

の
判
断
基
準

 

復
水
タ
ン
ク
へ
の
補
給
が
必
要
と
判
断
し

た
場
合

 

 

火
山
影
響

等
発
生

時
の

対
策
に

お
け
る
主
な
作
業

 

作
業
手
順

N
o
 

対
応
手
段
 

要
員
 

要
員
数
 

想
定
時
間
 

ｃ
(
a
) 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
へ
の
改
良
型
フ
ィ
ル
タ
取
付
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

8
 

5
0
分
 

海
水
ポ
ン
プ
除
塵
フ
ィ
ル
タ
の
取
り
外
し
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

2
 

5
0
分
 

ｃ
(
b
) 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
改
良
型
フ
ィ
ル
タ
の
フ
ィ
ル
タ

取
替
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

5
 

2
0
分
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
改
良
型
フ
ィ
ル
タ
の
フ
ィ
ル
タ

清
掃
※
３
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

2
 

6
0
分
 

ｅ
(
a
) 

ｇ
(
a
) 

電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注
水
ポ
ン
プ
用
）
※
１
、
電

源
車
※
２
の
移
動
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

4
 

3
0
分
 

ｅ
(
a
) 

蒸
気
発
生
器
補
給
用
仮
設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）
の
準

備
作
業
※
４
 

（
給
電
用
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
・
接
続
）
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

4
※
５
 

2
0
分
 

蒸
気
発
生
器
補
給
用
仮
設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）
の
準

備
作
業
 

（
ホ
ー
ス
接
続
・
系
統
構
成
）
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

8
 

9
0
分
 

ｅ
(
b
) 

蒸
気
発
生
器
補
給
用
仮
設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）
を
用

い
た
炉
心
冷
却
（
電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧
注
水
ポ

ン
プ
用
）
※
１
起
動
）
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

2
 

2
0
分
 

ｆ
(
a
) 

緊
急
時
対
策
所
の
居
住
性
確
保
（
仮
設
フ
ィ
ル
タ
取

付
）
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

2
 

5
0
分
 

ｇ
(
a
) 

電
源
車
※
２
の
準
備
作
業
※
４
 

(
給
電
用
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
・
接
続

) 
緊
急
安
全
対
策
要
員
 

4
※
５
 

2
0
分
 

ｇ
(
b
) 

電
源
車
※
２
か
ら
の
給
電
開
始
 

(
電
源
車
※
２
起
動

) 
緊
急
安
全
対
策
要
員
 

2
 

2
0
分
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事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

電
源
車
※
２
か
ら
の
給
電
開
始
 

(
不
要
負
荷
切
り
離
し
・
受
電
操
作
) 

運
転
員
等
 

（
中
央
制
御
室
、
現
場
）
 

2
 

6
4
分
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

1
 

ｈ
(
a
) 

燃
料
油
貯
蔵
タ
ン
ク
か
ら
電
源
車
（
可
搬
式
代
替
低
圧

注
水
ポ
ン
プ
用
）
※
１
お
よ
び
電
源
車
※
２
へ
の
補
給
準

備
 

運
転
員
等
 

（
現
場
）
 

1
 

※
６
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

6
 

ｉ
(
a
) 

消
火
水
タ
ン
ク
か
ら
復
水
タ
ン
ク
へ
の
補
給
 

運
転
員
等
 

（
中
央
制
御
室
、
現
場
）
 

2
 

5
5
分
 

緊
急
安
全
対
策
要
員
 

4
 

 

※
１
：
蒸
気

発
生
器
補
給

用
仮
設
中
圧
ポ
ン
プ
（
電
動
）
へ
の
給
電
用

 

※
２
：
通
信

連
絡

設
備
へ

の
給
電

用
 

※
３
：
１
班

２
名
で

２
班
が
交
代
し

て
実

施
す
る
。

 

※
４
：
可
搬
式
排
気
フ
ァ
ン
お

よ
び
仮

設
ダ
ク
ト
等

設
置
作
業
は

、
１
箇
所
あ

た
り
上
表

と
は
別

に
緊
急

安

全
対
策
要
員
４
名
が

6
0
分
以

内
で
実

施
す
る
。

 

※
５
：
４
名
で
２
作
業
を

2
0
分
以
内
で
順
に
実
施

す
る
。

 

※
６
：
燃

料
枯
渇
ま
で
に
実

施
す

る
。

 

 

ｊ
．
降
灰

時
の
原

子
炉
施

設
へ
の

影
響
確
認

 

⑮
各
課
（
室
）
長
は
、
降
灰
が
確
認
さ
れ

た
場
合
は

、
原

子
炉

施
設
へ

の
影
響
を

確
認

す
る
た

め
、
降
下

火

砕
物
よ
り

防
護

す
べ
き

施
設
に

つ
い

て
点
検
を
行
う

と
と
も

に
、

そ
の

結
果
を
所
長

お
よ

び
原
子

炉
主
任
技

術
者

に
報
告

す
る
。

 

ｋ
．
保
守

管
理
、
点
検

 

⑯
各
課
（
室
）
長
は

、
火

山
事
象

よ
り
防
護

す
べ
き

施
設

の
要
求
機
能
を

維
持
す

る
た
め

、
降
灰
後

に
お
け

る
降
下
火
砕
物
に

よ
る
静
的
荷
重
、
腐
食
、
磨
耗

等
の

影
響
に

つ
い
て

、
保
守

管
理
計
画
に
基
づ
き
適
切
に

保

守
管

理
、
点
検
を
実

施
す

る
と
と
も

に
、
必
要
に

応
じ
補
修
を
行
う
。
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④

 
津
波
発
生
時
の
対
応
に
つ
い
て

 
事

象
対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

   ①
水
密
扉

の
運
用

 

②
保
守
管

理
・
点
検

 

    ①
大
津
波
警
報
発
令
時
の
循
環

水
ポ
ン
プ
停

止
（
プ
ラ
ン

ト
停
止
）

 

②
③
燃
料

等
輸
送
船
の
緊
急
退
避

 

④
津
波
襲
来
時
の
監
視

 

⑤
原
子
炉

施
設
の
損
傷
の
有
無
を

確
認

 

 

（
そ
の

他
自
然
災

害
発
生

時
の
体
制
の
整
備
）

 

第
１
８
条

の
３
 
技
術
課
長
は
、
原
子

炉
施

設
内

に
お

い
て

そ
の

他
自

然
災

害
（
「
地
震

、
津

波

お
よ

び
竜

巻
等
」
を
い
う
。
以
下

、
本
条

に
お

い
て
同
じ
。
）
が

発
生
し

た
場
合

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
※
１
を
行
う

体
制

の
整
備
と
し

て
、
次

の
各
号
を
含
む
計
画

を
策

定
し

、
所
長
の
承
認
を
得

る
。
ま
た

、
計

画
は

、
添

付
２

に
示
す
「

火
災

、
内
部

溢
水

、

火
山

影
響

等
お

よ
び

自
然

災
害

発
生

時
の

対

応
に

係
る
実
施
基
準
」

に
従
い

策
定
す

る
。

 

(
1
)
 
そ

の
他
自
然

災
害
発

生
時
に

お
け
る

原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に
必
要
な
要
員

の
配
置

 

(
2
)
 
そ

の
他
自
然

災
害
発

生
時
に

お
け
る

原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

要
員

に
対

す
る
教
育
訓
練

 

(
3
)
 
そ

の
他
自
然

災
害
発

生
時
に

お
け
る

原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に
必
要
な
資
機
材
の
配
備

 

２
．
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は

、

前
項

の
計
画
に
基
づ
き

、
そ

の
他

自
然
災

害
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め

に
必
要
な
体
制

お
よ

び
手
順

の
整
備
を
実

施

す
る
。

 

３
．
各
課
（
室
）
長
は
、
第
２
項

の
活
動

の
実
施

結
果
を
取
り
ま

と
め
、
第
１
項
に

定
め
る

事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価
を
行
う

と
と
も

に
、

評
価

の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
じ

、

技
術
課
長

に
報
告

す
る
。
技
術
課
長
は
、
第
１

項
に

定
め

る
事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価

を
行
う
と

と
も

に
、
評
価

の
結
果

に
基
づ
き
必

要
な
措
置
を
講
じ

る
。

 

４
．
各
課
（
室
）
長
は
、
そ
の

他
自
然

災
害

の
影

響
に

よ
り

、
原
子

炉
施
設

の
保
安

に
重
大
な

影

響
を
及
ぼ

す
可
能
性
が
あ

る
と
判
断
し

た
場

合
は

、
所
長

、
原

子
炉
主
任
技
術
者

お
よ

び
関

係
課
（
室
）
長
に
連
絡
す
る

と
と
も

に
、
必
要

に
応
じ

て
原

子
炉
停

止
等

の
措
置

に
つ

い
て

協
議

す
る
。

 

５
．
原

子
力
技
術
部
門
統
括
（

原
子
力
技
術
）
お

よ
び

原
子
力
技
術

部
門
統
括
（
土
木
建
築
）
は

、

そ
の

他
自

然
災

害
に

係
る
新

た
な
知
見

等
の

収
集

、
反
映
等
を
実
施

す
る
。

 

６
．
原
子
力
技
術
部
門
統
括
（

原
子
力
技
術
）
は

、

そ
の

他
自

然
災

害
の
う
ち
地
震

に
関
し

て
、
新

５
 
津

 
波
 

５
．
４
 
手
順

書
の
整
備

 

(
1
)
 
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は
、
津

波
発
生

時
に
お
け

る
原

子
炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
を

行
う

た
め

に
必
要
な
体
制

の
整
備

と
し
て

、
以
下
の
活
動
を
実

施
す

る
こ

と
を

社
内
標
準

に
定
め

る
。

 

ａ
．

水
密
扉

の
閉

止
状
態

の
管
理

 

①
当
直
課
長
は
、
中
央
制
御
室
に
お

い
て
水
密
扉
監
視

設
備
の
警
報
監
視

に
よ
り

、
水
密
扉

の
閉
止
状

態
の

確
認

お
よ
び
閉

止
さ
れ

て
い
な

い
状
態
が
確
認
さ
れ

た
場
合

の
閉

止
操
作
を
行
う
。
ま

た
、
各
課
（
室
）

長
は

、
水
密
扉
開
放
後

の
確
実
な
閉

止
操
作

お
よ

び
閉

止
さ
れ

て
い
な

い
状
態
が

確
認
さ
れ
た
場
合

の
閉

止
操
作
を
行
う
。

 

ｂ
．

発
電
所
を
含
む
地
域

に
大
津

波
警
報
が

発
令
さ
れ

た
場
合

の
対

応
 

(
a
)
 
①
当
直
課
長
は
、
原
則
と
し

て
循
環

水
ポ
ン
プ
を
停
止

す
る
。
ま

た
、
原

子
炉
を
停

止
さ
せ
原

子

炉
の
冷
却
操
作
を
実
施

す
る
。

 

た
だ
し
、
以
下
の
場
合
は

そ
の
限
り
で
は
な

い
。

 

ア
 
大
津

波
警
報
が
誤
報
で
あ
っ

た
場
合

 

イ
 
遠
方
で

発
生
し
た
地
震

に
伴
う

津
波
で
あ
っ

て
、

発
電
所
を
含
む
地
域
に

、
到
達

す
る
ま
で

の
時
間
経
過
で
、
大

津
波
警
報
が
見
直
さ
れ

た
場
合

 

(
b
)
 
②
原

子
燃
料
課
長
お

よ
び
放
射
線
管

理
課
長
は

、
燃
料

等
輸
送
船

に
関
し
、
津

波
警
報

等
が
発
令

さ
れ
た
場
合
、
荷
役
作
業
を
中
断
し
、
陸
側
作
業
員

お
よ

び
輸
送
物

の
退
避

に
関

す
る
措
置
を
実

施

す
る
。

 

(
c
)
 
③
原

子
燃
料
課
長
お

よ
び
放
射
線
管

理
課
長
は

、
緊
急
離
岸

す
る
船
側

と
退
避
状
況

に
関

す
る
情

報
連
絡
を
行
う
。

 

(
d
)
 
④
当
直
課
長
は
、
津
波
監
視
カ
メ
ラ
お

よ
び
潮
位
計
に

よ
る
津

波
の
襲
来
状
況

の
監
視
な
ら
び

に

漂
流
物

影
響
を
考
慮
し

た
運
用
を
実
施

す
る
。

 

ｃ
．

発
電
所
を
含
む
地
域

に
津
波
警
報
等
が

発
令
さ
れ

た
場
合

の
対

応
 

(
a
)
 
②
原

子
燃
料
課
長
お

よ
び
放
射
線
管

理
課
長
は
、
燃

料
等
輸
送
船

に
関
し

、
津

波
警
報

等
が
発
令

さ
れ
た
場
合
、
荷
役
作
業
を
中
断
し
、
陸
側
作
業
員

お
よ

び
輸
送
物

の
退
避

に
関

す
る
措
置
を
実

施

す
る
。

 

(
b
)
 
③
原

子
燃
料
課
長
お

よ
び
放
射
線
管

理
課
長
は

、
緊
急
離
岸
す

る
船
側

と
退
避
状
況

に
関

す
る
情

報
連
絡
を
行
う
。

 

(
c
)
 
④
当
直
課
長
は
、
津
波
監
視
カ
メ
ラ
お

よ
び
潮
位
計
に

よ
る
津

波
の
襲
来
状
況

の
監
視
な
ら
び

に

漂
流
物

影
響
を
考
慮
し

た
運
用
を
実
施

す
る
。

 

ｄ
．

津
波

発
生
時

の
原
子

炉
施
設
へ

の
影

響
確
認

 

⑤
各
課
（
室
）
長
は

、
発
電
所
を
含
む
地
域

に
大

津
波
警
報
が

発
令
さ
れ

た
場
合
は

、
事

象
収
束
後
、

原
子

炉
施

設
の
損
傷

の
有
無
を
確
認

す
る

と
と
も
に

、
そ
の

結
果
を
所
長
お

よ
び
原

子
炉
主
任
技
術
者

に
報
告
す

る
。

 

ｅ
．

保
守

管
理
、
点
検

 

②
各
課
（
室
）
長
は
、
津
波

防
護
施

設
、
浸

水
防

止
設
備

お
よ
び

津
波
監
視

設
備

の
要
求
機
能
を

維

持
す
る
た

め
、
保
守

管
理
計
画

に
基
づ
き
適
切

に
保
守

管
理

、
点
検
を
実

施
す

る
と

と
も

に
、
必
要

に

応
じ
補
修
を
行
う
。

 

ｆ
．

津
波
評
価
条
件

の
変
更

の
要
否

確
認

 

(
a
)
 
各
課
（
室
）
長
は

、
設
備
改
造
等
を
行
う
場
合

、
都
度

、
津

波
評
価
へ

の
影

響
確
認
を
行
う
。

 

(
b
)
 
保
全
計
画
課
長
は

、
津
波
評
価
に

係
る
評
価
条
件
を

定
期
的

に
確
認

す
る
。

 

 

【
体
制
】

 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力
運
転
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

  【
事

象
発

生
前

の
対

応
】

 

①
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
内

部
溢

水
発

生
時

に
お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動
所
則

 

・
３
号
機

 
事
故

時
操
作
所
則

 

 ②
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
原

子
力

発
電
所

 
保
修
業
務
要
綱

 

・
原

子
力

発
電
所
土
木
建
築
業
務
要

綱
 

・
原

子
力

発
電
所
土
木

設
備
点
検
要

綱
指
針

 

・
保
修
業
務
所
則

 

・
土
木
建
築
業
務
所
則

 

   【
事

象
発

生
時

の
対

応
】

 

①
、

④
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力
運
転
業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
３
号
機

事
故

時
操
作
所
則

 

②
、

③
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
原

子
力

発
電
所
使

用
済
燃

料
輸
送

要
綱

 

・
原
子
力

発
電
所
放
射
線
・
化
学

管
理

事
象
発
生
前

の
対

応
 

事
象
発
生

時
の

対
応

 

資料2-268



 

事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

た
な

波
及
的

影
響

の
観
点

の
抽
出
を
実

施
す

る
。

 

７
．
原

子
力
技
術
部
門
統
括
（

原
子
力
技
術
）
お

よ
び

原
子
力
技
術

部
門
統
括
（
土
木
建
築
）
は

、

地
震
観
測

お
よ

び
影

響
確
認

に
関

す
る
活
動

を
実

施
す

る
。

 

８
．
原

子
力
安
全
部
門
統
括
は
、
定
期
的

に
発
電

所
周
辺

の
航
空
路
を
含

め
た
航
空
機
落
下

確

率
評
価

に
用

い
る
デ
ー
タ

の
変
更
状
況
を

確

認
し

、
確
認

結
果

に
基
づ
き

防
護
措
置
の
要
否

を
判
断
す

る
。
防
護
措
置
が
必
要

と
判
断
さ
れ

た
場
合
は

、
関
係
箇
所
へ

防
護
措
置

の
検
討
依

頼
を
行
う
。
ま

た
、
関
係
箇
所
の

対
応
が
完
了

し
た
こ
と
を
確
認

す
る
。

 

 ※
１
：
そ

の
他

自
然
災

害
発
生

時
に
行
う
活
動
を

含
む
（
以
下
、
本
条
に
お

い
て
同
じ
）
。

 

 

業
務
要
綱

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
原

子
燃

料
管

理
業
務
所
則

 

・
放
射
線

管
理
業
務
所
則

 

⑤
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
安
全
･
防

災
業
務
所
則

 

・
一
般

防
災
業
務
所
則

 

・
発
電
業
務
所
則

 

・
保
修
業
務
所
則

 

・
放
射
線

管
理
業
務
所
則

 

・
土
木
建
築
業
務
所
則

 

・
炉
心

管
理
業
務
所
則

 

・
原

子
燃

料
管

理
業
務
所
則
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⑤
 
竜
巻
発
生
時
の
対
応
に
つ
い
て

 
事

象
対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

   ①
②
④
資
機
材
等

の
固
縛

 

①
建
屋
内
収
納
及

び
撤
去

 

③
車
両
の
入
構
管

理
 

⑤
保
守
管

理
・
点
検

 

    ①
竜
巻
襲
来
が
予
測
さ
れ

る
場
合

の
車
両

の
固
縛
・
退
避

 

②
水
密
扉

等
の
閉

止
 

③
竜

巻
襲
来
が
予
測
さ
れ

る
場
合

の
燃

料
取
扱
作
業

の

中
止

 

④
代
替
設
備
又
は
予
備
品

確
保

 

⑤
原
子
炉

施
設
の
損
傷
の
有
無
を

確
認

 

⑥
原

子
炉

施
設

等
が
損
壊
し

た
場
合

の
処
置
（

消
火
活

動
）

 

 

（
そ
の

他
自
然
災

害
発
生

時
の
体
制
の
整
備
）

 

第
１
８
条

の
３
 
技
術
課
長
は
、
原
子

炉
施

設
内

に
お

い
て

そ
の

他
自

然
災

害
（
「
地
震

、
津

波

お
よ

び
竜

巻
等
」
を
い
う
。
以
下

、
本
条

に
お

い
て
同
じ
。
）
が

発
生
し

た
場
合

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
※
１
を
行
う

体
制

の
整
備
と
し

て
、
次

の
各
号
を
含
む
計
画

を
策

定
し

、
所
長
の
承
認
を
得

る
。
ま
た

、
計

画
は

、
添

付
２

に
示
す
「

火
災

、
内
部

溢
水

、

火
山

影
響

等
お

よ
び

自
然

災
害

発
生

時
の

対

応
に

係
る
実
施
基
準
」

に
従
い

策
定
す

る
。

 

(
1
)
 
そ

の
他
自
然

災
害
発

生
時
に

お
け
る

原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に
必
要
な
要
員

の
配
置

 

(
2
)
 
そ

の
他
自
然

災
害
発

生
時
に

お
け
る

原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

要
員

に
対

す
る
教
育
訓
練

 

(
3
)
 
そ

の
他
自
然

災
害
発

生
時
に

お
け
る

原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動
を
行
う

た
め

に
必
要
な
資
機
材
の
配
備

 

２
．
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は

、

前
項

の
計
画
に
基
づ
き

、
そ

の
他

自
然
災

害
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め

に
必
要
な
体
制

お
よ

び
手
順

の
整
備
を
実

施

す
る
。

 

３
．
各
課
（
室
）
長
は
、
第
２
項

の
活
動

の
実
施

結
果
を
取
り
ま

と
め
、
第
１
項
に

定
め
る

事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価
を
行
う

と
と
も

に
、

評
価

の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
じ

、

技
術
課
長

に
報
告

す
る
。
技
術
課
長
は
、
第
１

項
に

定
め

る
事
項

に
つ

い
て

定
期
的

に
評
価

を
行
う
と

と
も

に
、
評
価

の
結
果

に
基
づ
き
必

要
な
措
置
を
講
じ

る
。

 

４
．
各
課
（
室
）
長
は
、
そ
の

他
自
然

災
害

の
影

響
に

よ
り

、
原
子

炉
施
設

の
保
安

に
重
大
な

影

響
を
及
ぼ

す
可
能
性
が
あ

る
と
判
断
し

た
場

合
は

、
所
長

、
原

子
炉
主
任
技
術
者

お
よ

び
関

係
課
（
室
）
長
に
連
絡
す
る

と
と
も

に
、
必
要

に
応
じ

て
原

子
炉
停

止
等

の
措
置

に
つ

い
て

協
議

す
る
。

 

５
．
原

子
力
技
術
部
門
統
括
（

原
子
力
技
術
）
お

よ
び

原
子
力
技
術

部
門
統
括
（
土
木
建
築
）
は

、

そ
の

他
自

然
災

害
に

係
る
新

た
な
知
見

等
の

収
集

、
反
映
等
を
実
施

す
る
。

 

６
．
原
子
力
技
術
部
門
統
括
（

原
子
力
技
術
）
は

、

そ
の

他
自

然
災

害
の
う
ち
地
震

に
関
し

て
、
新

た
な

波
及
的

影
響

の
観
点

の
抽
出
を
実

施
す

る
。

 

６
 
竜
巻

 

６
．
４
 
手
順
書

の
整
備

 

(
1
)
 
各
課
（
室
）
長
（
当
直
課
長
を
除
く
。
）
は
、
竜

巻
発

生
時
に

お
け
る

原
子
炉

施
設

の
保
全
の

た
め
の
活

動
を
行
う

た
め

に
必
要
な
体
制

の
整
備

と
し

て
、
以
下

の
活
動
を
実
施

す
る
こ

と
を
社

内
標
準

に
定

め
る
。
 

ａ
．
飛
来
物

管
理

の
手
順

 

(
a
)
 
①
各
課
（
室
）
長
は

、
飛
来

時
の
運
動
エ
ネ
ル
ギ
ー

、
貫
通
力
が

設
計
飛
来
物
で
あ

る
鋼
製
材
※
１

 

よ
り
も
大
き
な
も

の
に
つ

い
て
、
設
置
場
所

等
に

応
じ

て
固
縛

、
建
屋

内
収
納
ま
た
は
撤
去
に

よ
り
飛

来
物
と
な
ら
な
い

管
理
を
実
施
す

る
。

 

(
b
)
 
②
各
課
（
室
）
長
は
、
屋
外
の
重
大
事
故

等
対
処

設
備

に
つ
い

て
、
位
置
的
分
散
を
図

る
こ

と
で
、

重
大
事
故

等
対
処

設
備
の
機
能
を
損
な
わ
な

い
よ
う

管
理
す

る
。
ま

た
、
重
大

事
故

等
対
処

設
備
が

設

計
基
準
事
故
対
処

設
備
に
悪
影
響
を
与
え
な

い
よ
う

管
理
を
実

施
す

る
。

 

(
c
)
 
③
所
長
室
長
は

、
車
両

に
関

す
る
入
構

管
理
を
行
う
。

 

 

※
１
：
設
計
飛
来
物
で
あ

る
鋼
製
材
の
寸
法

等
は

、
以
下

の
と

お
り
。

 

 

飛
来
物
の
種
類

 
鋼
製
材

 

寸
法
（
m
）

 
長
さ
×
幅
×
奥
行
き

 

4
.
2
×

0
.
3
×
0
.
2
 

質
量
（
k
g
）

 
1
3
5
 

 

ｂ
．
竜

巻
の
襲
来
が
予
想
さ
れ

る
場
合

の
対

応
 

(
a
)
 
①
所
長
室
長
は

、
車
両

に
関
し

て
停
車
し
て

い
る
場
所
に

応
じ
て
退
避
ま

た
は
固
縛

す
る
こ

と
に

よ

り
飛
来
物

と
な
ら
な
い
管

理
を
実

施
す
る
。

 

(
b
)
 
②
各
課
（
室
）
長
は

、
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
室

の
水
密
扉

の
閉

止
状
態
を

確
認

す
る

と
と
も
に

、
換

気
空
調
系
統
の
ダ
ン
パ
等

の
閉
止
を
実
施

す
る
。

 

(
c
)
 
③
原

子
燃
料
課
長
は

、
燃
料
取
扱
作
業
を
中

止
す

る
。

 

ｃ
．
竜
巻
飛
来
物

防
護
対

策
設
備

の
取
付
け

お
よ

び
取
外
操
作

等
 

④
各
課
（
室
）
長
は

、
竜

巻
飛
来
物

防
護
対

策
設
備

の
取

付
お

よ
び
取
外
操
作

、
飛
来
物

発
生

防
止

の

た
め
に

設
置
し

た
設
備

の
操
作
を
実
施

す
る
。
 

ｄ
．
代
替

設
備
ま

た
は
予
備
品
確

保
 

④
各
課
（
室
）
長
は

、
竜

巻
の
襲
来
に
よ
り

、
安
全

施
設

の
構
造
健
全
性
が

維
持
で
き
な

い
場
合
を
考
慮

し
て
、
代
替
設
備
ま
た
は
予
備
品
を
確
保

す
る
。

 

ｅ
．
竜
巻

発
生
時

の
原
子

炉
施
設
へ
の
影

響
確
認

 

⑤
各
課
（
室
）
長
は

、
発
電
所
敷
地

内
に

竜
巻
が
発

生
し
た
場
合
は

、
事

象
収
束
後
、
原

子
炉

施
設

の
損

傷
の
有
無
を
確
認

す
る
と

と
も
に

、
そ
の

結
果
を
所
長

お
よ

び
原

子
炉
主
任
技
術
者

に
報
告

す
る
。

 

ｆ
．
竜
巻

に
よ
り

原
子
炉

施
設
等
が
損
傷
し

た
場
合

の
処
置

 

 
⑥
各
課
（
室
）
長
は
、
建
屋
外
に

お
い
て

竜
巻
に

よ
る

火
災
の

発
生
を

確
認
し

た
場
合

、
消

火
用
水

等
に

よ
る

消
火
活
動
を
行
う
。

 

ｇ
．
保
守

管
理
、
点
検

 

⑤
各
課
（
室
）
長
は

、
竜
巻
飛
来
物
防
護
対
策

設
備

の
要
求
機
能
を

維
持

す
る

た
め

に
、
保
守

管
理
計
画

に
基
づ
き
適
切
に

保
守
管

理
、
点
検
を
実

施
す
る

と
と
も

に
、
必
要
に

応
じ
補
修
を
行
う
。

 

 

【
体
制
】

 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

 【
事

象
発

生
前

の
対

応
】

 

①
、

③
、

④
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

 ②
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 
・
重
大

事
故

等
発

生
時

に
お
け

る
原

子
炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 
・
大

規
模
損
壊

時
に

お
け

る
原

子
炉

施
設

の
保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す

る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

⑤
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
保
修
業
務
所
則

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

 【
事

象
発

生
時

の
対

応
】

 

①
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

 ②
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

事
象
発
生
前

の
対

応
 

事
象
発

生
時

の
対

応
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事
象

対
応
 

原
子
炉

施
設
保

安
規
定
 

原
子

炉
施
設

保
安
規
定

 
添
付

２
 

関
連
す
る
 

社
内

規
定
文

書
 

７
．
原

子
力
技
術
部
門
統
括
（

原
子
力
技
術
）
お

よ
び

原
子
力
技
術

部
門
統
括
（
土
木
建
築
）
は

、

地
震
観
測

お
よ

び
影

響
確
認

に
関

す
る
活
動

を
実

施
す

る
。

 

８
．
原

子
力
安
全
部
門
統
括
は
、
定
期
的

に
発
電

所
周
辺

の
航
空
路
を
含

め
た
航
空
機
落
下

確

率
評
価

に
用

い
る
デ
ー
タ

の
変
更
状
況
を

確

認
し

、
確
認

結
果

に
基
づ
き

防
護
措
置
の
要
否

を
判
断
す

る
。
防
護
措
置
が
必
要

と
判
断
さ
れ

た
場
合
は

、
関
係
箇
所
へ

防
護
措
置

の
検
討
依

頼
を
行
う
。
ま

た
、
関
係
箇
所
の

対
応
が
完
了

し
た
こ
と
を
確
認

す
る
。

 

 ※
１
：
そ

の
他

自
然
災

害
発
生

時
に
行
う
活
動
を

含
む
（
以
下
、
本
条
に
お

い
て
同
じ
）
。

 

  

・
竜

巻
対

応
所
則

 

・
３
号
機

 
事
故

時
操
作
所
則

 

 ③
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

・
原

子
燃

料
管

理
業
務
所
則

 

 ④
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

・
保
修
業
務
所
則

 

 ⑤
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

・
３
号
機

事
故

時
操
作
所
則

 

・
安
全

・
防

災
業
務
所
則

 

 ⑥
 

・
運
転

管
理
通
達

 

・
設
計
基
準

事
象

時
に

お
け

る
原

子

炉
施

設
の

保
全

の
た

め
の
活
動

に
関

す
る
所
達

 

・
竜

巻
対

応
所
則

 

・
火

災
防
護
通
達

 

・
火

災
防
護
計
画

 

・
防

火
管

理
所
達

 

・
一
般

防
災
業
務
所
達
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補足説明資料-1 

 

保安規定と手順書との関連のうち美浜３号炉特有の事項について 
 
 有効性評価における重要事故シーケンスの内容において、基本的には同様の事故フロー

であるものの、設備構成の違い等により先行プラント（大飯３･４号炉）との相違があるこ

とから、以下にまとめる。 
 

美浜３号炉 
の特有箇所 

対象 
シーケンス 

大飯３，４号炉 
との相違内容 

相違の理由 

原子炉下部キャビ

ティ注水ポンプに

よる原子炉下部キ

ャビティ直接注水 

10. 
11. 

大飯３，４号炉

には該当操作が

ない。 

美浜は、原子炉下部キャビティ床面

高さが原子炉格納容器最下層部高

さと同じであり、格納容器スプレイ

水が原子炉下部キャビティへ優先

的に流入しないことから、原子炉下

部キャビティに十分な蓄水を行う

ための原子炉下部キャビティ注水

ポンプを設置している。 

燃料取替用水タン

クから復水タンク

への水源切替(燃料

取替用水タンク枯

渇後を想定した原

子炉格納容器(炉心
注水含む)注水継続

関連操作) 

10. 
11. 

大飯３，４号炉

では左記に該当

する操作は可搬

式代替低圧注水

ポンプによる注

水への切替が該

当する。 

美浜は、有効性評価上、格納容器減

圧（スプレイ）の長期的な対応とし

て燃料取替用水タンク枯渇までに

可搬式代替低圧注水ポンプの準備

が間に合わないため、恒設代替低圧

注水ポンプによる代替格納容器ス

プレイの水源を、燃料取替用水タン

ク枯渇までに復水タンク（送水車に

よる海水を用いた復水タンクへの

補給）に切替ることとしている。 
大飯は、有効性評価上、燃料取替用

水タンク枯渇までに可搬式代替低

圧注水ポンプの準備が間に合うた

め、恒設代替低圧注水ポンプによる

代替格納容器スプレイから海水を

水源とした可搬式代替低圧注水ポ

ンプによる格納容器スプレイに切

替ることとしている。 
 

以 上 
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美浜３号炉 重大事故等対策における手順と有効性評価との関係 

 

 美浜３号炉の重大事故等対策における特有の手順について、有効性評価の手順との関係

を以下のとおり整理した。 

１．中央制御室主体の手順の代表例 

項目 
有効性評価の手順 

技術的能力 
 フロー図 

原子炉下部キャビティ注水ポンプによる
原子炉下部キャビティ直接注水 

○ ○ ○ 1.8 

 

２．現場主体の手順の代表例（保安規定 添付３ 表－２０抜粋） 

項目 
有効性評価の手順 

技術的能力 
 フロー図 

送水車を用いたタービン動補助給水ポン
プへの直接供給による蒸気発生器への注
水 

× － ○ 1.2、1.3 

可搬式代替低圧注水ポンプによる代替炉
心注水 

× － ○ 1.4 

可搬式オイルポンプによる空冷式非常用
発電装置への燃料（重油）補給 

○ × ○ 1.14 

：設置許可添付書類十の有効性評価フロー図には無いが、設置許可添付書類十の必要
な要員と作業項目の図にある手順 

記載箇所については、目次の有効性評価における重要事故シーケンス番号１０．雰囲気
圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）「大破断ＬＯＣＡ時に低圧注入機能、高
圧注入機能及び格納容器スプレイ注入機能が喪失する事故」の例に以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以 上 

可搬式オイルポンプによる空冷式非常

用発電装置への燃料（重油）補給 
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資料２「保安規定と手順書との関連」のうち 
「１．重要事故シーケンスと保安規定記載内容」の説明内容について 

 

資料２「保安規定と手順書との関連」のうち「１．重要事故シーケンスと保安規定記載内

容」で説明している事項については、以下のとおりである。 

 

１．保安規定記載内容 

保安規定には、以下の基準により、異常時の運転操作基準を添付１に、重大事故等対策

に係る手順を添付３の表に整理している。（保安規定変更に係る基本方針「３．手順、体

制の運用管理」参照） 

 

保
安
規
定
審
査
基
準 

実用炉規則第 92条第 1項第 9号【発電用原子炉施設の運転】 

○異常発生時の基本的対応事項及び採るべき措置並びに異常収束後の措置について定められてい

ること。 

実用炉規則第 92条第 1項第 22号【重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活

動を行う体制の整備】 

○重大事故等発生時におけるそれぞれの措置について、原子炉設置（変更）許可申請書及び同添

付書類に記載された有効性評価の前提条件その他の措置に関する基本的内容を満足するよう定

められていること。 

実用炉規則第 92条第 1項第 23号【大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のための活

動を行う体制の整備】 

○大規模損壊発生時におけるそれぞれの措置について、原子炉設置（変更）許可申請書及び同添

付書類に記載された措置に関する内容を満足するよう定められていること。 

技
術
的
能
力
審
査
基
準 

保安規定等において、以下の項目が規定される方針であること。 

1.重大事故等対策における要求事項 

1.0 共通事項 

（途中省略） 

1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等 

（途中省略） 

1.19 通信連絡に関する手順等 

2.大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における要求

事項 

2.1 可搬型設備等による対応 
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２．資料２「保安規定と手順書との関連」の説明内容 

資料２「保安規定と手順書との関連」のうち「１．重要事故シーケンスと保安規定記載

内容」では、上記に基づき、事故収束に必須として、有効性評価における重要事故シーケ

ンス等における対応手順として記載している設置許可添付十のフロー図が美浜発電所原子

炉施設保安規定添付１「異常時の運転操作基準」及び添付３「重大事故等および大規模損

壊対応に係る実施基準」に反映されていることを説明している。 
なお、技術的能力審査基準に基づき整理した、設置許可添付十の手順のうち有効性評価

以外の手順が、保安規定の添付３に規定されていることは、資料３「上流文書（設置許

可）から保安規定への記載方針」にて確認する。 
 
以下の図に、保安規定に添付１、３の表に整理されている手順と資料２、資料３で説明

している手順との関係性を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１：重大事故等対策における中央制御室での操作及び動作状況確認等の短時間で実施で

きる操作以外の作業や操作をまとめた表（設置許可本文第１０．２表、添付書類十

第５．１．２表） 
※２：設置許可添付十のフロー図については、事故対応のための直接的に必要な対応手段

が記載されたものであり、有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段の中で

も、事故対応のために必要であるが、間接的な対応手段（燃料補給、可搬の計測器

によるプラント状態監視等）については記載されていない。 
 

以 上 

保安規定添付１ 
 

保安規定添付３＝技術的能力審査基準で要求される手順 
 保安規定の添付３の表２０※１ 

有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段 

設置許可添付十のフロー図の手順※２ 

資料３で確認できる範囲 

資料２で確認できる範囲 

資料2-277


